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Abstract–
The marine products circulation in Japan faces a diﬃcult problem. On the other hand, EC
is suddenly spreading now. The EC is technique to support the circulation with information
technology. Therefore, many researchers were going to solve a problem of the marine products
circulation by EC. But they failed in the trial. We call such a failure ” The peculiar problem”.
”The peculiar problem” is made from some problems. We classiﬁed them in four problems.
First, no examination about ”The inﬂuence that information gives the value of the product”.
Second, no examination about ”The role of the intermediates of market ”. Third, no examination
about ”The structure of appropriate traceability”. Fourth, ”The application of the information
technology to the sustainable use of the limited resources”. Our purpose is to show the concrete
and realistic answer for these four problems. And the answer for ”The peculiar problem” will be
found out through these studies.
The vitality of the marine products circulation market deteriorates. One of the reasons is
the loss of the ability for price formation of producers, and this if from the existence of the
strong intermediates. So, many people insisted that ”There is no need to hand the products to
intermediates”. But in reality, EC which adopt this method is not going well, and producers do
not know about ”The value that consumers feel”.
We pointed that the intermediates of market took important function till now. They do not
only work as distributers of products, but also work as data-base or knowledge-base of market.
So there is need to create substitute function on EC which works like these intermediates. We
showed this funciton by incorporating it in practical system, and found it worked well in realistic
circulation environment.
And we create the practical EC system for ”The owner system of Kombu(Sea-weed)”. Produc-
ers are able to send message, photos and movies from producing- area. These informations are
fresh and emotional for consumers living in city area. We studied about moving of ”evaluation
of value” with using the system as realistic business. We found that the evaluation of value of
consumers is maximized when they have many information from producers.
And we showed the method of traceability optimized for marine product circulation. The
method made from two topics. One of them is ”Indivisual identiﬁcation by using weight infor-
mation”, and the other is ”Identiﬁcation management by each ﬁsh boxes”. The demonstration
tests in Oinaoshi and Noboribetsu ﬁshport ﬁnished in success.
And we proposed a certain kind of resource searching and acquisition space. We set agents in
such space, and teach them to trade the information and knowledge about resources under the
strategically thinking. We also teach them to not exchange the information with a agent which
over hunted resources. Thus the players going to enter the market will order to their selﬁsh
agent not to over hunt resources. We expect that resources come to be exploited continuously
and eﬃciently in this system.
These practices show the answer for the individual problems of marine product circulation.
And we tested them in realistic or demonstrated market environment, and there is no inconvinient
point on these answers. So concluded that all problems were solved adequately, and ”The peculiar
problem” was solved.
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概 要:
わが国の水産物流通はいくつかの困難な課題に直面している．これに対して EC等の情報技術
の適用が繰り返し提案されてきたが，その普及は進んでいない．これを水産物流通への情報技術の
適用における「固有の課題」と呼ぶ．「固有の課題」はいくつかの問題点からなる．「生産物に関す
る情報発信がその価値に与える影響に関する検討の不在」，「中間流通者機能に関する取り組みの不
在」，「水産物の現実に即した生産履歴開示手法の不在」，「資源の持続的利用への情報技術の関わり
に関する検討不足」である．本稿ではこれらへの実践的な解決策を提示することにより固有の課題
に対する回答を示すことを目的とする．
まず，現在の水産物流通を取り巻く問題点は消費動向の変化と市場の硬直性，経済・経営環境の
悪化，市場と地域の活力低下という点にあり，流通機構全体が疲弊していると指摘した．次に，こ
れらの問題の背景となる流通の各段階における取り組みを検討し，生産ステージでは産地の価格形
成能力の低下と「価値の創造と発信」の重要性を指摘した．また，流通ステージでは中間流通排除
の傾向とその失敗を指摘しつつ，中間流通者の市場における機能として「情報の蓄積・発信基盤」
を挙げた．
こうして整理された現状と課題を踏まえ，固有の課題を構成する問題点ごとに具体的な事例を
通じて検討と考察を行っていった．
まず，「生産物に関する情報発信がその価値に与える影響」という点に関して，北海道函館市南か
やべ地域におけるオーナー制昆布を事例とし，オーナー制商品に関する消費者価値は単に価格の割
安感や品質にのみ存するのではなく，生産物の成長過程等の情報面にあり，対象物に関する情報提
供の良否が商品価値そのものを構成すると指摘し，検証のためにプラクティカルシステムの構築・
運用を行った．システムでは生産者自身が情報発信できる仕組みを実装し，さらに沿岸域全体への
技術移転を行うことで自律的な運用を確保した．消費者の価値評価形成に関するアンケートでは，
情報提供が価値評価形成において一定の影響を及ぼしていることが明らかになった．
「中間流通者機能に関する取り組み」については，中間流通者が市場において果たす情報の蓄
積・分配基盤としての機能を「アドバイザー」として代替できるような EC環境を提案し，プラク
ティカルシステムとして長崎県北松浦市阿翁浦漁港および全国の消費地を対象とする実践的な運用
実験を行った．その結果，市場価格に対する出荷価格の上昇と購買価格の抑制という傾向が確認さ
れ，特に品質・性状が不安定な典型的水産品においては専門家等の助言により消費者における価値
評価が大きく増大する可能性があることがわかった．
「水産物の現実に即した生産履歴開示手法」については，水産物流通においてトレーサビリティ
が内包するリスクを「個別魚体の識別・同定の困難」と「加工過程の存在」という点に集約し，こ
れらに関する具体的な対応手法として「重量管理による個別魚体管理」と「魚箱単位でのロット管
理による追跡・遡及可能性の確保」という手法を提案した．これらはそれぞれ履歴管理システムに
実装され，北海道室蘭市追直漁港・北海道登別市登別漁港における実証実験によりその有効性を確
認した．
「資源の持続的利用への情報技術の関わりに関する検討」については，水産資源の最適分配に関
する手法として，制約資源状況下における最適分配をマルチエージェントを利用した仮想的な資源
探索空間を提案し，実証実験において環境調和的なエージェントが優位であったことを確認した．
これにより，提案環境を市場構造として適用することで環境調和的な最適分配を期待できることが
明らかになった．
以上の検討を通じて，本稿で主題とした固有の課題を構成する個別の問題点すべてについて一
定の実践的かつ有効な手法が提示されたため，固有の課題への解決策が提示され，本稿の目的が達
成されたと結論付けた．
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第1章 序論
1.1 本研究の背景
近年，水産物の流通においては多獲性魚類が市場の多くを占めており，既成の流通シス
テムはやや硬直的で，市場の要請は流通のより高い柔軟性という点にある．そして消費者
は，新鮮で特色のある水産物をタイムリーにかつ安定的に入手することが可能な仕組みの
確立を強く望んでいる．そのためには，従来の流通の枠組みにとらわれない新しい流通の
仕組み，およびそのような流通の仕組みを支援するための枠組みの構築が必要である．
もっとも，商品流通の枠組みの拡張といった分野において適用され得る要素技術に関す
る先行研究は，昨今の情報技術の高度化と広帯域インフラの普及に伴って，日進月歩なら
ぬ『秒進分歩』の勢いで大きく進展している．そのうちのいくつかは実際に市場流通や消
費者行動のあり方を大きく変革した．
例えば，Webの普及により中小の生産者・販売事業者にとっても情報の発信が容易とな
り，これを利用して少量多品種の商品をニッチターゲットに提供することが可能となった．
また，こうした新たな販売チャンネルをいわば制度化・組織化した仮想ショッピングモー
ルの登場により消費者が豊富な選択肢を得た．こうしたことを背景に，消費者の購買行動
は確実に変化しつつある．
また，昨今の食品偽装問題や産地偽装等の問題に端を発した消費者の食の安全・安心へ
の関心の高まりやLOHAS（環境配慮型消費者志向）の広がりを受けて，トレーサビリティ
（Traceability:対象物の遡及・追跡可能性の確保）が注目されるにいたっており，その実現
へ向けて情報技術の立場からさまざまな提案がなされている．これは，生産物の流通の各
段階においてその通過・処理履歴を記録し，事後的・遡及的に検証可能とすることで，生
産物の流通の透明性を向上させ，消費者の信頼を得ようとするものであり，あるいはいっ
たん発生した危害食品について生産者側から製品の追跡を可能とすることで速やかな回収
を実現し，風評被害や 2次的被害を防止しようとするものである．その基盤となるのは生
産物の同定・識別技術であり，あるいはその流通技術だが，これは情報技術を用いること
が非常に有効であるために，各実証実験等においてもRFIDやバーコード・QRコード等
と PC・携帯端末等を組み合わせて活用する試みが中心となっている．
しかし，以上のような取り組みの成果は，こと水産物を中心とした生産物流通の現場に
必ずしも適切に活用されているとは言いがたい．理由として，こうした技術なり枠組みが
それぞれ水産物に特有の事情や問題に適切に対応できておらず，いずれもこれまで連綿と
築き上げられてきた既存の流通構造に取って代わるような新しい枠組みを構成できるとい
うまでの確定的な評価を得ていないということを挙げることができよう．
例えば，現状としての水産物流通市場は多段階かつ複雑な構造を持ち，かつそのような市
場への参加者は輸入水産物との競合や市場の根強い低価格指向に応えるためのコスト競争，
1
Doctoral Thesis at Future University-Hakodate, 2009
Research on advanced information technology for circulation and support technique for marine products
近時の燃料資源の高騰による原料高等にさらされ，生産者における余剰減少や市場全体と
しての柔軟性の低下などの問題を抱えている．そうであるのに，これまでの情報技術の適
用に関する取り組みでは，一般に，その適用範囲の広範性・一般性に留意するあまり複雑
かつ大規模なものとなり勝ちであった．特に決済処理や SCM（SupplyChainManagement:
連携的な供給構造マネジメント）までも取り込むようなシステムの場合，導入や構築等の
直接コストのみならず，流通プロセスの変化に伴う間接コストが無視できないものとなる．
前述のように激烈なコスト競争にさらされ，1円単位での取り組みを日常的に強いられて
いる事業者にとってこれらはあまりに大きな負担であり，明確で定量的なメリットが見え
ない限りは導入を手控えるという結論が導かれることに無理はない．そして，このような
仕組みの導入によってどういうメリットがどの程度得られるのかに関する検討はほとんど
されてこなかった．
さらに，前述のようなトレーサビリティの基盤となるのは生産物の識別・同定技術だが，
水産物流通はその市場構造において多段階かつ多層的であり，また，流通過程での加工処
理が一般的であることから，そうした識別・同定が極めて困難である場合が多いという点
を指摘しなければならない．加えて，識別子の偽装・不正転用の防止や個人情報・営業秘
密を確保したままで追跡・遡及可能性を十分に確保することに関してはいまだ決定的な提
案もなされていない状況と考えられている．
また，こうした新しい取り組み，特に情報技術を利用した枠組みの導入と積極的な活用
には若年従事者の存在が重要であるが，斯業界全体が前述のように活力を欠く現在におい
ては後継者不足が深刻化しており，新たな取り組みにまで余力が回らないといった状況と
なっている．
このように，水産物市場においては構造変革への要求と阻害要因とがその特殊性により
際立った対立を生じている状況であると言える．しかしもちろん，疲弊した市場を取り巻
く関係者はその抜本的な変革を念願しているのだし，その糸口を示すことは可能であると
考える．そして何より，トレーサビリティをはじめとする仕組みを有する「透明かつ柔軟
な市場」は社会的要請として強く求められており，これらへの対応如何が一事業者のみな
らず地域経済へも大きな影響を与える可能性すらある．こうした社会的要請こそが，まさ
に本研究の背景であるということができる．
1.2 本研究の目的と問題提起
本論文では，水産物の流通およびその支援手法への情報技術の適用に際して検討される
べき課題に対する具体的かつ実践的な回答を示すことを目的とする．そのために，まずは
検討すべき課題を明確にするとともに，これをいくつかの個別の問題点に分析する．そし
て，こうした個別の問題点に関する現実的な事例を題材とした調査・検討・実験等を行い，
それぞれについて解決策の提示を目指す．最後に，このようにして得られた個別の解決策
を統合的に検討することで，全体としての課題への回答を示す．
水産物の流通において検討すべき課題とは，現在の水産物流通を取り巻く諸問題に対
する有効な回答であるはずの EC（Electoric Commerce: 電子商取引），すなわち B2B
（Businesstobusiness:事業者間電子取引）やB2C（Businesstoconsumer:事業者・消費者間
電子取引）等についていまだ普及が見られないことを指す．つまり，「水産物流通に対する
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情報技術の適用に関する普及の遅れ」である．このことを，本稿では今後，水産物流通に
情報技術を適用するに際しての「固有の課題」と表現することにする．
現在の水産物流通を取り巻く諸問題とは，前述の通り，流通構造の硬直化と熾烈なコス
ト競争等による水産物流通市場全体の疲弊であり，流動的な消費者動向への対応を柔軟に
行うために必要な継続的な改善を行うための余力・活力の不足である．市場構造における
代謝の困難性と表現することもできよう．ここ数年の情報技術の進展はこれらの課題に対
して十分有効な解決策を示せるように思われるし，実際にこれまでいくつもの提案が示さ
れてきた．しかし，そのいずれもが現実の流通構造において活用されていない．本稿の背
景として前項で指摘したように，こうした手法がいずれもこれまで連綿と築き上げられて
きた既存の流通構造に取って代わるような新しい枠組みを構成できるというまでの確定的
な評価を得ていないためである．
そこで，こうした評価を得るために必要なこととは何かという点が問題となる．言い換
えれば，現在の情報技術の立場からの提案に何が欠けているのか，ということである．
この点を検討するにあたって，まず現在の市場動向の変化，わけても消費者における価
値形成の変化について指摘しなくてはならない．詳細な検討については次章以降に譲るが，
高度経済成長期以後の食習慣の変遷や近時の社会的背景等に起因して消費者の選好は大き
く変化しつつある．特にその傾向は多様化・細分化という点において指摘することができ
る．一方で，これまでの水産物市場構造はどちらかといえば画一化・均質化の方向，すな
わち安価・高品質な商品を大量に流通させることを目的としていたのであり，その点はこ
れまでの情報技術の分野からの提案についても同様であった．つまり，情報技術は既存の
市場構造の機能拡張を主眼として利用されていたのであり，独自の価値を与えるものでは
なかったのではないかと考えられるのである．そして現在，消費者はその選好の多様性に
基づいて，個性のある商品をさまざまな方法で適時に利用できることを求めている．一方
で，市場はそのような要請に応えることができない．すなわち「消費者が何に価値を置い
ているのか」が見えないためである．
こうした事情から，本稿では，この「生産物の価値」とは何か，それを構成するものは
何か，そしてそれに影響を与えるためにはどうしたらよいのか，という点に常に留意しつ
つ検討を進めていく．
このように生産物の価値について着目した場合，本稿における主題である「固有の課題」
はいくつかの問題点に分析できる．もちろん，水産物を取り巻く事情は多様であり，問題
点も無数に存在するのだが，情報化に関連して特に重要であると考えられる点を以下に整
理した．
生産物に関する情報発信がその価値に与える影響
まず，生産物の価値がそもそもどこから発生するのかという点に関連して，「生産物に関
する情報発信がその価値に与える影響」に関して検討がなされていないという点が挙げら
れる．すでに存在する商品価値をいかに効果的に伝達するか，という点に関する研究や取
り組みは多く見られるが，そもそも価値がどのように生じるのか，言い換えれば消費者は
どのようにして価値の評価を形成していくのか，という検討がされてこなかった．そして，
価値とは本来内面的なものであり，それに対して当該生産物に関する情報提供が何らかの
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影響を与えるのではないかということは容易に想像されるのである．そうであれば，価値
形成に対してどのような情報提供がどれだけの影響を与えるのかという点について具体的
な検討が重要となってくる．
中間流通者機能に関する取り組みの不在
流通構造への情報技術の適用は ECが中心概念となるが，一般的に ECにおいては売主
と買主が直結される．そして，そのような構造は必然的に中間流通過程の省略をもたらす．
こうした中間省略による流通構造の簡易化は，バブル崩壊以後の所得減少・消費不況の世
情に特に適合し，コスト低減と消費者余剰の増加の双方をもたらす手法だともてはやされ
た．そして ECは水産物においても適用が可能なものであるから，その流通の主力を EC
が担っていてもなんの不思議もないのである．しかし，上述の通りその普及は遅れている．
このことから，中間流通者は単に市場における商品媒介・決済機構であるのみならず，商
品の価値に関わる何らかの重要な機能を担ってきたのではないか，それを単に省略しよう
とすることが問題だったのではないか，という仮定が導かれるのである．そこで，中間流
通者が有していた機能に関する検討と，そのような機能の代替に関する検討の双方が必要
ということになる．
水産物の現実に即した生産履歴開示手法の不在
本稿の冒頭でも触れたように，昨今の食品産地偽装・不正流通事件などに起因して，食
の安全・安心に関する社会的な関心は高まるばかりである．こうした中で生産物の生産・
流通過程や品質・性状に関する情報を情報技術により伝達し，消費者の安心感を醸成する
ことで不信を払拭し，もって対象物の付加価値向上を図ろうとする動きが活発である．す
なわちトレーサビリティの実施であるが，トレーサビリティはそもそも情報流通技術であ
り，まさに情報技術の立場から多大な寄与をすることができる分野のはずである．しかし，
現実に水産物流通におけるトレーサビリティの実用化の事例は数少ない．そうであれば，
水産物の流通においてはトレーサビリティの実施を困難にする何らかの問題・リスクがあ
るはずである．そうした問題やリスクについて詳細に検討して具体的な解決策を提示する
必要がある．
資源の持続的利用への情報技術の関わりに関する検討不足
水産物は本質的に自然資源であり，制約資源である．そこで，その生産・流通における
資源の持続的利用に関する視点が非常に重要であり，実際に資源保護に関するさまざまな
取り組みが行われているところである．そして，LOHAS等の概念に見られるように，消
費者の価値意識も環境に関する視点に立つことが増えてきた．つまり，資源の持続的利用
に配慮していることが消費者における価値形成の要因のひとつになり得るのである．そこ
で，資源保護に関する取り組みを認証することにより付加価値を増大させる等の試みが行
われているが，一方で，そもそも資源保護そのものに関する情報技術からの提案がなされ
てこなかった．直接に消費者の価値に影響を与えるものではないが，資源保護に関するよ
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り積極的な施策の適用に向かう社会情勢等を考慮すると，今後は，地域や団体等が管理範
囲内の資源の持続的利用に関するより積極的な取り組みを求められることになると考えら
れる．そうであれば，上述のような認証に関する情報の伝達手法とともに，資源保護と持
続的利用に関して情報技術の立場からの提案が必要であり，そしてそのような提案はいま
のところ決して多くはない．
1.3 論文の構成
本論文では，前述の通り，水産物流通における固有の課題およびそれを構成するいくつ
かの問題点に関する回答を提示することを目的とする．そして，こうした問題点への回答
は，単に机上における数値分析や考察からのみ導き出すことは困難であると考える．すな
わち，課題や問題点の出発点は生産者・流通事業者・消費者ら市場参加者の生活実感であ
り，市場規律や消費者行動を事後的かつ静的に観察することにより得られる知見は，必ず
しもこれらに関する有効な回答を明確に示してくれるものとは言えないと考えるためで
ある．
この点，本学の立地する函館市および周辺地域は言うまでも無く水産業の一大拠点であ
り，しかも背景に都市圏を持っており，各種の実証実験やその効果測定，関係事業者およ
び消費者調査・ニーズの聞き取りなどが即座に行えるという点で，本研究目的に好適な環
境である．このため本稿では，これらの問題点について，それぞれに適した産地や生産物
等の具体的事例を選定し，そうした事例に対する調査・検討を通じて解決策を探っていく
こととする．
論文の構成は以下の通りである．
まず，水産物流通における現状と課題を把握するために，社会的背景を踏まえたうえで，
現在の流通構造が抱えるさまざまな問題点を明確にする．次に，このような問題点に対し
て流通の各過程においてはこれまでどのような取り組みがなされてきたのか，そうした取
り組みがこれらの問題点にどのような影響を与えたのかについて検討し，整理する．そし
て既存の研究との立場の異同を明らかにしつつ，本研究のアプローチについて明示する
（2）．
次に，本稿において主題とする固有の課題への回答の提示においてもっとも重要な論点
と考える「生産物に関する情報発信がその価値に与える影響」について，消費者における
価値形成において特徴的であり，その変化ををより明確に捉えることができるであろう事
例を題材として検討し，一定の結論を導き出す（3）．
そして「中間流通者機能に関する取り組みの不在」と「資源の持続的利用への情報技術
の関わりに関する検討不足」（4），「水産物の現実に即した生産履歴開示手法の不在」（5）
の各論点について，それぞれ具体的事例または仮想的な環境における実験を通じて検討し，
実践的に適用可能な解決手法の提示を目指す．
最後に，以上の各論点に対する結論について総括的に検討し，本稿の主題である水産物
流通における固有の課題に関する解決手段として有効かつ実践的・現実的な案を示すこと
ができたかについて検討し，本稿のまとめとする（6）．
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第2章 水産物流通における現状と課題
2.1 水産物等の生産・流通の現状
2.1.1 社会的背景
これまで指摘してきたように，わが国の水産業は困難な現状に直面している．現状およ
びその理由は大きく以下の 3つに分類することができると考えられる．ひとつは消費動向
の変化とそれに対応するだけの柔軟性を持ち得ない市場構造の硬直性，ふたつめは近時の
燃油高騰等によるコスト負担増と輸入水産物との競合や市場の低価格指向による価格競争
がもたらす経済環境の悪化，そして最後にそのような現状を変革するために必要となる活
力が市場・地域において決定的に不足している点，わけても漁業従事者の高齢化や後継者
不足により新たな枠組みや取り組みを行うための契機を生かすことができない点である．
水産物の流通における情報技術の適用について検討するためには，その現状について正
確に把握しておく必要がある．そこで，これらの現状について具体的な根拠を示しつつ，
さらに詳細に検討してみることとする．
2.1.2 消費動向の変化と市場の硬直性
高度成長期以後，わが国においては食生活をはじめとするライフスタイルの洋風化が急
速に浸透した．また，女性の社会的地位の向上・重要化に伴って従来の性役割の分化に関
する懐疑的あるいは調整的な見方が現れると共に，食生活の構造そのものが変化を見せる
ようになっていった．すなわち，家族全員が同じ時刻に同じ食卓について同じものを食べ
る，といったそれまでの食習慣があいまいになり，核家族化の進展と相俟って，各自が必
要なときに必要なだけ好きなものを食べる，といった「個食」を中心概念とする食習慣へ
と推移していったのである．そして，個食は外食へとつながり，戦後の圧倒的な外食産業
の隆盛を招来することとなったのである．こうした傾向は高度経済成長期を通じて，いわ
ゆるバブルの崩壊まで続くことになる．
しかし，バブル崩壊後の所得減少を背景として，あるいは健康志向の高まりを受ける形
で，食生活に占める外食の割合は相対的に低下することとなった．図 2.1は 1983年から
2004年までの外食産業市場規模の推移であるが，80年代後半にかけて急激な勢いで拡張
を続けた市場規模が，97年をピークとして漸減していることが見て取れる．
もっとも，前述のような女性の社会進出や個人単位での食生活といった社会的背景はお
おきく変わらず，家庭において手間隙をかけて食材から調理をするという古来からのやり
かたに戻ることはなかった．外食に変わって台頭したのは，スーパーやデパートで販売さ
れる調理済の惣菜類や弁当類の提供である．いわゆる「中食」であり，図 2.2および図 2.3
に見るとおり，外食産業が落ち込む中で年々市場規模を拡大しつつある．
6
Doctoral Thesis at Future University-Hakodate, 2009
Research on advanced information technology for circulation and support technique for marine products
図 2.1: 外食産業市場規模の推移
図 2.2: 中食・外食産業の市場規模の推移比較
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図 2.3: 惣菜類・加工食品の利用頻度について
こうして，水産業をはじめとする生産物市場にとってのターゲットは「個人」から「外
食・中食」産業，すなわち業務筋消費者へとその主軸を移していくことになった．つまり，
消費の主体が「家庭消費」から「業務消費」へシフトしたのである．
一方，こうした食生活の変化は，水産業をはじめとする生産物市場にとっては「ねじれ」
的な状況となって反映されることとなった．つまり，近時の社会的趨勢は個人の重視・個
性の重視であり，そのことにより上述のような個人単位での充実を追求するライフスタイ
ルが定着していったのだが，外食・中食は性質上，その提供するサービスにおいて均質化・
画一化が求められるものであり，しかもコスト削減とリスク回避の意味からもできるだけ
無難で誰にでも受け入れられるような食材やメニューを提供する方向に傾きやすい．この
ため，外食・中食産業において求められる食材は全国どこでもほとんど似たようなものと
なり，個性の強い食材は敬遠されることとなる．加えて，こうした状況の中ではそのよう
な個性の強い食材を適切に扱うような調理法なり技術の習得・伝承が円滑に行われにくい．
そのため世代を経るごとに食材やメニューの選択は画一化が進んでいくことになる．結局，
生産者・流通事業者はこうした要求に応えるために特定の生産物の取り扱いに集中してい
かざるを得なくなったのである．
さらに，バブル崩壊後の所得減少や近時の原料高騰によるコスト縮減の要求の中で消費
サイドの低価格指向がさらに強くなっていったことがこうした傾向に拍車をかけることに
なった．つまり，低価格で安定的に商品を出荷するためのもっとも有効な方策のひとつは
取り扱い品目の絞り込みである．取り扱い品目を限定することで，生産・加工・流通のあ
らゆる段階において省力化と直接・間接コストの削減が可能となるためである．しかも，
前述の通り，市場，つまり業務消費の傾向は「個性」ではなく「均質化・画一化」である．
こうした背景において，水産物を中心とする生産物の生産・流通の現場で高コスト・高リ
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スクの少量多品種生産・流通を維持する理由は急速に失われていくことになった．
そして現在，市場においてはメジャーな多穫性魚種がその流通のほとんどを占め，個性・
特色のある少量多品種の魚種はいわゆる雑魚の扱いとなり，流通に乗ることなく地域地域
で消費されていくに過ぎない状況となっている．
ところが皮肉にも，昨今の LOHAS（環境配慮型消費者志向）の高まりや「個」のさら
なる重視といった世相により，最終消費者としての一般市民の嗜好は極めて多様に細分化
しつつある．すなわち「誰もが好む食材」の観念はふたたび後退し，需要はより幅広くよ
り細密になりつつあるのである．こうした最終消費者の意向を受ける形で，業務消費に
も変化が起こりつつある．例えば，ファミリーレストランといえばかつては定番の洋風メ
ニューが主力であり，それはどこにいってもほとんど同じ内容であったのだが，昨今は自
然食や菜食，アレルゲンカット（アレルギー配慮），フェアトレードフード（適正購買産
品）といったように多様な個性を主張する店舗が増加している．
加えて，定番的な加工商品等はコスト面での優位性等により輸入品等の市場外流通が供
給の大部分を占めるようになってきていたが，昨今の諸外国における偽装事件や不正流通・
混入事案の発生などを受けてその利用が手控えられるようになり，国産産品を積極的に利
用する機運が上昇しつつある．
このように，国内の水産物需要状況は決して負の方向へのみ向いている訳ではないのだ
が，まさにその機運に乗じるべきときに，市場にはその付託に応える能力が失われてしまっ
ていたのである．個性のある少量多品種魚類の存在を知らしめ，供給し，適切な調理・消
費をうながし指導するような機能は現在の市場の枠組みにはほとんど存在しない．そして
消費者は，需要に応えられない市場に対して「さかな離れ」という形で課題をつきつけた
のである．
2.1.3 経済・経営環境の悪化
平成 19年度水産白書によれば，沿岸漁家の漁労所得は長期的には減少傾向にあるとさ
れる．これは，魚価の低迷や漁獲量の減少等による漁労収入の減少と，近時の燃油高騰等
の費用負担増加によるものである．魚価の低迷は，これまで指摘したような消費サイドの
根強い低価格指向によるものでもあり，一方で加工品等を中心とする輸入品との競合によ
るものでもある．ただ，いずれにしても，生産地でのコスト変動を市場の各段階において
適切に分散するといった機構・機能が欠けているという指摘をすることが可能と思われる．
言い換えれば，生産者あるいは産地の価格形成力が失われているということである．
この点を，漁家の経営努力不足とする指摘もある．確かに，生産者の代表団体とも庇護
母体とも言うべき漁協に指導力なり経済力があった時代に，いわばどんぶり勘定的に放埓
な経営を行った漁家もあったかもしれない．そうした漁家が昨今のシビアなコスト制約下
で対応策を失って苦しむことはいっそ当然とも思える．
しかし，前項において述べたように，水産業を取り巻く需給関係は近年大きく変化した．
消費の主軸は家庭から業務消費へと移行し，その要求は均質で安定した商品の低価格での
継続的な提供であった． こうした状況において，広域における強固な販売網を背景とし
た強い購買力を有するバイヤーが市場あるいは市場外で価格形成をハンドリングしてきた
という現状は否定できない．そして，そうしたバイヤーの比較検討対象は圧倒的に安価な
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輸入産品だったのである．
加えて，近時の燃油高騰等によるコスト負担増は，必ずしも漁家の経営努力により吸収
できる水準ではなかった．特に平成 20年初頭から夏にかけての異常とも思える原油高騰
は漁業経営を直撃し，一部においては操業停止や廃業に追い込まれる場合もあったという．
以上に述べたように，水産物の生産を取り巻く経済・経営環境は極めて厳しい現状にあ
る．そして，生産者の困窮は生産物の魅力の低下に直結する．繰り返し指摘してきたよう
に，そうした状況下で生存競争に勝ち残るためには経営構造のスリム化がもっとも効果的
であり，それはいわば「余計なことをしないで一番儲かる魚だけを流通させる」ことに繋
がるからである．
こうして生産者の困窮はやがて水産物市場の非活性化につながり，やがては市場の硬直
化へつながっていく．つまり，市場構造の柔軟性は漁家の経営安定にも依拠しているので
ある．
図 2.4: 沿岸漁家の漁労所得の推移
図 2.5: 会社経営体 (漁船漁業)の経営状況の推移
2.1.4 市場と地域の活力の低下
以上に指摘した通り，わが国の水産業および関連産業を取り巻く実情は必ずしも華やか
なものではない．また，ここ数年は聞かれることが少なくなったが，やはりいわゆる「3K」
10
Doctoral Thesis at Future University-Hakodate, 2009
Research on advanced information technology for circulation and support technique for marine products
職場に対する偏見は根強いものがある．これらの理由により，水産業は就業する対象とし
ての優位性を多くは持たない．
平成 19年度水産白書によると，漁業就業者数は前年に比べ 3.8%減少し 20万 4千人と
なっている．このうち男性就業者数（17万 1千人）について年齢階層別にみると，60歳
以上の割合が前年より 10ポイント増加して 47.9%，65歳以上の高齢者の割合は 1.0ポイ
ント増加して 37.4%となっている．就業者数の総数が減少する中で，男性の就業者の実に
半数近くが 60歳以上という現状は，他産業に比較しても危惧するに十分である．
一方で，これまで指摘してきたように斯業界は全体として行き詰まりを迎えており，い
わば業界全体が疲弊しているということができる．そして，そのような閉塞感はこれまで
連綿と引き継がれてきた枠組みが現在の社会的要請に必ずしも応え得ていない点に起因し
ているのであり，そうした枠組みを「創造的に破壊する」ためには新しい視点と行動が必
要となる．すなわち，本論文で提案するような情報技術の積極的な活用等がそうした活動
の象徴となると考えられる．このような取り組みにあたっては，やはり新鮮な人的活力，
わけても若年従事者の存在が重要となることは言うまでも無い．
また，消費者選好の多様化と集中という大きな変化のシグナルは，若年層においてもっ
とも効果的に捉えることができるとも考えられる．これから，またはまさに家庭を持ち，
子供を設けていこうとする若い世帯にとっては食の情報にはもっとも敏感にならざるを得
ないためである．
このように，水産業はまさに若年層を中心とした柔軟な感性と行動力を持つ参加者を必
要としており，その切迫性・重要性は他産業を凌駕する．しかし，冒頭の通り斯業界はそ
うした必要性とまったく逆行する形で高齢化・後継者不足が露呈している．もちろん業界
全体を即座に活性化する特効薬はあり得ないが，少なくともこうした層が参加しやすい環
境を用意することは可能であると考えられる．つまり，従来の慣行の整理と合理化である．
もっとも，こうした場合にややもすると旧は悪といわんばかりに従来慣行を全否定するこ
とに走り勝ちであるが，そうしたことからは決して有効な解決策を得ることはできないと
予想する．市場に参加するのは人であり，人は合理的にばかり行動するものではないため
である．
図 2.6: 漁業就業者数の推移
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2.2 流通の各段階における取り組み
2.2.1 生産ステージにおける取り組み
本稿では，水産物を中心とする生産物の生産・加工・流通から消費にいたるまでのチェー
ンにおけるそれぞれの特定可能な段階を「ステージ」と表現している．「特定が可能であ
る」とは，流通の特性について考える場合に明らかに他の段階と区別する必要があり，か
つ客観的な基準により明確に区分することができる場合を指す．
そうした基準における生産ステージとは，まさに生産物を生産・漁獲・収穫する場合で
あり，他段階との区別としては生産・出荷のプロセスのうち生産者以外の市場参加者の関
与が無い状態までを指すと考えるのが妥当であろう．
生産ステージにおける取り組みを検討するにあたって，まず，漁家・漁業者が中心となっ
て形成される沿岸地域における流通機構に内在する課題を改めて指摘しておきたい．
これまで述べてきたように，生産地の流通機構は現在の社会的情勢を背景としていくつ
かの重大な問題を抱えている．すなわち，漁業経済・経営環境の悪化であり，それに起因
する消費者の要請への回答能力の不足，つまり市場の硬直性ということになる．
このような経済・経営環境の悪化は，前述したように生産者・生産地域が生産物の価格
決定権を失ったことが大きく影響している．画一化・均質化した市場需要を前提として，
工業製品的な大量生産と低コストが指向された結果である．つまり，特色ある品種を時期・
地域の特徴を活かす形で提供するよりも，全国の誰でもが同じような調理法で食べられる
品種を低価格で継続的に提供することが最重要視された．その結果，生産者側において各
産品の個性や事情を反映した提案を行う能力が失われ，それにより市場価格のコントロー
ルは購買者たる業務筋消費者に移転したのである．こうした状況では，生産・出荷のあら
ゆる段階に購買側の意向が反映されることになるが，それは必ずしも健全ないしは合理的
なあり方とは言えない．
以上のような事情から，生産ステージにおける水産物等の流通に関する取り組みは，必
然的に生産者・生産地の価格形成権の確立，あるいは価格形成能力の向上という点に重点
が置かれることになる．
価格形成能力とは，当該商品に関する妥当な価格評価の能力であり，そのような価格を
消費者ないしは需要者に納得させる能力のことであるといえるだろう．妥当な価格とは，
当該商品の生産・流通に係るコストに社会的に妥当な水準の利潤を上乗せした価格である
と考えられる．もっとも，これは価格決定に関する厳密な検討をまったく捨象したごく抽
象的で観念的な捉え方であり，必ずしも水産物流通の実情に即応したものではないはずで
ある．ただ本稿ではそうした妥当な水準の価格を生産地において維持できないことの弊害
と，それが水産物流通プロセス全般に与える影響について検討することを目的とするので
あり，価格形成過程の厳密な定義は必ずしもこの検討に必要ではないと判断した．
こうした定義における価格の形成は，当該商品のコストと価値の評価に依存している．
そしてコストは定量的・客観的判断に基づく評価が可能であるが，価値は極めて主観的な
ものである．したがって，価格の形成過程は需要者の主観に基づく価値評価に強く影響さ
れるものであるということができる．
このように考えると，価格形成能力とは，消費者等の需要者の主観を形成する能力，つ
まり消費者等の主観を左右するような情報の発信能力の不足，と捉えなおすこともできる
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と思われる．
消費者等は商品選択にあたって必ずしも合理的・論理的にばかり行動しているわけでは
ないことは言うまでもない．すなわち，毎日の食材として栄養面と経済性においてもっと
も優れた商品を選択するというひとはほとんどいない．むしろ，その選好は合理性とはほ
ど遠い個人的な好悪や「なんとなく」という行動慣習に支配されていると思われる．そし
て，このような「非合理的な」消費者は外在情報に影響されやすい状態にあるといえる．
感性的な選好は不安定なものであり，外部からの刺激により容易に方向性を変えるものと
考えられるからである．
一方で，こと水産物の価格形成という点において，昨今の社会的情勢はおおきく負の方
向に働きかける要因を多く内包している．その象徴が産地偽装や異物混入等に代表される
不正規流通であり，食の安全・安心が著しく損なわれるような数々の事件である．全国消
費生活情報ネットワーク・システム（PIO-NET）によれば，「食品」に関する消費者から
の相談は，2003年以降 2008年 7月 9日までに約 28万件寄せられており，わけても食品偽
装問題が相次いで発覚し始めた 2006年末から消費者の相談件数が大幅に増加していると
いう．相談内容としては「安全・衛生」「品質・機能・役務品質」「表示・広告」等，商品の
品質や安全に関する項目が特に増加しており，2007年度の相談件数は対前年比で「安全・
衛生」が 3184件増の 7,473件（対前年 174%），「品質・機能・役務品質」が 3991件増の 1
万 357件（同 163%），「表示・広告」が 2613件増の 7473件（同 177%）であるという．
ところで，このような産地偽装は必ずしも偽装発覚が相次いだ 2006年前後から開始さ
れているわけではない．事件によっては 10年以上も偽装が継続された例もあるという．そ
して現在でも，おそらく発覚していない偽装事例が存在するであろう．つまり，偽装され
た商品は以前から流通しており，あるいはいずれかの消費者の口に入っているのである．
しかし，以上のような極端なほどの食の安全・安心への関心の隆盛は，偽装事件「発覚後」
のものでしかない．
つまり，消費者は自分の五感でのチェックより，外在的な積極・消極双方の情報を優先
させている，あるいはその消費行動を変化させているのである．積極的な情報とは，たと
えば当該商品が危険であるとか，あるいは安全であるというように外部から働きかける情
報である．消極的な情報とは，情報が存在しないことがメッセージとなっているような状
態，例えば誰も危険と言わないから安全だろう，と判断するような状態のことである．
もちろん，本稿では消費者が適切な判断能力を欠くと指摘するものではない．むしろ，
昨今では自らの五感と知識により商品選好を変化させる，いわゆる高度な関与を行う消費
者が増加している．しかし，これまでのわが国での水産物等の生産物の流通はその市場参
加者のいわば良識に支えられてきたものであり，その中で消費者側は商品の正しい選択を
行うということに関する訓練を経る機会を得なかったというべきだと考える．
以上のことは最終消費者である一般市民に最もよく当てはまるが，大量消費の 1次的な
主体である業務筋消費者にも同様の指摘をすることができる．商品選択等に関する知識や
経験は最終消費者とは比較にならないものがあるが，一方で，最終消費者が何を好むかと
いう点に関してその選択に強いバイアスが掛かっている．そして，最終消費者という存在
が極めて抽象的なものであるため，その選択は社会全体の動向を抽象的に反映したものに
ならざるを得ない．つまり，ある商品についていかに自分としては安全であると判断でき
たとしても，報道なり風聞でそれを否定されれば，その商品を選択する可能性は極めて薄
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くなる．
以上のように，昨今の水産物を取り巻く消費者主観は「不信」と「敬遠」という方向に
強く形作られつつある．本稿の定義における価格形成の要素はコストと価値評価であるが，
こうした状況下において「客観的かつ科学的に妥当な」価値の評価はなしえないだろう．
つまり，生産ステージにおける支援手法は，消費者が根強く持つ不信感を払拭し，さらに
新たな価値を付加することができるような方策を中心としたものにならざるを得ないとい
うことである．すなわち，消費者の信頼感の醸成に向けた静的・動的な情報開示手法の確
立が重要ということになる．
図 2.7: 食品の表示・広告に関する相談件数の推移
このような認識はある程度早期から一部の事業者・団体等において見られており，いく
つかの実験的あるいは実用的な取り組みがなされてきている．
まず，生産物の生産・流通過程における情報開示手法としてもっとも一般的に取り組ま
れているのはトレーサビリティの確保である．トレーサビリティとは，既述の通り，生産
物の生産・加工・流通に関わる特定された各段階においてその履歴を管理することにより
商品の流通過程を遡及したり，あるいは生産物の所在を追求することができるようにする
取り組みである．もっとも，近時はこのような厳密な定義ではなく，いわゆる生産履歴情
報の開示をトレーサビリティと呼ぶことも多い．本稿では，トレーサビリティをそうした
広い意味において捉え，必要な場面では語句の意味を絞り込んで検討していくこととする．
社会的取り組みとして定着した畜産類等におけるトレーサビリティと異なり，水産物流
通の分野におけるトレーサビリティの実施例はきわめて少数であり，かつ，そのほとんど
がいまだ実験・試験の域を出ないものである．
平成 16年度農林水産省補助事業であるトレーサビリティシステム開発事業の成果として
公開されている「トレーサビリティシステム導入事例集」において，代表的な事例として
みやぎ漁連におけるカキ養殖の事例やマルハ株式会社による原料情報と工場内トレーサビ
リティのが挙げられている．前者は簡易的な「出荷箱」に「出荷レッテル」を貼付し流通さ
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せるものである．出荷レッテルには生産者および生産物の IDが記録されており，当該 ID
に関連づいた生産・流通記録をWeb上で閲覧できるというものである．また，後者は同社
の製造委託先を巻き込んだ原料履歴情報の管理の取り組みであり，ラベル上の ID表象対象
として二次元コードを利用している．いずれも一定の成果を挙げているものであり，特に
後者はいわゆる InternalTraceability（内部的トレーサビリティ）と ExternalTraceability
（外部的トレーサビリティ）を適切に統合し実運用しており，水産物流通分野では稀有な
事例である．
もっとも，いずれもやはり一定の制限下での成果であり，必ずしも普遍的に応用できる
とはいえないように思われる．例えば，前者においては，その報告書中で自ら指摘してい
るように給餌・投薬といったプロセスが存在しない．これらのプロセスはこと養殖魚介類
の生育履歴管理においては最も鋭敏にならざるを得ない部分であり，その点に関する取り
組みを行う必要がなかったという点で，他産地・他事業者に即座に適用できるものといい
がたい．また後者においては，その複雑な委託製造プロセスにおいて一貫した対象物識別
同定処理を行う必要がある関係から，どうしても一部関連事業者間の特殊な処理体系とし
て構成せざるを得ない．事実，マルハ社の生産ラインでは複数の取引先のブランドを製造
しているが，各取引先の要求に応じて個別の体系によるトレーサビリティを実施する場合
があるという．
以上の他にも実証実験的な取り組みまで含めれば，大小さまざまな規模のトレーサビリ
ティが試みられてきている．そしていずれもがいまだ普及しているとはいいがたく，事実
上の標準といったような地位を獲得した手法・技術も存在しない．したがって，現在でも
各団体や研究機関，事業者等が各独自の基準や手法によって取り組みを行っているという
段階である．
生産物の付加価値向上につながる情報開示手段として，トレーサビリティの他にも，そ
の隣接概念とでもいうべき「環境負荷低減に配慮した製品であることを証する取り組み」
があり，近時注目を集めている．すなわち，減少しつつある水産資源の持続的利用のため
の原則と基準の維持・遵守を行っていること，あるいはCo2のような環境負荷物質の排出
に関する配慮を行っていることをアピールするものである．
前者の代表的な規格として海洋管理協議会（MSC:MarineStewardshipCouncil）が定め
る環境規格を挙げることができる．MSCは英国に本部を置く国際的な独立非営利団体で
「魚種資源の減少から増加への転換，生態系の保護，世界的な海洋保全の改善などを目指
（MSCWebサイトより）」すものである．MSCは持続可能な漁業の実現において優れた漁
業取り組みを評価する規格を設け，この規格を満たした漁業で得られた産品に同会のロゴ
の使用を認めることにより，持続可能な水産物の消費者への浸透を図っている．
こうした規格の遵守は，既述のような LOHAS指向を有する高関与の消費者への強い価
値提示となると考えられ，産地における価値創造に直結するものと期待される．日本にお
いても 2008年より同様の取り組みである「マリン・エコラベル・ジャパン（通称MELジャ
パン，以後単にMELと表記する）」が始動するなど，当該商品の品質・性状とは直接関係
しない周辺情報の提示を行うことで付加価値の創造に繋げようとする取り組みが見られる
ようになってきた．
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図 2.8: MSCロゴマークおよびMELジャパンログマーク
2.2.2 加工ステージにおける取り組み
加工ステージは，生産ステージに次ぐ，あるいは生産ステージと次段階である流通ス
テージ双方にまたがる特殊な段階であり，生産・流通双方の側面を有する．
その特徴は，生産ステージから引き継がれた商品の性状・形態が変化するということで
あり，いわば前項で述べたような「消費者が根強く持つ不信感を払拭してさらに新たな価
値を付加することができるような方策を中心とした取り組み」がより強く求められる局面
であるということができる．商品の性状・形態が変化するということは，特にトレーサビ
リティや品質保証において求められる対象物の識別・同定がきわめて困難になるというこ
とであり，その解決が食の安全・安心に関する重要なトピックとなるためである．
また，加工ステージは流通ステージの特徴をも備える場合がある．端的には加工業者が
市場内外で購買者として関与する場合や，加工業者が消費者に直販する場合である．こう
した場合の加工者は大規模消費者となることがあり，その意味では市場価格のコントロー
ルを有する有力な市場参加者となることもある．
いずれにしても，この段階の諸課題は生産ステージまたは流通ステージにおいて取り扱
われる要素が多いため，各段階での詳細な論述をもってその検討に代える．
2.2.3 流通ステージにおける取り組み
本稿において流通ステージとは，生産ステージの消費者側末端，すなわち生産物の流通
について生産者以外の者が関与するようになった時点から，消費者が当該生産物を購入す
る時点までと定義する．ここで「消費者」とは何かが問題となる．この点，これまで述べ
てきたように昨今の社会的情勢のもとで大量購買力を有するバイヤーによる業務消費が消
費の多くを占めているが，こうした立場の市場参加者は消費者というよりはむしろ中間流
通者であり，事実，産地市場でセリに参加するなどして価格形成に直接の影響を与えてい
ると指摘されている．一方，小規模な飲食店や小売店等は生産物を購入した上で調理・加
工等を施し，最終的に第三者に提供するという点で厳密には最終消費者とはいえないが，
対象物を「右から左に流して」対価を受け取るという流通の本質とは大きく異なる性質を
持つ存在であり，むしろ最終消費者の調理・加工代理人と捉えるべきとも考えられる．し
たがって，前者の大規模業務筋消費者は流通者，後者の小規模業務筋消費者は最終消費者
という位置づけで論ずることが本稿の趣旨に合致すると考える．
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以上のことから，本稿では流通ステージを，生産物が生産者の手を離れてから飲食店等
を含む最終消費者の手に渡るまでと捉えることになる．
さて，生産ステージと同様に，以上の定義における流通段階における取り組みについて
検討するために，まずそこに内在する課題について改めて整理してみたい．課題は大きく
二つに分析することができる．そしてそれぞれが，やや皮肉な相関を呈することになる．
最初のひとつは，流通段階における市場参加者が生ずる負の側面である．これまで指摘
してきたように，水産業を取り巻く問題は「市場の硬直性」「経済環境の悪化」「活力の低
下」に整理できると考えられるが，このいずれの問題にも流通ステージの参加者が負の方
向で大きな影響を与えている．つまり，業務消費に主軸を移した市況の中で，広域販売網
を背景とした強力な購買力を有するバイヤーが価格決定権を握ることにより産地の柔軟性
を奪い，収益体質を悪化させ，最終的には活力を低下させるに至ったということである．
もちろん，水産業を取り巻く諸問題がこうしたバイヤーの責任であるわけではなく，い
ささか短絡であり誇張した表現ということは自覚しつつ指摘するものであるが，いずれに
してもこうした構造が存在することは否定できない．これが課題のひとつである．
そのように捉えた場合，その解決方法としてすぐに着想できるのは「中間流通者の排除」
である．ここでいう中間流通者とは，上記のような大型業務筋消費者を含む流通段階の参
加者であり，たとえば仲卸業，問屋業，大型スーパー等の大規模小売店等である．課題は
直接には生産者余剰，すなわち生産者の利益が少ないことに起因する，そうであれば中間
を省略して生産物を直接消費者に販売すればよい，そうすれば最終消費者にとっても安価
に商品が入手できてメリットばかりではないか，という発想は極めて自然なものであり，
事実，高度経済成長期後，特にバブル期以後には「中間流通を排除することで安価に提供
します」といったような広告をよく目にしてきた．こうした方法は，一見，確かにきわめ
て有効に思える．また，そのように流通構造の下では現在の水産物流通機構が抱える諸問
題の大部分はおそらく解決するのではないかと考えられる．
しかし，ここで重要な指摘をしなくてはならない．そのように有効な手段であり，誰で
もが容易に着想できる仕組みであれば，なぜいままでその手法が流通構造のメインスト
リームとして採用されなかったのか，あるいは事実上の標準として支持されなかったのだ
ろうか．この問いに対する答えを本稿では以下の通り仮定する．そしてこの答えは，前述
の流通ステージにおける課題のふたつめでもある．
すなわち，流通ステージにおける中間流通者は単なる物流の拠点でも清算機構でもなく，
市場の本質に根ざした重要な役割を担っている．つまり，中間流通者は商品，すなわちモ
ノの集積・再配分機構であるに留まらず，水産物流通に関わる付帯情報の蓄積・発信基盤
でもあるのではないか，そうであるなら，その役割を無視して中間流通者を単に不要なも
のと定義することは本質的な誤りであり，排除しようとすることには無理があるのではな
いかということである．
中間流通者はその市場における役割上，流通の両終端，すなわち生産者・消費者双方に
ついて知悉していることが求められる．流通者はなによりモノの仲介者であり，モノの仲
介は「誰が何を欲しがっているか，誰が何を売りたがっているか」という情報を入手する
ところからはじまるからである．加えて，中間流通者は水産物を取り巻くさまざまな立場
のヒトなりモノに触れる立場であり，商品である水産物のみならず関連するあらゆる事物
に関する情報を自然と蓄積しやすい環境にある．つまり，中間流通者の市場における役割
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は，モノを仲介すると同時に，そのような付帯情報を流通させることにあったのではない
かと考えられるのである．
こうしたことは，以下のような事実から見て取ることができる．
まず，農林水産省が実施した平成 19年度食料品消費モニター第 1回定期調査結果によ
れば，一般消費者が「魚介類に関して感じていること」についてのアンケート結果として
もっとも回答が多かったのが「価格が高い」ということであり，55%の人がそのように回
答している．また，同じく「日ごろの食事で魚介料理を食べる機会を増やすために，生産・
加工・流通段階において必要だと思う取り組み」というアンケートについても，やはり「魚
介類の価格が安くなること」との回答がもっとも多く，66%を占めている．これらのこと
から一般消費者は魚介類の価格を割高だと感じていることが分かる．
一方で，年度が異なるが平成 15年度食料品消費モニター第 3回定期調査結果によれば，
鮮魚の購入先として「スーパー」つまり大・中規模小売店が占める割合が年々増加してお
り，一方で従来からの鮮魚小売店が占める割合は漸減している．つまり，家庭消費におけ
る購買先はスーパー等の大・中規模小売店に確実に軸を移している．
図 2.9: 魚介類に関して感じること
これら二つのアンケート結果およびこれまで検討してきたような消費動向・消費構造の
変化から以下のことが導かれると考えられる．一般消費者の低価格指向は根強く，同じ商
品ならできるだけ安い方へ流れる傾向にある．そしてスーパー等の大・中規模小売店は一
般的に高い購買力を背景として市場外取引等により低価格で生産物を調達し，低コストで
販売する．したがって一般消費者は規模が小さく価格が高い傾向のある一般小売店よりも
スーパー等を選択する．
ところで，昨今の情報技術の隆盛によりインターネットを中心とするネットワーク技術
が一気に普及し，こうした技術の活用はもはやまったく一般的なこととなりつつある．そ
のことは一般消費市場においても妥当する．たとえば，経済産業省「平成 19年度我が国
の IT利活用に関する調査研究」（電子商取引に関する市場調査）によれば，2007年のわ
が国の EC（ElectoricCommerce:電子商取引）の小売・サービス部門の市場規模の総計は
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図 2.10: 魚介類を食べる機会を増やすために生産・加工・流通段階で必要だと思う取組
図 2.11: 鮮魚の購入先の経年変化
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145,070億円であり，2005年に対してわずか 2年で 1.4倍以上の伸長を示している．また，
同調査によれば「インターネットショッピング利用経験率」は 30代から 40代の男女にお
いて 90%を超えており，30代男性では実に 95.5%の人がインターネットにおける購買を
経験したことがあるという．つまり，一般消費者にとってインターネット上での商品購買，
すなわちインターネットを介した ECはもはや特別な概念ではなく，まったく普通の購買
選択肢として扱ってよいと考えられる．
また，生産者から消費者に生産物を直接販売する中間省略型の販売形態として B2Cは
もっとも適している．そして上記に指摘したように，中間省略型の流通では生産者・消費
者の余剰はともに大きくなり，いわばWin-Winの関係を構築することが期待される．
さて，以上の事実，つまり「消費者は安価な商品を求める」および「ECにおける商品
は安価である」という前提を踏まえると，導かれる結論は当然「消費者は ECを率先して
利用する」ということになる．ところが，本稿が主題として据える通り，ECはいまだに
水産物流通のメインストリームはおろか一般的な商品調達手段としても認識されていると
いい難い．相変わらず一般消費者はスーパーで購入し，生産者はそのような消費者に直接
モノと情報を届ける手段を確保できていない．ECがこれほど一般的な存在となった現在，
少なくとも都市部等の高関与消費者にとって「水産物がECにより購買することができる」
という事実を知り得ないということはあり得ないにも関わらず，である．
こうしたいわゆる一般的な ECにおいてまず欠落するのは中間流通者の存在であり，そ
してそのような中間者が市場において果たす役割は前述の通り，付帯情報の蓄積・流通であ
る．そうであれば，このような ECが普及しない要因はその「中間流通者が果たしてきた
役割を演じるプレイヤーが存在しないこと」にあるのではないか，と考えられるのである．
この仮定は本稿の主要な前提であるので，さらに補強的に検討する．
食品流通市場のあり方を規定するのは卸売市場法（昭和四十六年四月三日法律第三十五
号）であるが，その一部が平成 16年に改正された．改訂の趣旨は「これまで以上の物流
機能を発揮しうる高度なシステムの構築（農林水産省Webサイトより）」であり，改正の
要点は品質管理の高度化や商物一致規制の緩和等である．すなわち，より効率的な市場の
構成にはこれまでの旧態依然とした規制では対応できないという意識から出発して，情報
技術を活用した商流・物流の効率化や，生産者・中間流通者等が連携した魅力ある産地・
商品開発に向けた措置等が含まれている．このような改正のひとつとして，卸売業者の事
業活動に関する規制の緩和がある．これは「卸売業者等の事業活動の自由度を向上させる
ため，卸売業者等が買付集荷，市場外での販売，機能・サービスに見合った委託手数料の
徴収を行うことを可能とするための規制の緩和等を行う（同Webサイトより）」ものであ
る．つまり，卸売業者をはじめとする流通事業者においてモノの流通以外のサービスを提
供しやすくする措置であり，そのことを通じて，より魅力的かつ利便性の高いサービスを
創造しようとするものである．そしてこれは，流通事業者が市場において「モノの流通以
外の付加価値創造機能」を有しているという認識に立つものと考えられるのである．
以上に示すように，流通ステージにおける今後の取り組みは「流通段階に関わる市場参
加者の新たな役割」の検討を通じて捉えていく必要があると考えられるのである．
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図 2.12: 日本における業種別 B2C市場規模の推移
図 2.13: 2007年におけるインターネットショッピング利用経験率
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2.3 現状と課題の整理
水産物流通を取り巻く現状と課題について，より明確な検討方針を確保することで実践
的でわかりやすい結論を導くことを目的として，これまで述べてきたところを改めて整理
してみる．
まず，わが国の水産物流通は社会的背景としていくつかの課題を内包している．消費動
向の変化と市場の硬直性，経済・経営環境の悪化，市場と地域の活力低下である．これら
の課題はさまざまな市場史的な要因により生じてきたものである．本稿では生産・加工・
流通といった各段階ごとの課題と取り組み状況について整理することを通じてこうした要
因について把握することとした．
まず生産ステージでは，生産地における価格形成能力の低下を現状として挙げた．そし
て，価格はコストと価値評価により決定されるから，コストの低減はもちろんではあるが，
安心・安全に関わる取り組みのような「生産物への新たな価値の付加」がさらに重要であ
ると指摘した．一方，価値評価は極めて主観的なものであり，外的な情報に容易に左右さ
れるものであるから，付加価値創造の取り組みに関する消費者への積極的な情報発信が重
要であり，現在の産地における価格形成能力の低下はこのような情報発信能力の低下とい
う課題として捉えることができるとも指摘した．
次に流通ステージでは，広域販売網を背景とした大規模業務筋消費者が価格のコント
ロールを通じて流通機構を左右する場合があること，および，それが生産者余剰を抑制し
市場の活力低下の一因となっている可能性について指摘した．また，そうした状況では，
中間流通を排除することが簡便な解決法であるという結論になり勝ちであるが，情報技術
がこれだけ隆盛し ECが一般的な購買行動の選択肢となりつつある現状において，そのよ
うな単純中間排除の構図は必ずしも成功していないことを指摘した．その理由として，中
間流通者は単なるモノの仲介ということ以上の市場機能，つまり生産者・消費者双方にとっ
て有益な情報の蓄積・発信基盤という機能を有していることを指摘した．したがって，水
産物流通に関わるB2C・B2BといったECの構築・維持にあたってはこうした機能への十
分な配慮が必要であると結論した．
これら生産・加工・流通の各段階における現状と課題が，すなわち水産物流通の現場に
おいて B2B・B2Cをはじめとする情報技術の導入が進まないという固有の課題と，それ
を構成する固有の問題である「利便性」「適合性」「信頼性」の欠如につながっていると考
えられる．
2.4 先行研究とその問題点
本稿の主題は，水産物の流通およびその支援手法への情報技術の適用に際して観念でき
る固有の課題に対応した何らかの具体的かつ現実的な回答を示すことである．そして固有
の課題とは，水産物流通の現場における諸問題，つまり市場の硬直性・経済経営環境の悪
化・産地等の活力低下を解決するに足る方策であることがこれまで示されたはずのB2B・
B2C等の ECの導入が進まないことである．したがって，ECのあり方や一般妥当性を説
明しようとするこれまでの研究は本稿における主題の反面的な前提であり，立場を異にす
るため，ここでは先行研究として扱わない．
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図 2.14: 水産物流通への情報技術の適用に関する固有の課題・問題点
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一方，生産ステージにおける課題として取り上げた付加価値創造に関連する情報開示の
あり方に関してはいくつかの先行事例を挙げ，立場の異動を明らかにしておきたい．
まず，情報開示型トレーサビリティシステムが消費者の評価や購買行動に与える影響に
ついて小川，梅嶋（2005）は，食品メーカー数社についてその購買層に対してアンケート
調査を行うことにより，商品の類型に応じた情報開示の事実そのものを重視する低関与層
と，食品の選択や購買において提供される情報にも非常に関与が高い消費者層が存在する
ことを示した．そして，そのような高関与の消費者層は，開示情報を積極的に探索し，判
断した上で購買行動を決定するという傾向があるとした．小川・梅嶋はこのような高関与・
高判断力の消費者層を「情報を食べる人々」と呼び，長短期的な施策により「情報を食べ
る人々」が育つ可能性を指摘し，情報が価値を生むというメカニズムを組み込んだ情報プ
ラットフォームの概念を提案した．長野らは，保有率が極めて高い携帯電話端末を利用し
て生産物販売の現場において生産履歴情報を提供することにより，消費者選考の形成に差
異が現れる可能性を指摘した．水産物の流通の枠組みについて情報技術を適用することに
より地域産業や地域経済にどのような影響を与えるかについて若林ら（2006）の研究があ
る．若林らは複数個所の生産地および消費者を結び双方向で情報流通が可能となるシステ
ムについて試行的に構築し，その運用に関する実証試験を行い，水産物の生産地情報等を
消費者が知ることによって購入の際の選択肢が増える可能性があることを指摘した．清野
ら（2004）は携帯電話端末を利用した生産履歴情報開示システムを構築し，その運用に関
する実証試験を行うことで，システムを通じて消費者が情報を取得する過程と，それに対
する消費者の反応について取りまとめ，分析を試みている．
小川・梅嶋は具体的な情報開示手法の例として情報プラットフォームの概念を上げてい
るが，プラットフォームを固定的な情報提供基盤として定義しており，開示情報が消費者
に与える影響を継続的に調査し把握していくための仕組みと，それに基づき，日常的に変
化する消費者選考に動的に対応するための手法に関する概念を提示していない．このため，
サプライヤー等の情報提供側がある時点で特定の消費者層を想定した履歴情報開示を行う
ことしかできないという問題点がある．また，長野ら，若林ら，清野らは履歴情報等の開
示により消費者選好形成に影響がある可能性を指摘したが，どのような履歴情報がどの程
度の影響を与えるのかについては検討の対象としていない．
産地からの情報開示により消費者の選好に影響を与えることを通じて生産者の価格形成
能力の確立が可能であるという仮定に立ち，そのことをプラクティカルシステムの構築と
運用を通じて実証していこうとする本稿では，どのような開示情報が消費者の選好にどの
ような影響を与えるのかが重要である．その意味において，これらの先行研究の趣旨は本
稿とは異なる．
2.5 本研究におけるアプローチ
水産物流通への情報技術の適用における固有の課題，そしてそれを構成する個別の問題
点は，そのほとんどが消費者の購買行動や嗜好の変化，価値観の多様化・集中といった「既
存の消費者価値の変化とそれへの柔軟な対応」がなしえたかどうかという点に依拠すると
いえる．この点については生産ステージにおける現状と課題の整理の項において，生産物
の価値評価と価値創造という概念と関連づけて詳細に検討した．
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そして，消費者価値，すなわち消費者が期待する対象物の効用は，近時の社会的環境の
変化を受けて大きく変化しつつあるといえる．その重心は，従来の「腹をより効率的に満
たす」といった補完的・形而下効用から「よりよい生の享受」といった拡張的・形而上的
効用へと移行しつつある．そしてさらに，「よい」こととは何か，という極めて個人的・主
観的・哲学的な論点を意識することなしに価値を論じることが困難になりつつある．これ
は文化的な論点のみならず，市場経済における価値についても同様の指摘をすることがで
きると考えられる．
このため，本稿は生産物の「価値」に関する検討と考察を中心とするアプローチを採用
する．つまり，1.2において示したように，「生産物の価値」とは何か，それを構成するも
のは何か，そしてそれに影響を与えるためにはどうしたらよいのか，という点に関する検
討を中心に据えるということである．
情報技術の適用に関する検討についてこのような視点に立った場合，もっとも重点的に
検討されなければならないのは「生産物に関する情報発信がその価値に与える影響に関す
る検討」である．本稿では，価値概念において際立った特徴を有する生産物あるいは産業
として，「水産物のオーナー制度」を選択する．オーナー制においては，まだ商品が存在
しない段階でインターネット等を介して遠隔地から申し込みがなされる．購買動機は純粋
に商品の周辺情報にのみ基づき，しかもいまだ商品が存在しないことから，周辺情報もあ
くまで生産者の約束に過ぎない．つまり，購買時には従来の定義における価値は存在しな
いのである．このように，オーナー制は従来の商品流通とは大きく異なる側面を持ち，消
費者価値の変化と対応という本稿の主要な論点についてより明確に浮き上がらせると考え
た．本稿ではこうしたオーナー制生産物に関して価値概念の詳細な検討とプラクティカル
システムの構築を通じて考察を行っていく．
この他の問題点については，それぞれ可能な限り具体的な事例に基づき検討と実装を通
じて知見を整理し，有効な解決策を提示することを目指していく．まず「中間流通者機能
に関する取り組みの不在」については，中間流通者が単なる商品媒介・決済以上の機能，
すなわち流通に関する多様な情報の蓄積・発信基盤となっているのではないかという仮定
について検討するとともに，中間流通者機能の代替機能に関する有効な提案を行うことを
目指す．また，「水産物の現実に即した生産履歴開示手法の不在」については，水産物の流
通においてトレーサビリティの実施を困難にするリスクについて評価しつつ，それらに関
する対策を具体的なシステムとして実装し，実用的で有効な履歴開示手法の提示を目指す．
最後に「資源の持続的利用への情報技術の関わりに関する検討不足」については，水産資
源の持続的利用を行うことができるような資源分配の最適化に関する何らかの有効な提案
を行い，それを仮想市場環境において実装することで検証し，環境調和的でありながら最
適な分配が実現できるような枠組みの提示を目指す．
これらの問題点に関する手法の有効性が確認されたことをもって，本稿の主題である固
有の課題への回答とする．
2.6 まとめ
わが国の水産物流通はいくつかの困難な課題に直面している．一方，現在の情報技術の
急速な進化・発展を背景として，商品・サービス市場での ECの普及は目覚しいものがあ
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り，このような現状を解決するための方策として ECをはじめとする情報技術の適用が有
効と考えられ，実際に繰り返し提案されてきた．しかし，現実としてその普及は遅々とし
て進んでいない．このことを本稿では，水産物流通への情報技術の適用における「固有の
課題」と呼んでいる．これは，こうした手法がこれまで築き上げられてきた既存の流通構
造に取って代わるような新しい枠組みを構成できるというまでの評価を得ていない，つま
り市場が消費者における「価値」を把握することができていないという点に理由があると
考えられる．そこで本稿では「生産物の価値」とは何か，それを構成するものは何か，そ
してそれに影響を与えるためにはどうしたらよいのか，という点に留意して検討を進めて
いく．
このように生産物の価値について着目した場合，「固有の課題」はいくつかの問題点に分
析できる．「生産物に関する情報発信がその価値に与える影響に関する検討の不在」，「中間
流通者機能に関する取り組みの不在」，「水産物の現実に即した生産履歴開示手法の不在」，
「資源の持続的利用への情報技術の関わりに関する検討不足」である．本稿では，これら
の問題点についてそれぞれ具体的に適用可能な実践的な解決策を提示することを通じて，
最終的に上述の固有の課題に対する回答を示すことを目的とする．
そこでまず，現在の社会的背景を踏まえつつ水産物流通を取り巻く問題点を改めて明確
にした．すなわち消費動向の変化と市場の硬直性，経済・経営環境の悪化，市場と地域の
活力低下であり，これらの課題が流通機構全体の疲弊を招いているということを明らかに
した．
次に，これらの問題の背景となる課題と取り組み状況について流通の各段階に対応させ
て検討した．まず，生産ステージにおける課題として生産地における価格形成能力の低下
を挙げ，価格はコストと価値評価により決定されるから，コストの低減はもちろんではあ
るが，安心・安全に関わる取り組みのような「生産物への新たな価値の付加」がさらに重
要であると指摘した．一方，価値評価は極めて主観的なものであり，外的な情報に容易に
左右されるものであるから，付加価値創造の取り組みに関する消費者への積極的な情報発
信が重要であり，現在の産地における価格形成能力の低下はこのような情報発信能力の低
下という課題として捉えることができるとも指摘した．次に流通ステージでは，大規模な
購買力を有する中間流通事業者が市場価格のコントロールを通じて流通機構を左右する場
合があること，および，それが生産者余剰を抑制し市場の活力低下の一因となっている可
能性について指摘した．しかし，こうした中間流通を単純に排除することは必ずしも解決
に繋がらないということを指摘した．その理由として，中間流通者は単なるモノの仲介と
いうこと以上の市場機能，つまり生産者・消費者双方にとって有益な情報の蓄積・発信基
盤という機能を有しているという点を挙げた．
こうして整理された水産物を取り巻く現状と課題を踏まえて，本稿では，上述の固有の
課題を構成する問題点ごとに具体的な事例を通じて検討と考察を行っていき，それぞれに
ついて有効な回答を提示することを目指す．
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第3章 B2Cモデルに関する検討
3.1 南かやべオーナー制昆布
3.1.1 地域の取り組み
本章では，前述のようにオーナー制を主題とした B2Cプラクティカルシステムの構築
と運用について報告する．対象とする商品・地域として，北海道函館市川汲町（旧南茅部）
大船地区で取り組まれている「昆布オーナー制」を選定した．
同地域は函館市の東部に位置し，太平洋噴火湾に面しており，道内では温暖・少雪の地
域である．背後には豊かな森林を擁しており，前浜は親潮と津軽暖流が交叉する恵山魚田
で，四季折々の海産資源に恵まれ，古くから漁村として発展してきた．沿岸では昆布，イ
カ，サケ，マグロなど様々な魚介類の水揚げがある．
特産は昆布であり，特にその養殖については昭和 41 年より国内でも先駆けとして取り
組んでおり，現在では年間およそ 3 千トンの生産量を誇っている．これは国内の昆布生産
量の約 15%を占めるものである．また，その品質の高さについても極めて高い評価を得て
きた．かつては松前藩が朝廷や将軍家に上納していたことから「献上昆布」の別称が与え
られたという．また，江戸時代に幕府により編纂された「蝦夷嶋奇観」は同地域産昆布に
触れ「天下昆布」「昆布ノ絶品」と述べている．さらに「菓子昆布」についての記述もあ
り，そのまま食しても甘みがある真昆布は宮廷や将軍家において菓子として珍重されてい
たことが伺われる．
同地域産の昆布は遠く北前船の時代より「白口浜昆布」と呼ばれ，上浜ものとして他産
地昆布と区別されてきた．「白口浜」というのは，昆布の身が厚くその切り口が白く見える
ことに由来する呼称である．白口浜昆布からは上品で清澄な出汁が豊富に取れ，また高級
塩昆布やおぼろ等の加工にも適していたため，生産された昆布の大半が加工メーカーの多
い関西・北陸方面へ出荷されてきた．
こうした中，JF南かやべ漁業協同組合（本部: 北海道函館市臼尻町 154番地 2）の大船
支所青年部では単なる昆布の養殖に留まらず，オーナー制の展開を検討するようになった．
上述の通り同地産昆布は高品質という評価を得てきたが，昆布はその多くが加工品として
利用されるに留まり，依然として直接調理して食べるものという認識が薄いという現状が
ある．そのため，品質のみならずその利用方法等について消費者と直接触れることで密に
伝えていきたいという動機があったということである．また，北海道は昆布の名産地を複
数擁する地域であり，それぞれで明確な特徴をかたちづくって訴求していく必要があった
ことも理由のひとつであったという．
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図 3.1: 北海道函館市南かやべ地域の位置
図 3.2: 南かやべ漁協大船支所青年部の方々
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3.1.2 制度の概要
オーナー制とは，対象物がまだ商品・製品として成熟していない段階，すなわち種や稚
苗等の状態である段階からその所有権を希望者に販売し，当該対象物に特定の生産者を担
当者として割り当てて育成を行い，成長後に製品として引き渡す販売方法である．
昆布のオーナー制はおおむね以下のようなサイクルにより運営されている．
漁業者は毎年 11月から 1月の間に昆布の幼体を養殖用の綱に植え込んで育成し，その
間にオーナーを募集する．3月から 4月にかけて漁業者とオーナー申込者のマッチングを
行い，担当漁業者を決定する．この時点から昆布の育成が開始され，まず 5月に間引きし
た昆布を早煮昆布として製品化し，それをオーナーに送付すると同時に代金を回収する．
昆布はその後育成期間を経て 7月から 8月前後に収穫され，乾燥・製品化される．その後，
9月から 10月にかけて整形等のプロセスを経て最終製品として加工され，10月末前後に
オーナーのもとに配送される．
図 3.3: 南かやべオーナー制昆布の制度概要
3.1.3 現状と課題
これまで南かやべ地域における昆布オーナー制は，上記のようにいわば地域の手作りに
より維持されてきた．その拡販はチラシ・フライヤーの頒布およびクチコミが主体であり，
毎年更新するオーナーは存在していたものの，新規オーナーの獲得に難があった．そのた
め，情報技術を利用した拡販が行えないものかということが生産者等の間で検討されるよ
うになり，本稿の著者らが所属する公立はこだて未来大学長野研究室への技術支援の要請
に至った．
要請を受け，かねてより水産物流通における諸問題とそれらに対する情報技術の立場か
らの解決手法の提案について研究を行っていた著者らは，同地域のオーナー制が水産物流
通における固有の問題点のひとつである誘引力・適合性の欠如に直面しつつあるという事
実に着目し，本研究の主題として取り扱うこととしたという経緯がある．すなわち，同地
域において生産される養殖昆布の品質は最上等と断言し得るものであり，新規オーナー数
の伸び悩みがその点に起因するとは思われがたい．また，価格面においても本オーナー制
における昆布は一般市場価格と比較して概して割安であり，これまで検討してきた近時の
消費者動向の変動を考慮すると，オーナー数は漸増すると予想されるにも関わらず伸び悩
んでいるのである．
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3.1.4 本研究への適合性
以上の通り，本オーナー制はオーナー数の伸び悩みという現実に直面している．この点
について本研究ではプラクティカルシステムの検討，構築と実践的運用を通じて課題を明
確にしつつその解決手法を提示していく．
もっとも，本オーナー制においてはすでに適用されている情報技術はそれほど多くは無
く，南かやべ漁協共同加工センターの公式Webサイト上に商品の紹介等が掲載されてい
るに過ぎない．このため，本稿で問題とする水産物流通への情報技術の適用における固有
の課題，すなわち ECの導入が進んでいないという点に関する検討を行うためには適さな
いという見方もあるかもしれない．しかし，上述の通り本オーナー制における商品である
養殖昆布は，その品質および価格面において市場における圧倒的優位の競争力を確保して
いても何の不思議もない存在であると断言できる．そしてそれに関する周知は一定程度行
われているのであり，限られた需要の範囲内における一種のブームが発生していても不思
議はない状態と言えるのではないかと考える．そうであれば，オーナー数の伸び悩みとい
う事実で表象される問題は，まさに本稿における主題のひとつである固有の課題と関連し
て検討されるべき「産地における生産物の付加価値創造と，価値に関する消費者への情報
発信能力」の問題として検討されるべきではないかと考えられるのである．
このように考えた場合，むしろ，前章において指摘したように，オーナー制における価
値の特殊性に関する検討を通じて産地の価値創造とその伝播手法について検討することは
非常に有意義ではないかと考えられるのである．
図 3.4: 南かやべ漁協共同加工センターWebサイトにおける広報
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3.1.5 オーナー制商品の価値特性
前述の通り，オーナー制とは未成熟段階から商品の所有権を希望者に販売し，当該商品
に特定の生前述の通り，オーナー制とは未成熟段階から商品の所有権を希望者に販売し，
当該商品に特定の生産者を担当者として割り当て，成長後に製品として引き渡す販売方法
である．法的には売買契約後に当該目的物の育成や管理を売り手に委託（請負）する形態
や，目的物の所有権または占有権等を買戻特約付で移転し，その間に生じた果実を買い手
のものとする形態などがある．つまり，商品がいまだ未熟であったり，そもそも商品が存
在しない段階で対価を払い，最終的にどのような性状・分量の商品を入手できるのかは契
約時には定まらない．
ここで，オーナー制商品に関する消費者価値は単に価格の割安感や品質にのみ存する
のではなく，生産物の成長過程という希少なコンテンツを生産者から直接に提供を受け楽
しむことができるという点に存することを指摘しておかなくてはならない．つまり，オー
ナー制商品においては，売り切り型商品と異なり，対象物に関する情報提供のあり方の良
否が商品そのものの価値に大きな影響を与えることになる．売り切り型の商品とは，買い
手がその所有権を取得した段階で生産者との関係性がいったん切断されるような商品であ
り，通常の売買契約の目的物である．このような商品の取引においては，売買前の情報の
提供が最重要視される．すなわち，契約後には売り手との関係性が切断されるために，買
い手にとっては契約前の判断がもっとも重要となる．そこで，売り手は商品の品質や状態
といった属性情報，その商品の効用や同じ商品を利用している人からの感想といった背景
情報についてあらかじめ詳しく提示しようとする．
図 3.5: 売り切り型商品とオーナー制商品のプロセスの相違
もっとも，売り切り型の商品においても，特に生鮮食料品等の場合には履歴情報等の提
供が生じる価値がその商品の市場価値の多くの部分を占める場合もあり得る．例えば，偽
装や危害食品の発生などが具体的に予見されていたり，あるいは昨今頻繁にそのような事
例が見られたような分野における商品等である．しかし，こうした場合に求められる情報
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も，その商品の性質・内容を保証するもので足りる．前述のように，売り切り型の商品に
おける価値決定の基準は販売時点に集約するためである．
一方，オーナー制商品においてはそもそも販売時点で商品の最終的性状が確定しておら
ず，そのような情報の提供が困難である．それでいて，「生育過程観察の楽しみ」や「最終
的な商品の性状の意外性」といったオーナー制独自の付帯価値は，当該商品の周辺情報を
どれだけの内容・密度で提供するかに依存する．
図 3.6: オーナー制商品における価値の多様性
しかも，オーナー制においては生産者と消費者の関係は持続的であり，信頼関係を基礎
として長期にわたり相互に影響を与えることになる．したがって，情報の提供も持続的で
なければならず，断続的・刹那的なあり方は許容されない．
以上のことから，オーナー制商品においては商品周辺情報・背景情報を継続して提供す
ることが極めて重要であり，そのことがオーナー制商品の価値そのものを構成するという
ことを指摘することができる．言い換えれば，オーナー制商品に関する消費者価値は単に
価格の割安感や品質にのみ存するのではなく，生産物の成長過程という希少なコンテンツ
を生産者から直接に提供を受け楽しむことができるという点に存するのであり，対象物に
関する情報提供のあり方の良否が商品そのものの価値に大きな影響を与えることになると
いうことである．
3.2 高度情報化による支援
3.2.1 プラクティカルシステムの概要
本システムは基本的にはウェブ上で展開される B2Cサイトである．一方で，単に商品
を陳列・販売し，決済することができれば足りるものではない．これまで述べたように，
当該商品に関わる情報提供の内容・密度が商品の消費者価値に大きく影響を与えるから，
本システムはそのような情報提供の基盤として機能するものである必要がある．そこで，
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図 3.7: 売り切り型商品とオーナー制商品の情報提供密度の推移
本システムの企画・設計を行うに当たり，まずどのような情報を・誰が・どうやって・ど
のように提供するのかについて明確にする必要が生じた．
まず，本システムが提供するコンテンツは，対象商品に関する生の情報，すなわち生産・
流通現場に近いところから直接に発信される情報が中心となって構成されている必要があ
る．前述の通りオーナー制商品の消費者価値を構成するのは商品周辺情報・背景情報だか
らである．
そして，そのような情報は一般に生産者・加工者・流通事業者，すなわち生産・流通の
現場にいる者に偏在している．そうであれば，そうした情報は生産者等自身が自ら発信す
るのがもっとも合理的ということになる．
こうした考え方に立つと，本システムのバックエンドにもっとも強く要請されるのは「情
報入力の容易性」，すなわち可用性であると理解されるべきことになる．そして，可用性
を実現するためには，入力手段となるインタフェースが利用者の日常の行動・生産活動等
に密着し，根付いている必要があると考える．単に文字通りの入力が容易なインタフェー
スを容易しても，それが日常生活から乖離した存在であれば，やがて入力すなわち更新が
滞るようになると考えられ，そのような事態を引き起こすインタフェースは可用性が高い
とはいえないからである．以上のような立場から，本システムのコンテンツが有すること
となると考えられる特性を以下の 2群に分類して考えることとした．
1. ある程度固定的なコンテンツ（静的コンテンツ）：例えば販売主である漁協の紹介や
対象商品の価格・数量等の基本情報等
2. できるだけ頻繁に更新することが望ましいコンテンツ（動的コンテンツ）：例えば生
育状況の報告，生育現場の近時の状況，天候や環境状況の変動等
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図 3.8: オーナー制昆布プラクティカルシステムの概要
図 3.9: 静的・動的コンテンツの相違
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前者は固定的な情報であるから，更新の容易性を確保しつつも，ある程度デザイン等に
工夫が必要であり，かつ安定的で十分に検討した内容の提供が必要である．後者は時間が
たってから整った形で提供しても意味がなく，いわば拙速，つたない情報提供でもできる
だけ速やかにオンタイムの状況で伝えることが有効であるということができる．
以上のことから，前者については専門的な知識を有しなくても更新することが容易な仕
組みとしてCMSを導入することが考えられる．一方後者については，更新作業を生産者
の日常の一部として溶け込ませる程度のしくみである必要がある．すなわち，更新に要す
る機器は簡素でかつ日常的に周辺に常在し，更新を行うために必要となる操作も簡潔かつ
最小限で非専門家が無理なく行えるものである必要がある．しかも，生産者が仕事中に操
作することが考えられる以上，仕事場である水域周辺において，電源等の資源としても，
あるいは機器の耐久性としても十分に機能するものでなくてはならない．
図 3.10: 動的コンテンツのエントリ媒体の検討
こうした仕組みを前提にすると，例えばラップトップ型のコンピュータ等の利用はまっ
たく論外となる．近時，このような端末もユーザビリティを考慮したものとなりつつはあ
るが，それでもまったく情報機器に不慣れな利用者が日常的に操作するためには，やはり
キーボードおよびマウスインタフェースは適するものではないと評価せざるを得ない．ま
た，こうした端末は生産者が生産現場に携行するには質量が大きすぎる．さらに，水・ホ
コリ等の影響を極めて受けやすく，特に漁業を操業中の水域において気軽に操作できるよ
うなものではない．
以上のような厳しい条件を満たす情報機器として，携帯電話端末の利用を検討した．携
帯電話端末は一般に日常的に携行利用することが前提であり，しかも日常の多様な生活
シーンにおいて利用することを想定して設計されていることが通常であるから，例えば耐
水性・耐埃性や商用電源非接続時の稼働時間長等，本システムの更新用端末機器として求
められる基本的な機能はあらかじめ満たしていた．また，携帯端末はすでにすべての生産
者が所持しており，端末自体の基本操作についてもあらかじめ習熟しており，しかも作業
中等も常に携行しているという利点があった．
以上のことから，本システムの動的コンテンツの更新を行うための端末機器として，携
帯電話端末を利用することとした．
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ただし，携帯電話端末は一般に情報表示量・表現方法の制限等があり，そうした制限下
においてどれだけ有効かつ簡潔な更新手段を用意できるかが検討点となった．
3.2.2 基本構成
上述の通り，本システムは静的コンテンツ・動的コンテンツから構成される．静的コン
テンツは B2Cサイトの基盤機能である商品提示機能・受発注機能・商品管理機能等を中
心として，商品である「養殖白口浜真昆布」に関する周辺知識等を分かりやすく伝えるコ
ンテンツ等から構成される．また，動的コンテンツは生産者や加工者等が鮮度の高い情報
をリアルタイムに伝えるコンテンツから構成される．
図 3.11: プラクティカルシステム（トップ）
各コンテンツはWeb上のアプリケーションサービスとして提供される．これらのサー
ビスは，PHPアプリケーションサーバが実装されたWebサーバにおいて運用される．本
システムへのアクセスは，インターネット接続を有する端末上のWebブラウザにおいて，
本システムの URIを指定することにより行う．本システムはインターネットに対して開
環境であり，原則として接続元等を制限していない．また，PHPアプリケーションサー
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バと連携するデータベースエンジンとして，MySQL5.0.27を選定した．
図 3.12: CMSエンジンMODxのエントリ画面
なお，前述の通り，静的コンテンツはある程度の表現の自由性を確保しつつ，情報機器
の操作等に不慣れな生産者においても自由に取り扱えるような仕組みでなくてはならな
い．そこで，あらかじめ専門家が作成した枠を用意しておき，後からWebブラウザ上で
専用の更新画面にアクセスし，その枠に記事を書き込むことができるような仕組みが有効
である．このような仕組みとして，昨今隆盛を極めているブログ（Weblog）がまず考えら
れる．ブログはいわば日記帳の体裁であり，あらかじめ決められた枠に対して記事を投稿
していくと，日時順に配置されるものである．ブログは複数の時系列記事を順次閲覧する
ためには優れたインタフェースを提供するが，一方で，枠部分の構成があらかじめ定めら
れていることが多く独自の機能等を盛り込むことができないこと，記事はすべて時系列に
なってしまうため，階層型のインデックス構造をとることができないこと等の弱点を有す
る．本システムでは，商品である白口浜真昆布の周辺・背景情報等を分かりやすく豊富に
提供することが目的のひとつであり，そのような情報提供においては，トップページから
カテゴリごとに順に構成される階層型のインデックスが非常に有効であり，また事実上そ
のような表現形態が標準となっている．したがって，無理に階層インデックス型以外の構
造をとった場合，本システムの閲覧者である商品購買者やその他の市民等にとって非常に
分かりづらい構成となってしまう可能性がある．
以上のようなことから，ブログのような簡便な更新インタフェースを有する一方で，独自
機能の付加や階層型インデックスの実現が可能な仕組みを検討した結果，CMS（Contents
Management System：コンテンツ管理システム）が上記の諸点を十分に満たし有用では
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ないかと考えられた．そこで，さらにCMSの各製品等を並列検討し，GPLライセンスの
下に利用することができるオープンソースソフトウェアのMODｘの利用が適当ではない
かと結論づけた．これは，更新インタフェースがリッチクライアントとして構成されてお
り，こうしたWebコンテンツの修正といった操作に不慣れな者でも極めて容易に習得す
ることができると期待されたためである．
また，前述の通り，本システムでは生産者自身によって随時投稿されるさまざまな動的
コンテンツの提供がきわめて重要となる．そしてこれらコンテンツは，携帯端末を用いて
投稿される．そこで，携帯端末からの投稿を受けて表示するような仕組みを用意する必要
があるが，MODｘおよび PHPのアプリケーションフレームワークには現在のところ適
当なAPIが存在しない．そこでこのような仕組みについては独自に構築する必要がある．
また，B2Cサイトとしての基本機能である注文・決済等の機能も，同じようにWebアプ
リケーションとして作りこみを行う必要がある．本システムでは，このようなサーバサイ
ド処理に要する作りこみをMODｘ部分と峻別した別構造とすることは避け，MODxから
PHPロジックを呼び出して表示するような仕組みをとった．これは，本システムの構造
を簡潔にするために，すべてのロジックのトリガーをMODｘに配することを意図したも
のである．PHPのロジックはクラスとして提供され，MODｘ側からスニペット（MOD
ｘ内に組み込むことができる PHPの小部品）を通じて呼び出され，MODｘ側で用意し
ている枠内にそのまま流し込むことができるような HTML文書を返却するような構成と
した．さらに，PHPロジック側でも内部的にロジックとビューを分離しており，基本的に
MVCモデルに則って構成されている．ビューをつかさどるテンプレートエンジンとして
Smartyを活用した．さらに，ロジックはすべて Zend Frameworkの記述規約に基づいて
コーディングした．
図 3.13: MODxを前提とした内部構成
3.2.3 生産者自身による情報発信
これまで指摘してきた通り，オーナー制商品に関する消費者価値は単に価格の割安感や
品質にのみ存するのではなく，生産物の成長過程という希少なコンテンツを生産者から直
38
Doctoral Thesis at Future University-Hakodate, 2009
Research on advanced information technology for circulation and support technique for marine products
接に提供を受け楽しむことができるという点に存することを指摘できるのであり，対象物
に関する情報提供のあり方の良否が商品そのものの価値に大きな影響を与えることになる．
そして，本オーナー制の取り扱い商品である昆布のみならず水産物全体について妥当す
ることであるが，場合によっては生の状態で直接口に入ることがあるという商品特性から，
その鮮度状態や生育・出荷取り扱い状況，投薬や投餌の有無等に関する情報提供が商品の
信頼性確保と関連してもっとも重要といえる．ましてオーナー制はこれまで検討したよう
に，長期にわたる生産者・消費者相互の持続的関係が特徴であるから，そのような情報の
提供密度と精度をより高めることが強く求めらるということができる．
このように考えると，オーナー制の商品価値を創造・付加するにあたってもっとも効果
的なのは，より生産現場に近い立場からの情報提供であるということになる．そして，生
産現場にもっとも近いのはまさに漁師ら生産者である．そうであれば，以上のような情報
提供は生産者自身の手で，生産者自身の言葉で行われるのが最適ということになる．
図 3.14: 生産者自身による情報発信（「漁師日記」）
そこで本稿では，プラクティカルシステムにおける情報提供の主体を生産者である漁師
自身と位置づけ，その実現を可能とするような仕組みの検討を行うこととした．そのため
にはまず，提供する情報，すなわちコンテンツの性質を検討することが必要になる．
本システムでは，商品の生育状態や周辺状況等のリアルタイム性を強く要請されるコン
テンツを動的コンテンツと位置づけ，携帯端末から更新することができるようにすること
とした．携帯端末はラップトップ端末等のいわゆるパソコン端末と異なり，画面表示域が
狭く，表示することができるコンテンツにも制限がある．また，キー操作においてもキー
ボードに比較すると大きく劣っていると評価せざるを得ない．
このような携帯端末を利用して有用性が高い入力・更新インタフェースをどのように構
築するかが問題となった．当初は携帯端末向けの更新ページをシステム上に設置し，ブラ
ウザからアクセスして入力させることにより更新させるという案が検討された．しかし，
一部の端末では端末内の写真のアップロードができないという問題や，旧型の端末ではそ
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もそも入力ページすべてをメモリに読み込むことができない等の欠点が指摘され，さらに
携帯端末のWebブラウザを通じた閲覧・入力は，少なくとも本システムの利用者となる
ことが予定されている方たちへのヒアリングにおいては，一般的・日常的な操作とまでは
いえないものであることが分かった．
図 3.15: 生産者自身による生産物に関する情報提供の手法
そこで，携帯端末が持つ機能のひとつであるメール送受信機能を利用することを検討し
た結果，その簡便性および利用者にとっての親和性等の点から有用性が高いと判断された．
携帯端末でメールを送ることは，一般にきわめて日常的な行為であり，上記に挙げたよう
な本システムの利用予定者の間でも利用されていた．したがって，メール送受信について
改めて習熟する必要がないという利点がある．さらに，本システムに写真等をアップロー
ドするにあたっては，Webブラウザのフォーム等を通すことなく，メール本体に写真を添
付することで足り，簡潔かつ直感的な操作により情報送信を行うことができる．
携帯端末を利用した更新インタフェースは，以上の通り，携帯メールを中心として構成
される．本システムは更新を行う利用者数の受信用メールアドレスを準備する．更新しよ
うとする利用者は，それぞれの携帯端末から自身の受信用アドレス宛にメールを送信する．
すると，システム側で投稿者を判別して投稿内容をデータベースに登録し，アプリケー
ションサーバを通じて公開する．
投稿内容は以下の通りとなる．まず，メール本文には投稿する記事の本文を記載する．
サブジェクトには「（空白）」「0」「（特定のオーナー番号）」のいずれかを記入する．空白
で投稿した場合には自己が担当するすべてのオーナー向けの限定的な公開記事，「0」と記
入した場合にはすべての閲覧者向けの公開記事，特定のオーナー番号を記入した場合には，
そのオーナーのみ閲覧できる記事の投稿となる．このような振り分けを行うことにより，
同一の更新インタフェースを利用して「これから購買しようとする利用者層向け日記」や
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「すでに購買したオーナー向けの生育レポート」などの複数のコンテンツへの記事投稿を
行うことができるようになる．
3.2.4 オーナー専用機能とインタラクティブ性
以上の通り，本システムは生産者等からの更新操作を容易にすることにより，商品の周
辺情報・背景情報を積極的に発信することで付加価値を高めようとするものである．ただ
し，これからオーナーになろうとする利用者とすでにオーナーになった利用者とでは求め
る情報が異なりうる．特に，すでにオーナーになった利用者にとっては，自己が所有する
商品の生育状況や環境等について，生産者側により詳しく尋ねたいという需要が存在する
ことが推定されるからである．
図 3.16: オーナー専用機能メニューとレポート表示
そこで，本システムにおいては，オーナーとなった利用者に固有の IDおよびパスワー
ドを発行し，それを入力することにより当該オーナーに対しパーソナライズされた専用画
面にログオンすることができるようにした．この専用画面内には，前述の「特定オーナー
宛の記事投稿」機能を用いた生産者からの生育レポートや，生産者自身の自己紹介等が用
意されている．さらに，各オーナーが自己の担当生産者に直接，要望・質問等を投稿する
ことができるフォームを用意した．オーナーはこのフォームを通じ，例えば自己の商品を
この角度から撮影して欲しい，という要望や，あるいは近時周辺地域でこのような病虫害
が流行しているが影響はないのか，といった質問を行うことが可能となっている．リクエ
ストに対しては生産者は直接メールで返信可能であるし，また，上記のようなコンテンツ
更新の仕組みを使って生育レポートなどで返信することも可能である．このようにして，
本システムはオーナーにとってのインタラクティブ性を確保し，オーナー制そのものへの
参加実感を高める試みを行っている．
41
Doctoral Thesis at Future University-Hakodate, 2009
Research on advanced information technology for circulation and support technique for marine products
3.2.5 コミュニティ形成と信頼性の補完
本システムにはオーナーと生産者および関係者のみログオンすることが可能なBBS（掲
示板）システムが実装されている．その記入と編集は一般的なフォームによるものであり，
操作に熟練を要しない．オーナーは昆布に関する話題に関してBBSを通じて質問・回答・
話題提供などを行うことができる．このことにより，通常は知り合うことがない「同一商
品の購入者同士」という特殊なコミュニティの存在を実感してもらうことが可能となって
いる．
また，このような試みは商品の信頼性の補完にも繋がっているといえる．食の安全・安
心に関する不安の解消が十分ではないことが水産物流通における問題のひとつであること
は指摘してきた通りだが，一般にそのような情報提供の主体は当該商品の生産者ないし流
通者であることが多い．そのため，正しい生産・加工プロセスを経てきているかどうかに
関する客観的な検証が困難であり，いかに安全をアピールされたとしても容易に受け入れ
ることができないというジレンマに陥ることがある．
この点，本システムが提供する BBSの機能を利用したコミュニティにおいては参加者
は何のバイアスもかからない一般消費者であることが通常であり，かつ各オーナーはそれ
ぞれ同一商品の購買者であるから，関心の方向と性質が類似であることが期待される．そ
してオーナー制の特徴は，これまで述べたとおり長期にわたる継続的な相互関係の維持に
あるのだから，その期間において売り切り型商品よりも積極的な関与が期待できる．
このような前提におけるコミュニティは，対象商品についての客観的かつ積極的な検証
を行う主体となりえるものである．そしてそうした機能を果たすために必要なのは，生産・
加工プロセスへの現実的なアクセスであり，十分な情報量である．したがって，客観的信
頼性の補完としてのコミュニティの形成は，流通過程を検証するに足る何らかの接近手段
の提供と対で検討されるべきこととなる．
図 3.17: ライブカメラ閲覧画面
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図 3.18: カメラ設置状況 (隣接の臼尻漁港での設置状況)
本研究においてそのような接近手段として，上述のような生産者に対する質問・問合せ
フォームの存在と，映像・画像による現地情報の提供という手段を用意している．製品の
性状の詳細については問合せフォームから随時確認することが可能であるし，投稿された
内容は生産者自身の携帯端末へメール形式でダイレクトに送信されるから，当該質問が黙
殺されるような恐れも相対的に少ないと判断している．また，画像については，生産者自
身による情報発信手段である「漁師日記」において添付される生育状況画像等がそれであ
る．映像は，本オーナー制昆布の生産現場である函館市川汲町大船漁港に設置されたネッ
トワークカメラにより提供される．同カメラは南かやべ漁協大船支所（北海道函館市大船
町 347-3）の施設の一部をお借りして設置してあり，同支所から目視が可能な沖合の養殖
現場にフォーカスするように設定されている．カメラはそれ自身が httpサーバとしての
機能を有しており，また単独で IPネットワークに接続することができるため，インター
ネットに直接映像を伝送することができるようになっている．本研究においては同カメラ
をADSL網に接続することにより，比較的高速での伝送を可能としている．
映像を閲覧する場合，カメラそのもののグローバル IPアドレスまたはURIをWebブラ
ウザにおいて入力するだけで足りる．映像受領・再生・閲覧に必要なソフトウェアは JAVA
アプレットとして構成されており，その実体はカメラ内部の httpサーバが管理している
ため，閲覧時に自動的かつ動的にダウンロードし実行することが可能なためである．
3.3 技術移転と都市漁村交流
3.3.1 情報発信における地域の自律的活動
本システムは産地からの情報発信能力の向上を通じて生産物の付加価値創造およびそう
した価値に関する消費者認識の向上を図り，そのことを通じて産地価格形成力の確立と地
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域活力の向上を目指すものである．そのため，前項において述べたように，情報発信を生
産者である漁師が自ら，そして船の上・水揚げ場といった生産現場から臨場感をもって伝
える仕組みを実装したのである．そして著者ら水産物流通への情報技術の導入に関する支
援を行う立場の支援者らは，こうした仕組みが単なる実験に終わらず，継続的かつ有効に
利用されていくことを切望している．
以上を踏まえた場合，本システムの設計・導入に関する支援は著者ら支援機関によるも
のとなることは止むを得ないもの，導入後の維持・運営および継続的な改善は生産地みず
からが率先して自律的に行うことが望ましいし，そうならない限りこうした取り組みはす
べて単なる一時的実験的な取り組みに終わってしまうと考えられる．著者らは，国や地方
公共団体による水産物流通に関わるさまざまな実証実験に携わり，あるいは間接的に知見
を得てきたが，そのほとんどは専門的な技術者が外部から仕組みを持ち込んで立ち上げ，
事業の終了と同時にそうした仕組みは破棄されてしまうというものであった．その要因は，
さまざまな解決困難な課題への配慮を行うあまり「正しい仕組みのあり方」にのみ注力し，
それを実際に利用するであろう生産者や流通者など現場サイドへの導入の工夫がなされな
かったという点にあると考えている．
以上のようなことから，本研究では，プラクティカルシステムの検討・設計の初期の段
階から，漁師や加工センター等の生産者との協議を密に行うことを強く意識した．また，
生産者サイドにも本研究のプロジェクト担当者と呼べるような立場の方を置いていただき，
研究の進捗等は定期あるいは臨時の説明会や勉強会等を通じて常に共有するようにした．
これらにより，本研究が単に研究機関における実験的な取り組みではなく，沿岸・漁村地
域全体が関わる問題への回答を探る共同作業なのだということを認識し，地域自身の手に
よる自律的・自立的活動に円滑に移行できるように配慮した．
3.3.2 生産者および沿岸域住民への技術指導
本研究の成果であるプラクティカルシステムを中心とした仕組みは，最終的には地域自
身の手にゆだねられるべきであることは前述の通りである．そして，本研究の対象である
南かやべ地域における生産者等の地域住民は，少なくとも情報技術に関しては，必ずしも
高度な技術や知見を有しているとは言えない状況であった．
もちろん，本オーナー制をはじめとする当該地域の生産者には若手の方も多く，決して
情報技術アレルギーというような状態に陥っていたわけではない．たとえば一部の方は日
常生活においてインターネットを利用されていたし，漁協の支所等でも PCがごく一般的
に利用されていた．それでもやはり本研究で導入を目指す仕組みに関してはある程度の習
得・習熟ないしは概念の把握が必要であり，そのことに関する技術指導と講習の必要性が
認められた．
また，当該地域においてはかねてより「南かやべ沿岸漁業大学」という取組みがなされ
ている．これは，市の支所が中心となって運営する自主的かつ地域ぐるみの組織体であり，
外部からの招聘講師の講義を通じて沿岸域住民に漁業にまつわるさまざまな知識を提供し
ようとするものである．このことにより推認されるとおり，当該地域は全体として先取の
気性に富んでおり，良いものは率先して取り入れようという気概をもっている．本研究で
は，この沿岸漁業大学や地域における勉強会等を通じて，昆布養殖に直接携わる漁師等生
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図 3.19: 生産者への技術指導の様子
図 3.20: 平成 19年度の技術移転活動（前期）
図 3.21: 平成 19年度の技術移転活動（後期）
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産者のみならず，当該沿岸域全体の住民の情報リテラシー向上をも目指した．
3.3.3 都市漁村交流による価値情報の発信
プラクティカルシステムと直接の関連はなく，したがって本研究の目的である情報技術
の適用に関する固有の問題点の検討といった点には直接影響しない事項ではあるが，漁師
等の生産者および著者ら研究グループが行った関連活動である都市漁村交流についても触
れておきたい．確かに何らかの新しい仕組みやあり方の考案につながるものではないが，
反面，本稿の主題の一部は都市部における一般消費者の商品関与と価値評価形成という点
にあり，その意味ではこのような都市部・沿岸域の交流の現場において得られた知見は有
意義なものと考えるためである．
まず，東京都心部の小学校における食育活動への参画に関する報告である．これは，東
京都港区立青南小学校および同区立笄（こうがい）小学校との協働活動としての食育活動
であり，南かやべ産の生の状態の昆布を同小学校へ送付し，授業においてその様子を観察
させるというものである．都市部の児童にとってはそもそも生の昆布を見るのは初めてと
いう場合も多かったらしく，非常に強い印象を与えたようであった．
次に，上記のような取り組みの後に，今度は実際に昆布を育てた生産者の話を児童に聞
かせたいという話が小学校側からあり，南かやべ漁協大船支所青年部の高谷大喜氏（当時，
同支所青年部長）が笄小学校を尋ね，昆布の養殖や沿岸域での生活等について説明を行っ
ている．
図 3.22: 「学生と漁師の交流日記」による都市漁村交流の報告
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図 3.23: 港区立青南小学校 2年生らの「昆布学習」の様子
図 3.24: 大船支所青年部高谷氏による「漁師の出張講義」
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3.4 検証
3.4.1 消費者における価値形成の変動
検証を行うにあたり，本章で目的とするところについて改めて整理しておきたい．本章
では，オーナー制昆布という価値の構成において特殊性のある生産物について，プラク
ティカルシステムの構築・運用と地域への技術移転を通じてその普及を図り，そのことに
よってまさに本稿における主題のひとつである「固有の課題」と関連して検討されるべき
「産地における生産物の付加価値創造と，価値に関する消費者への情報発信能力」の問題
について解決することを目指したものである．
したがって，本章における研究について検証するにあたっての基準は，プラクティカル
システムを通じて上記のような問題点が解決したのかどうか，という点におくべきことに
なる．そして問題点の解決とは，本オーナー制の周知・普及が進み，その中でオーナー制
昆布に関する正当な価値評価が消費者において形成されるということである．
もっとも，価値評価は極めて主観的なものであり，その形成について外部から定量的に
把握することは非常に困難である．また，価値の表象である価格形成を通じてその変動を
探ろうにも，本オーナー制は市場を通らず，かつ定額制を採るものであり，需要に応じて価
格が変動するものではない．さらに，本研究前に潜在的な消費者に対する需要アンケート
等，本オーナー制に関する価値評価の聞き取りを行ったことがないため，基礎とするデー
タに欠ける．
このように，同一の消費者層が本プラクティカルシステムの適用前後においてどう価値
評価を変化させたかについては検証が困難である．しかし，本オーナー制の潜在的消費者
であるポータルサイトの閲覧者と，オーナーとしてさまざまな情報提供サービスを受けた
後の消費者の価値評価の異動については一定の時点において比較が可能である．
そこで本稿では，このような視点に基づいて，プラクティカルシステムの閲覧者，すな
わちシステムの閲覧系の呼び出しを行った一般利用者に対してアンケート調査を行った．
なお，アンケートにあたってはWeb上のアンケートアプリケーションを通じての回答と，
南かやべおよび周辺地域でのイベント会場等で実施したアンケートによる回答が含まれて
いる．前者には一般の閲覧者とオーナーの双方が含まれている．
Web上でのアンケート回答者には比較的情報技術に慣れている層が多いと考えられる．
そして実地回答者は必ずしも漁業関係者ではないものの漁村・沿岸域周辺の住民が多く含
まれている．このようなことから，本アンケートは「一般消費者」「オーナー」「沿岸域住
民」という形で分類を行っている．
図 3.25は南かやべ産昆布全体についての評価である．評価項目は「ブランド性を生じ
ていると思うか」「価格は安価であるか」「品質・素材・サイズ等の商品性状について」で
ある．まずブランド性について見てみると，沿岸域住民およびオーナー層は高評価となっ
ているが，一方で一般消費者からの評価は「普通」が 51%となっている．ブランド性と
は一般の商品から隔絶した特別な価値を持つ商品であるとみなされているということであ
り，したがって，一般消費者から見て当該地域の昆布はそのような評価を行いようがない
状態であるということが伺える．しかし，いったんオーナーになり長期間にわたる情報提
供サービスを受領した場合，ブランド性があるとする回答が増加している．このことによ
り，本稿で提示したような手法による情報提供が消費者の価値評価を増大させる可能性が
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あることが伺える．なお，沿岸域住民のブランド性評価が高いのは，地場産品に関する自
身の表れとみるべきであると考えている．
図 3.25: 南かやべ地域産の昆布に関する評価
次に価格について見てみると，ブランド性ほどでないにしても，やはり一般消費者の評
価が低調であることが目を引く．とはいえ，ブランド性を最良と評価した層が一般消費者
はオーナーに対して 4分の 1未満の比率に過ぎないのに対して，価格においては 3分の 1
となっており，当地産昆布はブランド性に依存することなく価格の優位性を持っている現
状が伺える．ただ，逆に表現すれば，オーナーとなって価値評価を向上させた場合にも価
格に関して割安感は生じていないということにもなる．
品質・素材・サイズ等の商品の性状についてはブランド性と類似した傾向を示している．
品質等は商品の価値を構成するものであり，かつ主観的な要素を多く含む．したがって，
特別な価値であるブランド性に関する評価と類似することは当然ということができる．
以上のように，当地産昆布全体については，オーナーとしての長期継続的な情報提供
サービスを受けた場合に価値評価が向上することは明らかだが，そのことが価格の割安感
にまでつながっているとは言えないと結論できる．
図 3.26はオーナー制昆布そのものについての評価である．評価項目は「他の製品よりも
この製品を好むか」「購買したいか」「オーナー制を他人に紹介したいか」という点である．
本アンケートについてはいずれの評価項目についても類似の結果となっており．一般消費
者の各項目への正回答はいずれも 30%前後である．つまり，一般消費者から見たオーナー
制昆布は他の製品とあまり変わらない商品であり，かつ購買したいとも他人に紹介したい
とも思われていない．言い換えれば，特段の誘引力を生じていないということになる．
しかし，いったんオーナーになった後はその評価が大きく変化している．他製品との比
較においては，実に 94%の購入者が本オーナー制昆布の方を選択するとしているのであ
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図 3.26: 南かやべオーナー制昆布に関する評価
る．もちろん，当該商品の品質・性状について，実際に商品に触れて口に入れてみて初め
てわかるということもあり得るから，本項目目の際立った差異はそのために生じたと考え
ることもできる．しかし，献上昆布等と呼び習わされたことから知れる通り，本オーナー
制で扱う昆布の品質はある程度外形的に把握し得るものであり，しかもプラクティカルシ
ステムとしてのポータルサイトには，昆布の品質について誰でも閲覧できるように詳細に
記述しているのである．こうしたことから，もし消費者の価値評価の形成が当該商品の物
理的な性状・品質にのみ起因するのであれば，本項目目の回答についてこれほど大きな差
異は生じなかったであろうと考えられるのである．
そうであれば，オーナーが評価した商品価値とは，本稿で提示したような手法による情
報発信のあり方そのものではないかと推察されるのである．つまり，本稿で提示した仮定
である「価値評価の主観性とそのことに関する情報発信の重要性」について一定の結論が
得られるように思われるのである．
次に，オーナー制という流通の枠組みそのものに関する消費者の印象に関する調査につ
いてみてみる．図 3.27は 6項目について各利用者層にアンケートを行った結果である．こ
こまでのアンケートとの相違は，昆布という特定の商品に関する問いではないということ
である．本アンケート実施にあたってプラクティカルシステムとしてのポータルサイトを
閲覧・利用し，その後でオーナー制という制度そのものにどのような価値評価を形成した
かということが表象されている．評価項目はそれぞれオーナー制の印象について「信頼で
きる」「交流がもてる」「情報量がある」「安価である」「生産者の顔が見える」「所有実感
がある」か，というものである．
最初のアンケート項目と異なり，価格面について一般消費者とオーナーとで評価が大き
く分かれている．具体的な商品であるオーナー昆布については割安感を感じなかったもの
の，オーナー制において一般に提供される価値について一定の評価を行っているというこ
とである．判断の難しいところではあるが，おそらく，昆布については用途が少ない等の
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図 3.27: オーナー制そのものに関する印象
理由により商品そのものの性状における価値が限定されているため割安感も生じにくいが，
農水産物一般のオーナー制ということを考えた場合，本研究と同等のサービスの提供を受
けられるのであれば割安であると考えられたものと思われる．
また，信頼性の項目についてもオーナーと一般消費者では大きく異なる傾向を示してい
る．一般消費者における信頼性の低さは，ちょうどアンケート実施時期に話題となってい
た「オーナー」を冠する商品での詐欺事件等が影響しているものと思われる．しかし，その
ような状況でも実際にオーナーとなって情報提供を受けた後は高い信頼を示すようになっ
ている．このことからも，本稿における仮定への結論が導かれるように思われる．
3.4.2 直接的効果
前項の通り，本稿で提案するような手法に基づくプラクティカルシステムの構築と運用
により，オーナーとなった消費者における当産地産昆布の価値評価は大きく変化すること
がわかった．しかし，いまだオーナーとなっていない一般消費者における価値評価がどれ
ほど変動するのかは前項の検証からは読み取ることができない．
この点，一般消費者における価値評価は，オーナー数の推移と関連付けて捉えることが
できると考えられる．そして本研究は平成 18年春頃より着手されたものであるが，それ
以前のオーナー数も明らかになっている．そこで，プラクティカルシステムの構築・運用
以前と以後についてオーナー数の変動を見ることにより，その直接的効果を推し量ること
とする．
図 3.28は平成 15年度から平成 19年度までのオーナー数と売上額の推移である．ここ
でいう年度は昆布の育成期間に対応するものであるが，図 3.28における「年」は当該年度
のオーナー申込期間の開始時点を指すものである．オーナー申込期間は毎年 11月頃から
翌年 2月頃であるから，例えば，図 3.28における「H15」というのは，平成 15年 11月か
ら平成 16年 2月頃に申込をした平成 16年度のオーナーおよび売上額を示している．
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図 3.28: 売り上げとオーナー数の推移
図 3.28を見ると，オーナー数・売上額ともに平成 19年度（平成 18年申込）から急激に
増加していることがわかる．上記の通り，本研究における取り組みは平成 18年春頃から
開始されたものであり，初年度はプラクティカルシステムの検討と試験的なポータルサイ
トの運用に留まったのだが，それでも一定の成果が出ていることが分かる．
また，平成 20年度（平成 19年申込）と平成 19年度（平成 18年申込）を比較すると，
平成 20年度では売り上げの増加に比してオーナー数の増加が急激であり，図上逆転して
いるようにみえる．これは，同年度より商品体系を変更し，それまで 8kg入り 28350円で
販売していた商品に加えて 1000g入り 5000円という小型の商品を開発したことによるも
のと思われる．
3.5 まとめ
本章では北海道函館市南かやべ地域産オーナー制昆布を主題とした B2C プラクティカ
ルシステムの構築について報告した．オーナー制とは対象物がまだ商品・製品として成熟
していない段階からその所有権を希望者に販売て育成を行い，成長後に製品として引き渡
す販売方法である．同地域の昆布はその品質の高さについても極めて高い評価を得てきた
が，消費者と直接触れる機会の確保や産地間競争におけるアドバンテージの確保などを意
図して養殖昆布のオーナー制が試みられるようになったという経緯がある．しかし，近時
は広報手段が限定されている等の理由により新規オーナー獲得が頭打ちの状態にあり，本
稿の著者らの研究グループへの技術支援にいたった．
著者らは，本オーナー昆布はまさに本稿における主題のひとつである固有の課題と関連
して検討されるべき「産地における生産物の付加価値創造と，価値に関する消費者への情
報発信能力」の問題に直面しており，オーナー制における価値の特殊性に関する検討を通
じて産地の価値創造とその伝播手法について検討することは非常に有意義ではないかと判
断した．
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オーナー制の価値の特殊性に関連して，本稿では，オーナー制商品に関する消費者価値
は単に価格の割安感や品質にのみ存するのではなく，生産物の成長過程という希少なコン
テンツを生産者から直接に提供を受け楽しむことができるという点に存することを指摘し
た．そして，オーナー制商品においては，売り切り型商品と異なり，対象物に関する情報
提供のあり方の良否が商品そのものの価値に大きな影響を与えることになるという仮定を
提示した．さらに，本稿ではこうした仮定を検証するためにプラクティカルシステムの検
討と構築・運用を行った．
プラクティカルシステムは，消費者における価値形成を向上させるためにもっとも重要
と考えられる産地からの新鮮な情報の提供を円滑に行うために，生産者自身が簡便な方法
でリアルタイムにかつ効果的に情報発信できる仕組みを中心に据えた．すなわち，情報発
信の容易性を確保するために携帯端末を用いたエントリ方法を採用し，これによりオー
ナーごとに特徴ある新鮮な情報を船の上や岸壁から漁師自身の手によって提供することが
できるようにした．さらに，こうした仕組みは地域自身の手によって自律的に行われるこ
とが重要であるため，講習や勉強会を通じて生産者および沿岸域住民への技術移転活動を
行った．
また，これらの取り組みについて，前述の仮定に関する検証を行うために，アンケート
を通じて消費者の選好・価値評価形成を調査した．産地に関する調査ではブランド性等の
商品価値評価に直結する項目においてオーナーの評価が高いことがわかった．また，オー
ナー制昆布そのものに関する評価についての調査では，他製品よりも本オーナー制の製品
を好むかという問いに対する肯定的な回答が一般消費者では 35%前後であるのに対して，
オーナーでは 94%に至っていることがわかった．また，オーナー数および売り上げについ
ても本研究の実施時期より急激に増加していることもわかった．
これらのことから，少なくともオーナー制においては，商品サービスとしての情報提供
が消費者の価値評価形成において一定の影響を及ぼしていることが明らかになったとい
える．
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第4章 B2Bモデルに関する検討
4.1 検討対象の整理
本稿では，水産物の流通に関するさまざまな問題を解決するために有効な回答であるは
ずの ECの適用についてその普及がほとんど進んでいない点を捉え，こうした現実を「水
産物流通における固有の課題」と表現した．また，そのような固有の課題を構成する個別
の問題点をいくつか例示した上で，それらの問題点を包括する概念であり，現在の水産物
流通における諸問題の原点であると考えられる「価値検討に関する重要性認識の不足と取
り組みの不在」を挙げ，これを「固有の課題の背景」と呼んだ．
前章では，そうした背景の主要な論点であり，しかもこれまでの流通およびその支援手
法とそれらの情報化に関連して検討する際に捨象されがちであった「価値の創造と消費者
における評価の変動」について，価値概念においてかなり特異なプロセスを持つオーナー
制を主題とした B2Cを検討し，プラクティカルシステムの構築と運用および地域との協
働を通じて一定の結論を得ることができた．
本章ではさらに，固有の課題を構成する個別の問題点について，前章の結論を受け継ぐ
形で，B2Bに関する検討を進めていく．具体的には，水産物への EC普及においてもっと
も直接的に影響を与え，かつ価値の創造という観点からも極めて重要な論点である「中間
者代替」のあり方について検討を行い，実際に代替機能を実装したプラクティカルシステ
ムの構築と実験的運用を通じて具体的提案を行う．
あわせて，近時の水産資源の世界的な減少と消費者選好の多様化・環境指向向上を受け
て極めて重要な課題となっている「資源の持続的利用」に関する検討を行う．本稿では，
単にひとつの生産者や事業者において適用されるべき技術や枠組みではなく，例えば地域
や団体等が自律的な資源管理を行うことで継続的に持続発展することができるような市場
構造の提示という視点で検討を行う．
4.2 専門家介在型の垂直統合モデル
4.2.1 中間者代替機能と垂直統合モデル
これまで述べたように，産地における価格形成能力の低下や市場構造の硬直化といった
現象が見られていることに関して，特に大規模な業務消費者を中心とした中間流通事業者
が一定の影響を与えていると指摘されてきた．そのため，こうした中間流通事業者を排除
することこそが流通構造の改革であり，以上に述べたような諸問題を解決する強力な方法
だとされるような風潮が一部において見られるようになった．そして，そのような中間流
通省略モデルを EC，ことに直販サイトやショッピングモールといったインターネット上
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の B2Cにそのまま適用する例が多く見られた．
しかし，前述したように，流通ステージにおける中間事業者は単なる物流の拠点でも清
算機構でもなく，市場の本質に根ざした重要な役割を担っていると考える．すなわち，流
通過程において中間事業者は単なるモノの集積・再配分・決済機構であるに留まらず，水
産物流通に関わる付帯情報の蓄積・発信基盤でもあるのではないかということである．中
間流通者はその性質上，流通の両終端，すなわち生産者・消費者双方について知悉してお
り，市場において「誰が何を欲しがっているか」「誰が何を売りたがっているか」といった
需要供給に関する情報を把握していることが多い．また，対象とする商品・商材に関する
知識も豊富であり，上述の流通の両終端それぞれへ商品と共に専門知識を付帯させ流通さ
せることが一般的であると考えられる．
このため，本稿においてすでに検討したように，このような単純な中間省略型の流通モ
デルは少なくとも現在の水産物流通事情を前提とした場合にはうまく機能しない．とはい
え，ECはそもそもその本質として電子情報網を利用して生産者・消費者間の物理的・論
理的距離を最短化するものである．したがって，従来の多段階・複層型の流通構造そのも
のを電子情報網上に展開することには意味がない．
以上のことから，本稿では，従来の中間流通事業者が担っていた機能を情報技術を用い
て抽象化し，具体的に運用が可能な一定の枠組みの上にマッピングすること，およびその
ような構造により，生産者・中間流通者・消費者とそれぞれの段階でヨコの方向にのみ強
い連携を有していた従来の市場構造に変わる枠組み，すなわち中間流通者が生産物の流通
に付加価値を与えつつ生産者・消費者間の「タテのつながり」をより重視する「水産物流
通における垂直統合モデル」を提案する．
図 4.1: 従来の水産物市場構造（ヨコのつながり）
55
Doctoral Thesis at Future University-Hakodate, 2009
Research on advanced information technology for circulation and support technique for marine products
図 4.2: 水産物市場構造における垂直統合モデル
4.2.2 代替機能の整理と抽象化
従来の流通の枠組みにおいては，生産者とユーザーの間に仲買人が存在し，流通を仲介
することが普通であった．仲買人の機能は主としてユーザーの市場における代理人（エー
ジェント）であり，仲介人は専門的知識や市場における人的ネットワーク等を活用して広
範囲からの商品の調達や保存，調理法の提案に至るまで行う．したがって，従来の流通の
枠組みを超える試みを行うにあたっても，このような仲買人的機能の排除ではなく情報技
術を活用した高度化を目指す必要がある．つまり，仲買人的機能は水産物流通においては
欠くことができない要素であり，本稿が提案するような中間流通者代替機能は，単に商品
をユーザーの目前に直接提示することのみを目指すものではない．
そこで，このような仲買人的機能を抽象化してモデルに投影し，新たな枠組みを作り上
げる必要がある．本モデルでは仲買人的機能をいくつかの抽象的機能に分類し，それぞれ
を情報技術の手法を用いて代替することを目標とした．
例えば，仲買人が有する専門的知見による『目利き』機能を実現する必要がある．特に
インターネット等を介して遠隔地間でやり取りを行う場合，漁獲地での旬の情報や当該魚
種に関する知識をユーザーが有していない場合が多い．こうした場合に，ユーザーに代
わって，商品の鮮度や程度を判別したり価格の妥当性を検討する機能を提供することで，
ユーザーは安心して購買を行うことができると考えられる．また，複数の市場から商品を
探し出して調達するような機能，さらに商品を一時的にデポジットする機能についても代
替する必要がある．
一方，このようなしくみの下では，生産者がユーザーに直接接することができるため，
生産地の多様かつ豊富な情報をダイレクトに提供することができる．また，昨今のイン
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ターネットの隆盛に伴い全国に広帯域のインフラ網が整備されつつあることに着目すると，
文字・数字情報のみならず動画や音声などのリッチコンテンツを併せて積極的に利用すべ
きといえる．そこで本研究では，漁獲地・市場等の映像をインターネット上に送出する機
能を実現することも目標の一つとする．
4.2.3 プラクティカルシステム
本システムはインターネットにおいてWebアプリケーションとして動作する．本システ
ムでは前項に述べたように中間流通者における市場機能の情報技術による代替を試みてい
る．その手段として，エージェントシステムの実装と流通・料理専門家等のアドバイザー
による人的なナレッジサポートを選択した．
仲買人は生産者とユーザーの間に立ち，それぞれの要望を受けて最適な組み合わせを探
し出して取引を仲介する．すなわち，生産者とユーザーそれぞれにとっての代理人として
の機能を有する．このような機能を代替するためには，システムがそれぞれの代理人（エー
ジェント）として活動するような仕組みが必要となる．こうした仕組みは「エージェント
システム」と称される．エージェントシステムの定義は「利用者の意を受けてその要求を
充足するために自律的に活動するアプリケーション」である．
本システムの利用者は生産者，業務筋消費者（ユーザー），流通・料理専門家であり，そ
れぞれを代理するエージェントを実装している．エージェントを介した取引支援の流れは
以下の通りとなる．まず，生産者エージェントは生産者から入力された漁獲物情報を保持
しユーザーエージェントからの接触まで待機する．次にユーザーエージェントはユーザー
からの入力による購買条件を保持し，生産者エージェントに接触する．条件に適合した漁
獲物が見つかるまで，複数の生産者エージェントに対して問い合わせを行う．条件に適合
した場合はそれぞれの指示者および流通・料理専門化エージェントに対して条件に適合し
たことを通知する．条件に適合しなかった場合は，ユーザーエージェントはユーザーにそ
のことを通知する．そして流通・料理専門家エージェントは，商品情報が新規に入力され
たという通知を受けるとそのことを専門家に通知する．専門家は自己の知見に基づいて商
品に関するアドバイスを入力する．入力されたアドバイスはユーザーエージェントを介し
てユーザーに通知される．ユーザーはそれらのアドバイスおよび生産者からの情報を踏ま
えて購買するか否かを決定する．
仲買人の有するもうひとつの重要な機能として，豊富な専門的知見に基づく商品情報
（程度の判定，旬の判断．目利き）や調理法などに関するアドバイスの提供がある．また，
代替産地や商品の提案・検索などを行うこともある．例えば時化の影響などにより不漁の
場合でも，このような機能により安定的な供給を確保することが可能となる．このように，
商品に関する豊富な知識を適切かつ正確に提供し，ユーザーの利便性を高めつつ，購買動
機を極大化することができるような機能の実現が重要である．
この点，昨今のデータマイニング（知識発見）技術の発達により，商品情報を蓄積した
ナレッジベース（知識集約・提供技術）との連携により，取引商品の程度や価格の妥当性
を自動的に検討・報告することができるような技術が開発されつつある（エキスパートシ
ステム）．このような技術を利用すれば，利用者に最適な商品を選択して提示したり，選
択した商品に隣接するような性質を有する別個商品を併せて推薦することで高付加価値流
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図 4.3: プラクティカルシステムのトップページ
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通を実現するといったことも可能となろう．
しかし，現在のところ，高度に訓練・経験を積んだ専門家の知見・知識に基づくアドバ
イスを凌駕するような提案を行うようなシステムはいまだ実現されていない．特に本研究
においては，生産者のみならず，ユーザーも長年の経験をつんだ料理人である場合が想定
されるなど，一般の消費者に対するよりも正確かつ詳細な情報提供が求められる．
このような事情に基づき，本研究では，実在の専門家に第三の利用者としてシステムに
参加して頂き，生産者とユーザーとの間で接点が生じた場合に適時アドバイスを提供する
ことができるような仕組みを構築した．専門家としては，仲買人等の取引専門家，料理研
究家などを選定し依頼した．専門家はそれぞれの端末からインターネットを介して本シス
テムにアクセスし，それぞれのアカウントにより認証処理を経てアドバイス情報を入力す
る．入力されたアドバイス情報は商品情報と関連づけられ，商品情報データベースに保管
される．ユーザーが商品情報を閲覧する際，これらの情報も併せて表示される．ユーザー
は商品情報と併せてこれらの情報を検討し，商品購買を決定する．
また，遠隔地間で取引を行う場合，商品の鮮度や程度を判別することが非常に困難とな
る．このため，商品の品質に関してユーザーに信頼を生ぜしめるための工夫が重要である．
本システムでは専門家の介在によるアドバイス取得によりこの点を解決しようとしたが，
ユーザーが直接商品や漁場の様子を知ることができれば，信頼感を強く醸成することが想
像される．そこで，本システムではライブカメラによる漁場映像のリアルタイム配信を実
験的に実施した．IPネットワークに直接接続することができるカメラ（いわゆるWebカ
メラ）をインターネット網に配置し，認証機能を備えさせ，全国のシステム利用者が自己
の端末から生産地の水揚げ・荷捌きの状況を確認できるようにした．カメラは有効 63万
画素，26倍光学ズームが可能であり，かつ左右 170度のパン処理を各端末で行えるものと
した．これにより，各端末から漁港内部の様子や荷捌きを行う手元の状況まで克明に確認
することができる．
4.2.4 具体的事例における適用
前述のプラクティカルシステムを用い，複数の産地および都市圏を含む大消費地が参加
する実証実験を平成 20年 1月から 5月にかけて行った．実施環境としては，長崎県北松
浦市鷹島町阿翁浦の阿翁浦漁港および当地の JF新松浦漁業協同組合とその運営する産地
市場を選定した．この点に関連して，本システムは複数の生産者や消費者，アドバイザー
等の市場関係者が参加することができるマルチエージェント環境であるが，実証実験にお
いては結果の明確性と検証の容易性を確保するために，特定の産地に対して複数の消費地
が関与するような仮想的な市場環境を規定した．ただし，本稿における趣旨は具体的に適
用可能な枠組みの提示であり，その意味で抽象的な理論の提示に終始することを避けるた
めに，実際に稼動している産地市場への参加者をそのまま本システムにおける環境に移行
するような形態をとった．
阿翁浦漁港は長崎県北部と佐賀県との県境に浮かぶ離島の鷹島に位置し，長崎県松浦市
（旧鷹島町）にある．旧鷹島町は，鷹島，黒島，大小島，竹の子島，山島，二島，浜の小島，
トコロノ島，仏の島の 9つの島からなる．阿翁浦漁港を擁する鷹島の総面積は 15,525km2
であり，旧鷹島町 17.1 km2の 90.8%を占める．鷹島は，長崎県北部の佐賀県伊万里湾口
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図 4.4: 商品参照画面
図 4.5: 長崎県北松浦市鷹島町阿翁浦漁港の位置
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に位置し，東に佐賀県東松浦郡，南に長崎県松浦市に面している．離島である鷹島への交
通アクセスは，本土からのフェリーのみであり，フェリーの所要時間は佐賀県肥前町星賀
から 10分，長崎県松浦市から 40分である．九州の主要都市である福岡からは車利用で約
3時間の位置である．
阿翁浦漁港では，海面養殖業が盛んであり，生産量の約 73.3%を占めるフグに加え，マ
ダイ，ハマチが生産されている．鷹島産のフグは，他地域のフグより 200円程度高値で取引
されており，鷹島を代表する名産品である．なお，長崎県はフグの養殖で全国の約 52%を
生産しており，長崎県のフグ生産量 2,374tに対して，松浦市全体の生産量は 743t(31.3%)，
そのうち鷹島（阿翁浦漁港水揚げ）だけで 333t（対全国の 14%に相当）を生産している．
また，海面漁業では，ひき網（吾智網 55ヶ統）と定置網（大型定置 1ヶ統，小型桝網 30ヶ
統）の他かご漁網等が行われており，タイ，アジ・サバをはじめとする魚介類が陸揚げさ
れている．
図 4.6: 阿翁浦漁港の漁業生産量・生産額の推移
長崎県漁港港勢調査結果によると，平成 14年には阿翁浦漁港の属地陸揚げ金額は約 22
億円（旧鷹島町の 53％）に達した．平成 15年から平成 17年にかけて，漁獲量は 1,200～
1,400tの間で推移しているが，生産額は 21億から 14億円へ低下した．この原因として，
魚価の低迷が挙げられ，フグの単価は 7,000円/kgから 2,800円/kgに低下した．また，阿
翁浦漁港は離島に位置し，出荷した鮮魚が大消費地である広島・岡山の卸売市場に到着す
るのは翌朝，大坂・京都の場合は翌々日以降となるという．すなわち出荷・輸送における
時間的あるいはコスト的な不利を負っているものであり，こうした負担を軽減する方策が
求められていた．また，同地域における特産品は市場における流通方法の確保に難がある
といわれており，以上を踏まえて情報技術等を活用した枠組みの試みが検討されるように
なっていった．こうした背景が本稿の著者らの研究課題と適合し，上述のプラクティカル
システムの構築と運用を同地における実施について技術支援を行うこととなった．
実証実験期間は平成 20年 3月から 5月までとされた．参加機関は生産者 1地区，業務
筋消費者 5店舗，学校給食 1校，アドバイザー 1名である．1月から 2月にかけて生産者，
業務筋消費者，学校給食，アドバイザーへの実証実験の趣旨と実施工程等に関する手順等
を説明し，参加の了解を得た．2月からは本稿の著者らによるプラクティカルシステムの
アジャイル手法による設計・開発およびレビューが数次再帰的に行われ，同時にシステム
サポート担当予定者への説明等が行われた．2月下旬には上記の関係者全員が参加しての
模擬実験が行われ，3月 1日から 5月 24日にかけて実際の流通実験が行われた．
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図 4.7: 阿翁浦漁港出荷後の輸送行程
図 4.8: 実証実験参加産地および消費地
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3月からの流通試験において新松浦漁業協同組合が出品した水産物は図 4.9の通りであ
る．対象魚種の選定は，前述の模擬実験期間に新松浦漁協自身が試験的に可能な限り多数
の魚種を出品し，当該期間を通じて安定的に漁獲・出荷が行えた魚種を選ぶという方法に
より行われた．この取り扱いは，本プラクティカルシステムが実際に商用運用される場合
に近いものと考えることができる．すなわち，あらかじめ流通魚種を規定して出品させる
ようなこれまでのショッピングモール型の流通手法と異なり，端魚・雑魚の扱いであった
個性ある商品を積極的に流通させることにより市場の硬直性を緩和するような働きが本シ
ステムに期待されるためである．実際に取引が行われた水産物および取引量については図
4.10に示す．また，実証実験期間を通じて，図 4.11に示すような流通実績が得られた．
図 4.9: 実証実験での出品水産物一覧
図 4.10: 実証実験での実取引一覧
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図 4.11: 実証実験での地区別購入内訳一覧
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4.2.5 検証
本稿では中間流通者が市場において果たしていた機能をいかに代替するかについて問題
とする．このため，検証はこうした機能の代替を有効に行うことができたかという点に関
するものとなる．もっとも，本稿での提案手法はナレッジベース等を利用した目利き機能
の代替やアドバイスの提供，信頼性に関する補足意見の提示などであり，いずれもその効
果は消費者の内面的効用の増大に関するものであり，直接に定量的な計測を行うことがで
きない．とはいえ，そうした効用の増加の結果として消費者における商品の価値評価が増
大することは想像されるし，そうした価値増大と産地における出荷額の関係をみることに
より生産者余剰に与えられた影響もうかがい知ることができると考えられる．そこで本稿
では，実証実験において実際に流通が見られた魚種について，実験内外においてどのよう
な価格変化が見られたかについて，生産地出荷価額と消費者購入価額について検討するこ
とで上記問題点に関する検証を行うこととする．
図 4.12: 生産地出荷額における市場価格と実証実験価格の対比
まず，図 4.12は生産地出荷価額の一覧である．これによると，特に活〆タイやレンコ
タイなどを中心とした鮮魚において，産地市場出荷単価と実証実験での出荷価額の差異が
大きく，レンコタイ 1.0kg入りの商品については実に市場価格の 2.38倍の高値がついてい
る．一方で図 4.13の消費者購入価額について見てみると，上述の高値が付いた魚種につい
ても市場価格より安価での購入となっており，上記のレンコタイについては 0.95倍となっ
ている．つまり，産地においては出品者の余剰が高く，消費地においては消費者の余剰が
高い傾向が見て取れるのである．
このとき注意を引かれるのが，生産地出荷価額の一覧においては，加工品の価額が実証
実験内外でまったく変わらない点である．ここでいう加工品はイカリングや鯖のフィレと
いった，形状・品質が一定となるように加工された半製品であり，鮮魚との相違点はその
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図 4.13: 消費者購入額における市場価格と実証実験価格の対比
定型性・安定性にある．そして，そのように定型性が高い商品については，消費者から見
て不安・不信といった負の評価形成を起しにくいことが想像される．そうであれば，本シ
ステムで実装されたようなアドバイザーによるアドバイス・補足意見等を得るまでもなく
このような加工品の品質に対する評価は一定であり，下がることがない代わりに上がるこ
ともない，といった状態となりやすいのではないかと考えられるのである．
上記のふたつの事実，すなわち鮮魚における産地・消費地余剰の増加と加工品における
価格変動の少なさという点に着目すると，本システムに実装されたようなアドバイザー機
能の果たす役割とそれにより創造された価値がより明確になる．つまり，加工品のように
品質が安定した商品についてはアドバイザーのコメント等はあまり影響を与えないが，鮮
魚等の性状・品質が不安定な典型的な水産商品はアドバイザーの存在によりその評価が大
きく変化し，そのほとんどの場合に商品価値を増大させるということである．
以上のことから，本実証実験を通じて，本稿で仮定した「中間流通事業者が市場におい
て果たした役割の重要性とその代替機能の有効性」については一定の条件のもとに真であ
ると考えられる．
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図 4.14: アドバイザーのコメント投稿例
4.3 資源制約下の最適分配機構
4.3.1 マルチエージェントによる自律的資源探索空間
前提
水産物の生産・流通においては資源の確保，持続的利用に関する視点を排除するわけに
はいかない．さらにこのことは，前述の価値の創造に関連して，LOHAS等の概念によっ
て表される環境への高い関与を示す消費者層の存在をもって補強的に説明することも可能
である．本稿ではこのような動向の象徴としてMSCやMELといった持続可能な漁業に
関する認証機関の存在を挙げた．
ただし，こうした認証の取得により生産物等の価値向上を行うことはできるが，認証機
関を含めた水産物流通構造の全体としての資源配分最適化に関する検討はこれまでほとん
どなされてこなかった．また，今後の社会的情勢は資源保護に関するより積極的な施策の
適用に向かっており，そうした中で各地域や団体ごとに支配範囲内の資源の最適分配に関
する能動的な活動を求められる可能性が高い．そうであれば，今後の水産物流通およびそ
の支援手法は，上述のような既存の流通システムの情報化による効率化を図るのみならず，
資源保護と持続的利用に関する継続的取り組みを自律的に行うことができる仕組みを前提
として検討されるべきことになる．
資源の有効分配に関する問題は昨今の社会情勢において極めて注目される課題のひとつ
といえるが，こうした問題は，特に開放的な市場モデルにおいてはマルチエージェントシ
ステムによる処理に好適な課題であると考えることができる．開放的な市場モデルでの経
済主体・取引主体は，自律的かつ知的な行動主体であり，各自が特定の利益を代表するか
らである．マルチエージェントシステムを利用した資源分配機構の実現手法は二通り考え
られる．ひとつはエージェント間の競合調整を一種の分散制約充足問題とする考え方であ
る．この場合，エージェントは探索器に過ぎず，競合調整機能は上位の制御者に期待する
ことになる．もうひとつは，エージェント間の競合調整をエージェント=プレイヤに委ね
る考え方である．この場合，エージェントは効用最大化原理に基づき，各自の合理性の範
囲で利己的に行動し，市場は非協力 n人ゲームを構成することになる．すなわち，競合調
整は均衡の解可能域でなされる．しかし，開放的な市場モデルにおける各主体は何らかの
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利益を代表して財等のやり取りを行い，効用の最大化を目指すものであり，各主体は利己
的な存在であるから，調整を受けて自己の選択を行うという概念にそぐわない．また，資
源があらかじめ明らかではない場合もあり得ること，制御者に期待される能力は膨大であ
ること，そもそも上位者による制御が可能であるならば競合調整機構は不要であるとも考
えられること等から，少なくとも開放的な市場を前提として考えた場合，利己的エージェ
ントによる競合調整機構が有効であろう．
一方，こうした利己的なエージェントによる資源分配は前述の通り非協力 n人ゲームを
構成するが，ここでは資源を有限と仮定するため，社会的ジレンマに陥ることになる．こ
うした社会的ジレンマは，特に，n人型チキンゲームである「共有地の悲劇 (The Tragedy
of Commons)」によってモデル化される．すなわち，各個体が自己の効用を最大化しよう
と目的合理的に行動することで，個体の集合である群の効用が損なわれ，結局は各個体の
将来的な効用の低下，とりわけ資源の枯渇による破局を招来することになる．こうした社
会的ジレンマ状況を克服するために，各主体は何らかの操作・制約によりその合理性を制
限されるべきことになる．つまり，得られるはずの利益を諦めるという行動を選択するこ
とを迫られる場面を設定することになる．こうして利己的エージェントは，利己的である
本質を維持したままで調和的に振舞うことが求められることになる．開放性を前提とした
マルチエージェントシステムによる競合調整機構の中で，このような取り扱いはまったく
例外的なものである．そこで，こうした操作・制約をどこに，どのような形で設定するべ
きかが問題となる．
既往の研究
マルチエージェント環境における社会的ジレンマの克服を目的として，周辺の環境状況
に応じて内部評価の生成方法を変化させる学習エージェントについていくつかの提案が行
われている [Mikami 94][森山 02]が，報酬情報を開示することを前提としている点等に難
がある．また，有限資源に回復能力を設定し，各エージェントの要求の総和が回復能力の
範囲を超えた場合に資源の収奪を禁止するというモデル構築に関する提案もある [Akiyama
02][谷本 06]が，資源の総量を正確に知ることは一般に困難であり，もし知ることができ
たとすれば上位者による適正分配が可能となるから，エージェントによる獲得競争にそぐ
わない．資源の総量や資源に与える消費者の行動選択の影響を正確に知ることは困難であ
るとして，不完備情報ゲームを用いてエージェントの意思決定モデルを構築するという研
究もある [佐藤 07]．
提案
本稿では，分散した有限資源の獲得機構におけるエージェントが個別には探索者である
ことに着目し，探索に有用な情報を他エージェントと戦略的に取引する能力を有するエー
ジェントで構成される資源探索空間を提案する．ここで，他エージェントから情報を得る
ためには資源の利己的な獲得を抑制する必要があるという規制を設定する．これにより，
市場に参加しようとするプレイヤーに対してエージェントへの調和的振舞いのインプット
を促し，資源獲得のための戦略選択の自由の確保と資源の護持・持続的利用の両立を図る
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ものである．
図 4.15: 提案する資源探索空間のモデル図
4.3.2 資源探索空間の構成
資源探索空間には資源E = fe1; :::; emgが配置される．エージェントA = fa1; :::; angは
プレイヤーによって投入される．資源は有限であり，その 1個の初期状態量は全エージェ
ントの要求の総和より少ない．ただし，資源は複数存在し，かつ，相互に代替性がある場
合がある．
エージェントは散漫な hill climbing探索を行う．このとき，エージェントには獲得すべ
き資源の属性と量がタスクとして与えられている．獲得すべき資源の属性とは，その資源
の主要な性質のことであり，共通する属性を有する資源の間には「代替性がある」と表現
する．すなわち，エージェントはタスクとして与えられた資源属性と代替性がある資源を
探索すればよいのであって，特定の資源を探索するのではない．このことは，現実世界の
石油等のエネルギー財が一般に複数の産出箇所から採集されること，それを備蓄・販売す
る事業者が複数存在することに対応している．以後，エージェントAiにタスクとして与え
られた属性を有する資源と代替性がある資源のことを「エージェント Aiの目的資源」と
呼び，
Eaimedi (µ E)
で表す．
エージェントは有限の燃料を持ち，行動ごとに定率で消費するため，燃料の範囲内での
み空間内で探索行動を行うことができる．エージェントが空間内で資源に隣接した場合，
「資源に到達した」という．到達した資源が目的資源であった場合には燃料が定率で補充
される．燃料が尽きた場合には環境から退場する．
エージェントの行動履歴はエージェント内のメモリに蓄積される．メモリの構成を表 4.1
に示す．
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表 4.1: エージェントが保持するメモリの構成
名称 内容
所有者 (プレイヤー) f識別子 g
目的資源情報 f累数,識別子 g
到達資源情報 f累数,識別子,位置,属性 g
獲得資源情報 f累数,識別子 g
接触エージェント情報 f累数,各エージェント情報
f識別子, 開示情報 f...ggg
エージェントは資源に到達した場合，その資源に関する情報をメモリに蓄積する．これ
は到達した資源が目的資源ではない場合も同様とする．すなわち，エージェントはこれま
でに到達した資源の情報はすべて保有する．以後，あるエージェントが過去に到達したこ
とがある資源を「そのエージェントの到達資源」と呼び，また，特に到達資源が目的資源
であった場合には，その資源を「そのエージェントの獲得資源」と呼び，それぞれ以下の
ように表す．なお，tは時刻である．
Eaccessedi;t (µ E)(到達資源)
Eacquiredi;t (µ E;µ Eaimedi ;µ Eaccessedi;t )(獲得資源)
エージェントが探索過程で他のエージェントと隣接した場合，「他エージェントと接触し
た」という．エージェント Aiがこれまで接触したことがあるエージェントの集合を以下
のように表す．
Ni;t(µ A;µ (A nAi))
他エージェントと接触したエージェントは，相手のメモリ内容の一部を常に参照するこ
とができる．ただし，メモリの全部の参照には相手の許諾が必要である．常に参照できる
情報は「目的資源の識別子」，「獲得資源の識別子」の 2つである．これらを「開示情報」
と呼ぶ．
開示情報には到達資源の位置情報などは含まれないため，これらを参照するためには相
手の全メモリの参照を要求しなくてはならない．その場合，先に自己の全メモリを提供す
る必要がある．参照を要求されたエージェントは，相手の開示情報を以下の基準に従って
評価し，許諾するかを決定する．なお，許諾があった場合を「交流が成立した」と呼ぶ．
まず，自己の目的資源の性質と相手の目的資源の性質がまったく一致しない場合には許
諾しない．相互に社会的関係を有しないので，利己的振る舞いの原則に立ち返るためで
ある．
次に，式 (4.1)により相手エージェントAjの調和的態度に関わる指標 F (Ai; Aj)を評価
する．
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F (Ai; Aj) =
8<:0 if O(Ai; Aj) + P (Ai; Aj) >j E j £À:1 otherwise. (4.1)
ここで，
O(Ai; Aj) = j Eacquiredj;t \
X
Ak2Ni;t
Eaimedk j (4.2)
P (Ai; Aj) = j (Eaimedj \ Eaccessedi;t ) n Eacquiredj;t j (4.3)
(4.2)式は相手の獲得済み目的資源が自己の接触済み他エージェントの目的資源として
どの程度の頻度で現れたか， (4.3)式は相手の獲得済み目的資源と代替性がある資源が他
に存在したかを表している．Àは相手エージェントをどれだけの厳しさで評価するかを表
す係数で，0 · À · 1である．
P が 1でない場合には交流は成立しない．すなわち，その場合，相手は多数のエージェ
ントが目的資源として考えている資源から採集を行い，かつ，他に選択しうる資源があっ
たことを示している．このプロセスは，いわばエージェントに以下のような価値観を擬制
することになる．すなわち，他にも要求が満たせる方法があったにもかかわらず，結果的
に枯渇が予想されるような資源から採集を行った相手には，それが善意であったか悪意で
あったかに関わらず，便宜を図ることを拒否するような判断である．善意である場合を包
含したのは，本稿で提案する環境ではすべてのエージェントは初期において善意であり，
したがって初期段階では一部の資源への集中が発生することが予想されるためである．
交渉が成立した場合には，相手のメモリ内容をすべて参照することができる．そして，
自己の未獲得の目的資源と相手の到達資源に代替性がある場合，その資源に最小の燃料で
到達することができる．つまり，他エージェントと交流することで目的資源に効率的に到
達することが期待できることになる．また，交渉が成立した場合には，相手の到達資源は
自己の到達資源として記録される．
交流が成立しなかった場合には，エージェントは自己の能力の範囲で通常の探索を継続
することになる．その場合にも罰則などはない．
エージェントは他エージェントと交流することを強制されない．すなわち，エージェント
には，他エージェントと積極的に交流する戦略 (Cooperative Strategy:友愛戦略)，他エー
ジェントと交流するかどうかをその都度決定する戦略 (Opportunity Strategy:日和見戦略)
，他エージェントと一切交流しない戦略 (Prideful Strategy:独善戦略)および 3つの戦略
を強化学習により選択的に実践する戦略 (Learning Strategy:学習戦略)が用意される．
友愛戦略を採用するエージェントは，到達したすべてのエージェントに対して交流を試
みる．日和見戦略を採用するエージェントは，相手エージェントの開示情報に含まれる「接
触エージェント数」が多い場合には交流しない．接触エージェントが多い場合には，自己
の獲得資源を目的とするエージェントに出会っている確率が高く，自己の全メモリを提供
しても無駄に終わる可能性が高いからである．なお，交流が成立しなかった場合にも，相
手エージェントは自己の全メモリを参照することができることに注意が必要である．学習
戦略を採用するエージェントはQ-learningにより交流するか否かを選択する．エージェン
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トは環境の状態 sにおいて行動wをε-Greedy選択する．これらの組み合わせに伴う価値
Q(s; w) を学習サイクルごとに次式に従って更新する．ここで tは離散時間，rt + 1は今
回の行動で得られた報酬，®，°はそれぞれ学習率と割引率を表す．
Q(st; wt)Ã¡ (1¡ ®)Q(st; wt) + ®[rt + °maxQ(st+1; w)] (4.4)
なお，報酬関数は本来は最終的に得られた資源量と関連づくべきであるが，ここでは計
算を簡単にするために，交流が成立した場合に正の報酬が与えられることとした．また，
負の報酬は考えない．
プレイヤーは市場へのエージェント投入にあたり，自己のエージェントにいずれかの戦
略を適用すると共に，その戦略に見合った資源採取タスクを教示する．資源採取タスクは，
どのような資源をどのようなタイミングでどれだけ採取するかというような行動セットで
ある．例えば，友愛戦略をとるエージェントはできるだけ多く交流を成立させるために，
他のエージェントが目的としていない資源を選択することが有利となる．そこで，もし探
索の過程で自己が目的とする資源が多数エージェントの目的資源であることが分かった場
合は，例えばより遠隔地にある別の資源を改めて目的とするというような行動を教示して
おくことが考えられる．逆に，独善戦略をとるエージェントにはそのような配慮は無用な
ため，知りうる限りの資源の中から最も省資源で到達できるものを目指すことを教示する
べきであろう．ただし，本稿で以上にあげたようなタスクはあくまで例示であり，戦略と
タスクは明確に関連づかない．これらはあくまでプレイヤーの選択に委ねられる．
本稿では，これらの 4つの戦略を実践する探索エージェントを用いた比較実験を行い，
本稿で提案する資源探索空間においてはいずれの戦略をとることが優位となるのかを実証
する．
4.3.3 仮想市場環境における実装と検証
仮想市場環境
前述のような資源探索空間を 200£200セルのトーラス世界として仮構した．本実験では
資源の属性についてはすべての資源で共通とした．つまり，すべての資源に代替性を設定
した．これにより，エージェントはいずれの資源でも到達さえすれば獲得することができ
る．資源量はエージェントによる獲得により 1ずつ減じる．0になると環境から消滅する．
エージェントは資源を 3採集することを目的として，各戦略を与え，戦略ごとに以下
のタスクを設定した．友愛戦略では，自己の現在の到達資源のうち，それを目的とする他
エージェント総数が最も少ないものを目的資源として行動するようにした．独善戦略では
現在の到達資源のうち最も近接するものを目的とするようにした．日和見戦略では交流後
に目的資源を見直すようにした．すなわち，もし交流が成立すれば友愛戦略のタスクと同
様に，成立しなければ独善戦略のものと同様に振舞うようにした．
エージェントは初期値 500の燃料を持ち，1時刻に 1セル移動し，その都度燃料を 1ず
つ消費する．燃料は目的資源に到達したときに 250補充される．
日和見戦略を用いるエージェントが交流を実施するかを判断する際に利用する閾値は
3とした．つまり相手エージェントが 3以上の他エージェントと接触した場合には交流し
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ない．
また，実験空間は資源が豊富な状況 (rich space:豊穣な空間)と貧弱な状況 (poor space:
貧弱な空間)を想定し，資源数と初期状態量をそれぞれ (10; 3); (5; 2)とする 2空間とした．
それぞれの空間について，同じ戦略をとるエージェント 4台による 4つの戦略についての
4組のシミュレーション，およびすべてのエージェントを 1台ずつ計 4台用いた 1組のシ
ミュレーションを実施した．シミュレーションはすべてのエージェントがタスクを達成す
るか退場したときに終了することとした．このシミュレーションを 100回試行し，各戦略
について，平均タスク成功数・シミュレーション終了までの平均ステップ数・ゲーム終了
要因について見た．
実験結果
図 4.16: 平均探索タスク達成率 (上:豊穣な環境,下:貧弱な環境)
図 4.16は各戦略をとるエージェント群の平均探索タスク達成数である．豊穣な空間に
おいてはすべての戦略において平均達成数に大きな差が見られない．つまり，他エージェ
ントと交流することは資源獲得の成功にさほど影響を与えていない．一方で貧弱な空間で
は，友愛的戦略・日和見戦略・学習戦略をとるエージェントの平均達成率が高く，独善戦
略をとるエージェントの平均達成率が極端に低くなっている．これは，豊穣な空間では散
漫な探索でも資源にたどり着くことができる場合が多いため，交流を行わないエージェン
トでもタスクを達成することができているのに対し，貧弱な空間では他エージェントから
情報を得て活動しない限り資源に到達することが困難であり，単なる散漫な探索ではすぐ
に燃料が尽き退場してしまっていると考えられる．
図 4.17は各戦略をとるエージェント群のシミュレーション終了までの平均ステップ数，
図 4.18はシミュレーション終了要因を示している．ステップ数については友愛戦略をと
るエージェント群と独善戦略をとるエージェント群において差が少なく，いずれも比較的
早期に終了している．一方で，シミュレーションの終了要因は，友愛戦略群では「全エー
ジェントのタスクの達成」が多であるのに対し，独善戦略群では「全エージェントの退場」
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図 4.17: 平均シミュレーション終了ステップ数 (上:豊穣な環境,下:貧弱な環境)
が多である．ここに，上述の通り資源獲得に失敗することが多い独善戦略群においては比
較的早期に全エージェントが退場してしまうことが示されている．
考察
実験を通じて，本稿で提案する環境においては，友愛戦略をとるエージェント，すなわ
ち資源の集中的な収奪に繋がる恐れがある選択をできるだけ避けようとする誘因を持つ
エージェント群がもっとも環境効用を増加させるという結果が得られた．すなわち，その
ような市場に参加しようとするプレイヤー間では，友愛戦略をとるエージェントを投入す
ることが均衡となる．従って，資源の持続的利用と乱獲的収奪を防止しようとする制度設
計者は，提案環境を採用した資源獲得機構を構築することで，すべての資源を知悉した上
で高度な能力を持つ上位制御者を設定するような負担を受けることなく，自由な獲得競争
を維持した開放的な市場と持続的な資源利用を期待することができると考えられる．
4.4 まとめ
本章では，本稿の主題である水産物流通における固有の課題，すなわち ECをはじめと
する情報技術の適用が進んでいない点に関連して検討すべきいくつかの問題点について，
それぞれ具体的な事例や実験環境における適用を通じて検討した．本稿ではこの固有の課
題を構成する要因は主として「生産物の価値に関する認識の不足」と捉えており，個別の
問題点はこの価値に関する検討を出発点とするべきと考えている．前章ではこれらの問題
のうち特に重要であり，価値の本質に関する検討を含まざるを得ない論点である「生産物
に関する情報発信がその価値に与える影響に関する検討の不在」という問題を受け，生産
者が自らの手で情報発信を行うことができる EC環境という手法を提示し，プラクティカ
ルシステムの構築と実践的運用を通じて手法の有効性を確認した．
本章では，固有の課題を構成する問題点のひとつである「中間流通者機能に関する取り
組みの不在」について，中間流通者が市場において果たす役割を情報の蓄積・分配基盤と
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図 4.18: シミュレーション終了要因
考えた上で，こうした機能を情報技術を用いて代替する手法について検討した．手法とし
ては，中間流通者等の専門知識を有する市場参加者を「アドバイザー」として位置づけ，
このアドバイザーが売主・買主に対する客観的かつ専門的な助言を行うことができるよう
な EC環境を構築することを提案した．また，こうした手法をプラクティカルシステムと
して実装し，長崎県北松浦市鷹島町阿翁浦漁港および全国の消費地を対象とする実践的な
運用実験を行い，実際に商品を流通させた上でアドバイザーを介在させた．実証実験の結
果，特に鮮魚において，市場価格に対する出荷価格の上昇と購買価格の抑制という傾向が
確認された．一方で品質・性状が安定的な加工品についてはほとんど価格変動がなく，こ
れらのことにより，品質・性状が不安定な典型的水産品においては専門家等の助言により
消費者における価値評価が大きく増大する可能性があることがわかった．
さらに，固有の課題に関する問題点の「資源の持続的利用への情報技術の関わりに関す
る検討不足」という現状を受けた検討を行った．水産物の生産・流通においては資源の確
保・持続的利用に関する視点は重要であり，かつ，LOHAS 等の概念によって表されると
おり，消費者における価値形成に資源や環境への配慮という要素が与える影響は大きくな
りつつある．こうした中で持続可能な漁業に関する認証機関の設立等が見られているが，
資源保護に関するより積極的な施策の適用に向かう社会情勢等を考慮すると，地域や団体
ごとに支配範囲内の資源の最適分配に関する能動的な活動を求められるようになることが
考えられる．このため，今後の水産物流通およびその支援手法は資源保護と持続的利用に
関する継続的取り組みをその枠組みに取り込んだものであるべきということになる．
本章では，制約された資源状況下における最適分配の手法についてマルチエージェント
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を利用した仮想的な資源探索空間を利用することを提案している．提案環境では，各市場
参加者は利己的に活動するエージェントに希望する資源の獲得を命じる．各エージェント
は一定のコストを支払いつつ資源を探索するが，この過程で他エージェントが持つ資源情
報を利用することができ，それを行うことにより効率的に資源獲得を図ることができる．
しかし，資源の乱獲につながるような探索行動を採ったエージェントはこのような情報の
利用を制限される．こうした仕組みを通じて，本環境への市場参加者が資源の乱獲に抑制
的な態度をエージェントに教示することを期待する．実証実験では仮想的な資源探索空間
において抑制的な行動を採るエージェントとそうではないエージェントを配置し，資源獲
得における優劣を比較した．その結果，抑制的な行動を採るエージェントが相対的に有利
に資源獲得を進めたことが分かった．これにより，本提案環境を市場環境として利用する
ことで，特定の制約資源下において市場の本質である利己性を確保したままで環境調和的
な最適分配を期待できることが明らかになった．
以上の検討を通じて，本稿で主題とした固有の課題を構成する要因のうち「中間流通者
機能に関する取り組みの不在」「資源の持続的利用への情報技術の関わりに関する検討不
足」について一定の実効的な回答を示すことができた．
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第5章 生産履歴開示に関する検討
5.1 水産物流通へのトレーサビリティ適用の現状
5.1.1 トレーサビリティ適用の困難性
産地における価格形成能力と関連して，生産物に関する価値評価を向上させることの重
要性については，本稿において繰り返し指摘してきたところである．つまり，付加価値の
創造とそれに関する消費者への情報発信能力の向上が必要だということである．これは，
消費者における内的な価値形成が外部要因におおきく左右される点に着目した主張である．
本稿では，消費者にとっての価値は単にそのモノの品質・性状から決定論的に生成される
ものではなく，産地・生産者などの外部からの情報のインプットに大きく依存しているこ
とを，南かやべ地域におけるオーナー制昆布に関するプラクティカルシステム構築と運用
を通じて確認した．
こうした産地における付加価値創造は，その主軸を消費者の信頼感の醸成に向けた静
的・動的な情報開示手法の確立に置かざるを得ない．これまで検討したとおり，昨今の水
産物を取り巻く消費者主観は「不信」と「敬遠」という方向に強く形作られつつあり，こ
うした状況下において妥当な価値評価は期待し得ないためである．そして，こうした生産
物の生産・流通過程における情報開示手法としてもっとも一般的に取り組まれているのは
トレーサビリティの確保であり，それを支援するような情報システムの運用である．
しかし，本稿において例を挙げてみたように，現在までに実施されている各種のトレー
サビリティはさまざまな制約の下で限定的に用いるべきものであり，あるいはシステム構
築・維持のコストにより，現在稼動している流通のしくみにそのまま適用し維持できるも
のとは必ずしも言えない．そして，これらは現在の水産物流通構造の特性に起因する部分
が大きいと考えられる．
まず，わが国における水産物流通，特にその市場構造は多段階かつ多層的であり，複数
の関係者が各流通過程において多様な方法で関与するという点，およびそもそも水産物が
不安定・不定性商品であるという点が原因として挙げられる．これらは計画と管理がその
主要なロジックである畜産類の生産・流通プロセスと大きく異なる点である．畜産類にお
いてはそもそも生産計画という概念が存在し，例えば市場の需要から逆算して子牛の出生
を管理するということが可能となっている．そしてそのブランドや産地等は多様であって
も，生産・加工と流通のプロセスは比較的単純であり統一的である．このため，トレーサ
ビリティの実施にあたって必須となる対象物の識別・同定および流通プロセスの管理が比
較的容易である．一方，水産物では生産の時点からさまざまな自然条件に左右されるのが
一般であり，もちろん養殖という生産形態は存在するが，いわば全頭が養殖である畜産類
との比較において産業としての特徴はその不安定性にあるという指摘は可能である．
また，商品としての性状の特殊性もトレーサビリティ適用上の困難を構成する理由のひ
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とつである．農産類はその生産・管理においてロットでの扱いが一般であり，また消費者
に届く段階でもいわばロットが細分化されたに過ぎず，例えばどの米粒がどの田から算出
されたかはさほど問題とされない．また，畜産類は上述の通り畜牛等を起点とする管理が
容易な市場体系を持つ．一方，水産物ではその生産・出荷のプロセスで個別の魚について
着目した取り扱いがなされないことも多い．例えば，複数の船から水揚げされた数トンの
サンマがひとつの魚函に収められてセリにかけられるということがある．ところが，消費
者の手に届く段階ではそれぞれの魚は独立したひとつの商品として捉えられる場合が多い
のであり，その意味で消費者の価値評価の対象が個別の魚であることが多い．したがって，
生産段階と消費者段階における価値評価単位が異なり，その意味でもトレーサビリティの
基礎となる識別・同定が困難，あるいは畜産類等と比較して非常にコスト負担が大きくな
るということができるのである．
さらに，本稿において指摘してきたように生産者の経済的・経営的環境の悪化という問
題もある．過剰なコスト競争と燃油等の原料・資材高騰により生産者における余剰は極小
化しており，いわば 1円単位での経営努力を強いられている状況である．こうした中で，
いかに生産物の価値創造という要請があったとしても，現実問題としてトレーサビリティ
の実施に伴うコストを負担することができない生産者は多い．加えて，トレーサビリティ
の実施により得られるであろう利得を誰が取得するのか，つまり，仮に生産者がコストを
負担したとしても中間流通において余剰が吸収されてしまう可能性があるのではないか，
という点についてもほとんど検討はされてこなかった．
以上の通り，水産物流通におけるトレーサビリティの適用は主としてその産業としての
構造上の問題により困難となっている．このことは，トレーサビリティという仕組みその
ものが内包する構造とコストに関するリスクと考えることができる．そこで，本項目では
まずトレーサビリティに内在する普遍的なリスクについて流通の各段階ごとに詳細に検討
することにする．次に，そうしたリスクを踏まえたうえでの具体的な対応方法について，
複数の産地や魚種，加工形態といった多態的な流通形態における実践的適用としての実証
実験等を通じて検証し，提案していくこととする．
5.1.2 トレーサビリティにおけるリスクとコントロール
トレーサビリティ，あるいはトレーサビリティシステムとは必ずしも電子情報網による
情報処理体系を指すものではない．食品の生産・流通・加工の各段階において当該食品の
識別情報を管理し，遡及的に履歴を検証し，あるいは製品を追跡するための規則・手続・
取り決め等がこれを構成する．電子情報処理システムはそれらの各段階において主として
管理対象の識別のために用いられる場合が多いが，これのみでトレーサビリティシステム
を成立させることは出来ない．むしろトレーサビリティシステムにとっての情報技術は付
加価値であり，本質ではない．したがって，トレーサビリティシステムに関するリスクを
論じるにあたり，電子情報処理システムについての検討のみでは不十分であり，衛生・安
全管理に関わるすべての側面から検討する必要がある．
トレーサビリティシステムは生産者において生産履歴を記録することを基点とし，次い
で加工業者での加工履歴，流通段階での流通履歴を記録するとともに，それらを同定可能
な製品識別情報と関連付けることで実現される．ただし生産物の種類や加工方法によって
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は最終的な製品を起点とした 1本の線により 1人の生産者まで行き着くことができるとは
限らない．ロットが結合したり分解することで複数の生産・加工・流通業者あるいは流通
経路と 1つの製品が関連付くことが多い．このような各記録過程においてリスクが個別に
検討されるべきであると考える．トレーサビリティシステムにおける情報の有用性は，そ
れぞれのフェーズにおいて重視される程度と可能性が異なるからである．一方，トレーサ
ビリティにおいて想定されるリスクは情報の有用性に関わるものに限らない．法的・社会
的側面からも検討する必要がある．例えば履歴管理とプライバシーの関係などである．以
下，トレーサビリティシステムで維持される情報の有用性に関するリスクとコントロール
については生産物の流通における各フェーズごとに，それ以外のリスクとコントロールに
ついては最後にまとめて検討する．
なお，本項目における「フェーズ」とは，これまで本稿で定義し利用した「ステージ」
の概念よりやや狭いものである．つまり，ステージは各流通段階において他の段階から明
確に独立しているある特定の段階であり，そのことを多ステージの関係者が関与するか否
かで区別することができる場面と定義したが，フェーズとは，その各ステージにおける内
部的な一続きの機能や手続である．
生産フェーズにおけるリスクとコントロール
このフェーズではトレーサビリティシステムにおいて最も重要な要素である生産物識別
情報・ロット構成情報といった「識別情報の生成」を行う．この段階でのリスクは，こう
した識別情報の有用性が失われることに集約される．そして現実化したリスクはトレーサ
ビリティシステム全体の信頼性に直結する．したがって，このフェーズにおけるリスク管
理は極めて重要な課題となる．リスクを生ぜしめる要因はいくつか想定される．まず，生
産者自身に起因する要因として，識別情報に関する虚偽の記載・記載の省略，他製品との
混同，識別のための分離を行った後で生産物の内容を変更する，などの行為が挙げられる．
いずれも不法な行為ではあるが故意であるとは限らない．うっかり製品を取り違えて履歴
を記載することなどは頻繁に起こり得よう．
このような事態に対するコントロールの想定は容易ではない．加工過程・流通過程と異
なり遡及・追及の最末端となるので手順の運用の検証が非常に困難なためである．例えば
魚がどの船で漁獲されたものかは，漁師本人でさえ事後的には検証できないのが普通であ
る．そこでいったん取り違えてしまった生産物はそれまでの履歴追跡が不可能となる．か
といって第三者による監視体制というコントロールは事実上実施できない．となると，取
り違えない・虚偽の記載をすることが出来ないような仕組み，すなわちフールプルーフ化
のアプローチをとることによって可能な限り脅威を回避することが最良のコントロールと
なる．とはいえ生産フェーズにおいてフールプルーフを施すこともまた大きな困難を伴う．
定型の手順・一定品質の材料が保証されている工業製品と異なり，農畜水産物においては
変動要素が多いためである．この場所からの収穫はこの手順，といったような定型化を行
いにくい．つまり，可能な操作を限定することが難しいのである．ただし，これは生産工
程そのものに関する話であり，生産工程に付随するトレーサビリティの手続きについては
そのような限定を行うことも不可能ではない．例えば，識別情報を格納した識別票（ICタ
グやQRコードシール等）の発行内容・枚数をサーバにおいて集中管理し，誤った発行や
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貼付を行えないようにするという手法が存在する．また，貼付された識別票を取り外そう
とすると再使用が不可能になるような仕組みも適用可能である．このように，生産手続き
に介入することで追跡・遡及可能性を確保しようとするアプローチは非常に困難であるが，
トレーサビリティを支える要素にフールプルーフ化のアプローチを取ることで一定程度の
脅威を排除することが出来ると考える．
出荷フェーズにおけるリスクとコントロール
出荷フェーズは生産・流通各フェーズの中間点であり，多様な関係者が関わる特殊な段
階である．生産物の流通の開始点となるこのフェーズでは，誰に・いつ・どのように出荷
されたか，言い換えれば生産者の管理をどのような状態で離れたのかという情報が記録さ
れる．トレーサビリティシステムにおいて最も重要な要素は遡及・追跡可能性を確保する
ことであるが，このフェーズは最初の追及点・最後の遡及点である以上，システム全体か
ら見た重要度も相対的に高い．また，衛生・安全管理の側面からも重点的に管理すべき場
面である．より生産現場に近い本フェーズで施される衛生・鮮度維持作業は，生産物の流
通の後半において施すそれより決定的に大きい意味を持つことが多いからである．例えば
出荷時に低温を保つべきところ，それがなされなければ，後のフェーズでどれだけ緻密に
鮮度管理されたとしても意味が無い．本フェーズの主体となるのは通常は市場関係者であ
るが，関係するのは生産者，市場関係者，そして落札者・買受人である中卸業者等である．
しかし生産物の受け入れに関する情報を生産者自身が記録することは困難で，買受人も同
様である．そこで市場関係者が受け入れ・出荷に関する情報を記録していくことになる．
本フェーズで想定されるべき脅威は，生産フェーズでのそれと共通する部分も多い．生
産物の取り違え，記録の誤記入などの脅威は容易に想像される．しかし，生産フェーズの
それと異なり，すでに生産物の分離・識別が行われており，新たに識別単位を生成するも
のではない．従って本フェーズにおける脅威は，そのような識別情報の受け渡しの場面，
そして新たに生成し記録すべき履歴情報を関連付ける場面において想定される．また，脅
威の性質も過失から故意に比重が移る．なかでも前述の通り「誰に，いつ，どのように」
扱われたかという情報は最終的な生産物の価値を左右する．このため虚偽記載の動因も大
きい．
その上，生産物の識別情報のようにまさにそのモノがあるか無いかという明確な情報で
はなくその分心理的抵抗も少ないことが想像される．実測された温度を 1度低く記載する
ことは，生産物の数量を 1個多く記載することよりも罪悪感は少ないだろう．このように，
本フェーズではいかに正確な情報を記録させるか，記録した情報をいかに維持するかとい
うコントロールを検討すべきである．
具体的なコントロールとしては，まずセリ・鮮度管理記録などの情報の自動記録を挙げ
ることができる．人の手を介在しないことにより不正を防止することが可能となる．もっ
ともこうした手法はコストがかさみ，簡単に導入することはできない．そうなると他の手
段で記録内容の監視を行うことが必要となる．例えば複数の計測者が別の方法で計測を行
い別の経路で記入するなどの手法が考えられる．また，生産物の鮮度に利益を有する生産
者と，価格が安くなることに利益を有する 2次卸業者がそれぞれ計測結果をチェックする
という手法も考えられる．しかし，トレーサビリティのあらゆるフェーズであてはまるこ
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とではあるが，結局は記録者のモラルと教育の問題に帰着してしまう．いかにコントロー
ルを整備しても潜脱手段はいくらでも考えられる．したがって，トレーサビリティシステ
ム全体を維持することのメリットを各要員に理解させモラルハザードを防止するというこ
とが最大のコントロールとなるであろう．
流通フェーズにおけるリスクとコントロール
本フェーズはトレーサビリティシステムにおいてはやや低い比重をもって扱われること
がある．単にモノが流れるだけであり，生産物の品質に関わる問題を生じることは無いと
考えられるためであろうか．しかし本フェーズも消費者と生産者を結ぶ線である以上追跡・
遡及可能性の確保について重大な意味を有する．また場合によっては本フェーズでの取り
扱いが品質を左右することもある．活魚などがその例であり，受入・蓄養のあり方が最終
的な生産物の価値に影響する．本フェーズでの最大の脅威は識別情報に関する不正な関与
である．つまり識別票の取り外しと付け替え，複製による不正転用・流用などが想像され
る．過失と故意の両方があり得るが，本フェーズはいわば流通過程における密室であるた
めに，故意による不正が相対的に多いと思われる．
コントロールとしては，故意による識別票の損壊・改変を防止する手段を検討すること
になる．識別票は現在の所，ICタグや QRコードを用いる場合が多い．したがって，こ
れらに対して損壊・偽造防止策を施すことになる．ただし ICタグの場合は偽造が比較的
困難である．このため偽造防止策ではなく付け替え対策が問題となる．また，QRコード
は所詮は印刷物であるので，コピーや改変が比較的容易であり，偽造・付け替え両方に対
する対策が必要となる．不正な付け替えについては，識別票の取り外しを不可能にするこ
とが有効である．例えばパック製品であればパック中に識別票を封入してしまうという手
段がある．また，可損壊型の識別票を採用することも検討すべきであろう．すなわち剥が
せば汚損し再利用ができないようなシールである．ICタグについても同様の仕組みを採
用することは不可能ではない．不正なコピーによる転用は，印刷物であるQRコードにつ
いて完全に防止することは不可能である．完全に防止するためには，封印により撮影・目
視を不可能にするほか無いが，中間流通の各段階で読み取らせる必要が無い場合，すなわ
ち生産者と消費者が直結している場合を除いて現実的ではない．この脅威に対する決定的
なコントロールを提示することは難しいが，以下のような方法を検討している．まずシー
ルそのものに特殊加工を施すことによりコピー機等での複写を防止する．あわせて，QR
コードに格納される識別情報に重量等の個体情報をあわせて設定し，いずれ消費者によっ
てその情報が利用されてサーバアクセスされた場合に，それぞれの個体情報の付け合せに
よって矛盾を検出することで不正流通工程を発見する．つまり発見される可能性を周知す
ることで不正を抑止する．しかし，不正流通を経由した生産物について，その後の段階で
必ずサーバアクセスが発生するとは限らない．またあくまで抑止効果を有するのみで論理
的に不正を不可能にするわけではない．本フェーズにおけるコントロールの設定はトレー
サビリティシステムの本質的かつ永続的な課題と言える．
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社会的リスク
トレーサビリティシステムにおいて想像されるリスクは，情報の有用性に関わるものに
限らない．情報の有用性が損なわれた場合にはより影響を受けるには違いないが，トレー
サビリティシステムに本質的に内在する法的・社会的脆弱性それ自体を指摘することがで
きると考える．
まず，トレーサビリティシステムの本質である履歴管理，追跡・遡及可能性の確保とプ
ライバシーの関係である．トレーサビリティシステムは消費者に対象生産物の情報を積極
的に開示することで流通過程の透明化をはかり，履歴情報を事後的に検証可能とすること
でその正確性を担保するものである．一方で，危害食品の発生等生産物回収の必要が生じ
た場合には，その追跡機能により生産物の所在を特定し早期の回収を可能にするという機
能をも有する．後者の追跡機能を完全に実現するためには，生産者から消費者に至るまで
のすべての過程において対象物の所在を記録する必要がある．つまり，どの消費者がどの
生産物を購入したかの情報を記録することに繋がることになるのである．場合によっては
個人を特定できる情報までも記録する場合もあろうが，そうでないとしても，円滑な危害
情報の通知のためにメールアドレスなどを収集することなどは容易に考えられる．もちろ
ん，いずれの場合も消費者等が当該情報の提供を承諾し，あるいは自ら携帯電話やパソコ
ンに入力した場合にのみ問題となることである．しかし，これらの情報は不正目的に利用
することが可能なものであり，その意味で潜在的な脅威にさらされている．すなわち情報
の漏洩やそれを利用した犯罪による２次被害などである．こうした脅威が現実化した場合
には，直接情報漏洩させた企業の法的・道義的責任はもとより，トレーサビリティシステ
ム全体に対する信用を失わしめるという重大なリスクを生じる．そうである以上，トレー
サビリティシステムに関わる事業者は真摯な態度で運用に当たるとともに，取り組み主体
が内部検証体制を整備すること，信頼性が確保された第三者機関を活用し積極的に検証を
行うことが必要である．
また，同じような視点から，企業活動に関する社会的なリスクを想定することもできる．
トレーサビリティシステムは生産物を識別・同定することが可能な情報が生産物に付随し
て流通すること，およびそれによって流通過程を開示し検証可能にすることに本質がある
が，それゆえに対象となる生産物がそれまでどこをどのように通ってきたかが一目瞭然で
あり，このことが企業の営業秘密に属する流通過程を暴露することに繋がる場合がある．
トレーサビリティシステムの「形式的に完全な」維持と企業秘密の維持とは相反する関係
になる場合がある，と表現することもできる．しかし，必ずしもあらゆる流通過程をつま
びらかにすることがトレーサビリティシステムの本質ではない．事後的に追跡・遡及およ
び検証が可能であれば良い．そうであれば，営業秘密や企業活動に不利益となる部分を隠
しつつ，消費者にとって意味のある情報に絞り込んで開示する方法を検討することもでき
るだろう．
トレーサビリティシステムがより有効に機能するためには多数の関係者の参加が必要で
あり，そのためにはそれが無理なく導入できる仕組みであることが必要である．従って，
こうした法的・社会的リスクに対するコントロールは今後も極めて慎重に検討する必要が
あると言える．
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5.2 多態的流通形態における実践的適用
以上に検討したような水産物流通におけるリスクとコントロールに配慮しつつ，実践的
なトレーサビリティについて提案することを試みる．これまで述べた通り，水産物におけ
る商品としての性状は不定形性に特徴があり，かつその流通においては多段階・多層型の
複雑な流通構造をとる．こうした事情を踏まえた上で，前項に検討した流通の各段階にお
けるリスクを考えた場合，トレーサビリティの実施にあたっての水産物固有の困難は以下
の 2点の事情に集約されるように思われる．すなわち「個別魚体の識別・同定の困難」と
「加工過程の存在」である．そこで本稿では，それぞれの問題について端的に回答を示す
べく，各課題に対応した商品を選定してトレーサビリティの適用を試みた．前者について
は北海道室蘭市追直漁港におけるクロソイ養殖を，後者については北海道登別市登別漁港
におけるタラコ（スケソウダラの卵巣の加工品）を主題とした．
5.2.1 追直漁港のクロソイ養殖事業への適用
第三種漁港である追直漁港は北海道室蘭市に位置し，噴火湾と太平洋の両漁場に面する
ことから多様な水産物に恵まれる土地柄であり，同港は胆振地域最大の水揚量を誇ってい
る．平成 5年には同漁港の整備に関する「室蘭市追直漁港地域整備構想（通称「Mランド
構想」）が策定されており，増養殖事業を推進する「つくり育てる漁港」，地域の活性化を
目指した「ふれあい漁港」のコンセプトの基に沖合人工島を始めとする漁港整備が進めら
れ，平成 18年 3月に「室蘭追直地域マリンビジョン計画」が策定されるに至った．同計
画では水産業の振興はもとより，隣接する商業地域との連携を図ることによる水産業と商
業の相互の発展も目指しており，地元海産物による食の開発提供等が必要とされている．
同港ではかねてよりクロソイ養殖が行われており，クロソイは室蘭市の市魚ともなって
いる．また，クロソイは生産量の 90%が札幌，10%が市内向けに出荷されており，生産者
は４名である．すなわち，産地・仕向消費地が非常に限定されている上に，活魚として出
荷されることが多いことから，生産から消費にいたるチェーンの間に荷姿が変わることが
ない．こうしたことは本稿の主題である「個別魚体の識別・同定の困難」を解消するため
の手法を実践的に提示することについて有利である．このため，同主題に関する実験・検
討環境として選定した．もっとも，本来であれば魚種に関わらず適用可能な枠組みを提示
すべきであるが，限定された研究・実験期間の中で最大限に有効な回答を示すためには検
討範囲の絞り込みが必要であると判断した．
実証実験は平成 17年 11月から平成 18年 1月末にかけて行われた．平成 17年 11月か
ら 12月中頃にかけてシステムの検討と設計・構築が行われ，平成 18年 1月 12日から 13
日にかけて生産地および札幌市内の業務筋消費者の協力を得て実際の商品の流通実験が行
われた．
本実験の主題である対象物の識別・同定は，対象物の重量情報をキーとして行うことと
した．具体的な手段は以下の通りである．まず，対象となるクロソイの各個体の出荷時重
量を計測し，その他の履歴情報とあわせて流通させ，消費者到着段階で再度重量計測を行
い，出荷時の個別魚体重量と消費地での個別魚体重量の差異を検証することにより，当該
履歴が添付されている対象物が確かに当該履歴により管理された対象物であるのかを事後
的に検証することができるかを確認するという方法である．
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具体的な実験フローは下記の通りである．まず，実験市場での出荷段階において，対象
物の重量をデジタル計測器により計測し，これを即時に履歴管理データベースサーバへ
転送し，履歴情報として管理する仕組みを構築した．このとき，デジタル計測器は登録用
PCとシリアルインタフェースにより接続され，連続的に情報を送出する．登録用 PCは
地域回線網（FOMA網）を経由して履歴管理データベースサーバへ当該重量情報を送信
する．履歴管理データベースサーバは予め定義された ID情報に基づきこれらの重量情報
を履歴情報として格納・管理する．ID情報は QRコードに表象され，防水処理された薄
型プラスチックタグに印刷され，個体にタグガンとタグピンで固定される．IDは連続的
な記号およびそれを引数として持つサービスアプリケーションの所在を示すURLで構成
される．重量計測は IDが示す連続した記号の順に行われる．これにより，あらかじめ用
意された IDに履歴情報および計測重量情報，IDと計測重量とが関連付けることが可能と
なる．URLはインターネットを経由して携帯端末や PCなどでアクセスすることが可能
な履歴管理サービスアプリケーションの名前空間である．
図 5.1: クロソイトレーサビリティのフロー図
消費者等の情報閲覧者は，対象物に添付されたQRコードを携帯端末のカメラ機能によ
り読み取ることで IDを取得する．IDは連続的な記号およびそれを引数として持つサービ
スアプリケーションの所在を示すURLで構成されるため，IDを目視確認するのと同時に
Webブラウザを利用して履歴管理サービスアプリケーションへアクセスすることが可能で
ある．
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図 5.2: クロソイトレーサビリティのアクティビティ図
85
Doctoral Thesis at Future University-Hakodate, 2009
Research on advanced information technology for circulation and support technique for marine products
履歴管理サービスは，履歴管理データベースサーバおよび HTTPサーバに配置された
PHPスクリプトから構成される．HTTPサーバは，前述のURLを利用したHTTPリク
エストにより IDの引渡しを受け，これと関連付いている履歴情報並びに重量計測情報を
履歴管理データベースサーバから取得する．これらの情報は動的画面として生成され，リ
クエスト元に送出される．消費者等の閲覧者はこの画面を表示・閲覧することにより，当
該対象物の履歴・重量情報を取得し，自己に置いて独自に計測した重量情報と比較するこ
とにより，当該対象物が確かに当該履歴により管理された対象物かどうかを検証すること
が可能となる．履歴管理サービスアプリケーションの本体となる PHPスクリプトの設計
および制作にはMVCモデルに基づいて Smartyを利用した．消費者への情報提供と関係
するUI部分を専門デザイナーが行い，ロジック部分と分離する趣旨である．
図 5.3: 魚体に取り付けたタグおよび履歴情報を表象したQRコード
実証実験では利用予定の ID 200件についてあらかじめ履歴管理データベースサーバに
登録した．次に，それらの IDについて生産者情報および出荷先情報を記録した．これら
の記録についてはQRコードを活用した入力省力化システムを利用した．次に，陸揚され
たクロソイの各個体について出荷時重量の計測，タグの取り付け，移動用水槽への移置と
いう手順で履歴情報の取得が行われた．これらの計測作業および生きている個体へのタグ
固定は手作業で行われた．本実証実験ではこれらの計測およびタグ固定作業におよそ 25
秒/1個体を要した．この履歴情報および重量計測情報は，履歴管理サービスにより自動的
に取得される日時等の環境条件と併せて，登録済みの IDに関連付けられて履歴管理デー
タベースサーバに格納された．この関連付けを行うために専用のインタフェースを用意し，
実際の操作は生産者の方に行って頂いた．
以上の操作を行った後，ID情報全件が正常にデータベースに格納されたこと，履歴情
報と重量計測情報がこれらの IDに正常に関連付けられたことを確認した．
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図 5.4: クロソイの重量計測の様子
図 5.5: タグを取り付け個別管理されているクロソイ
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図 5.6: クロソイトレーサビリティにおける履歴開示画面
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5.2.2 登別漁港のタラコ生産事業への適用
第三種漁港である登別漁港は北海道登別市登別港町に位置し，太平洋に面している．主
要な産業は観光と漁業であるが，本稿で繰り返し指摘してきたような漁業環境の悪化に直
面している地域のひとつである．こうした状況の下で，登別市・白老町・いぶり中央漁業
協同組合による地域協議会が設置され，水産物安定供給体制の確立と水産業の健全な発展
および活力のある水産業や地域振興を目指して，登別漁港周辺の将来構想である「登別・
白老（虎杖浜）地域マリンビジョン計画」が策定された．おおむね 10年間にわたる中期的
計画である本計画では，観光連携の鍵となる生産流通機能の高度化とＰＲ推進によるブラ
ンド力の強化，地産地消推進による地場の水産応援団の拡大，観光との相乗効果の発現，
「まちづくり」の一環としての漁港づくりなどがうたわれている．
登別市の特産品のひとつはタラコ（スケソウダラの卵巣の加工品）である．タラコは水
産物流通において特徴的な，生産後の流通・加工工程で荷姿が完全に変化してしまう加工
製品であり，生産を起点とするトレーサビリティ手法の適用が極めて難しい．しかし，こ
うした魚卵類は近時の産地偽装等による不安・不信の対象となりやすい製品であり，消費
者の安全・安心への寄与はもちろん，風評被害の防止等の意味でトレーサビリティの導入
が急がれている分野でもある．
図 5.7: タラコトレーサビリティのフロー図
本稿では，こうしたタラコにおけるトレーサビリティの実施について以下のような手法
を規定し，これを実践的に検証した．まず，加工前のスケソウダラ，つまりタラコを取り
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図 5.8: 製品に取り付けたラベルおよび履歴情報を表象したQRコード
出す前の魚体について，魚箱単位で「どの船がいつ水揚げしたものか」について管理する．
次に当該魚箱がどの加工所に持ち込まれるかを追跡する．そして当該魚箱に収められたス
ケソウダラから採取されたタラコを分別管理する．このようにすることで，漁船とタラコ
を 1対 nの関係で関連づけた履歴管理を行うことができると考えた．これらの手法は以下
の事実を背景としている．まず，タラコはスケソウダラの内臓であり，加工段階までは商
品として直接取り扱われることはない．したがって，履歴管理における重心は加工後であ
り，加工前，特に漁獲直後の段階においては，どの船でどの海域で採取されたものかが把
握されれば足りると考えられる．また，そのような管理においては個別の魚種を特定して
追跡することにそれほど大きな意味はなく，むしろ漁獲船を確実に把握するためには，実
際の流通現場で活用されている魚箱というロット単位で管理することが有効と考えた．
図 5.9: 魚箱単位での取り扱いの様子
履歴管理アプリケーションは基本的に追直漁港における養殖クロソイのトレーサビリ
ティで利用したものを応用した．もっとも，クロソイにおける個別の魚体の識別・同定を
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図 5.10: 製品となったタラコへの履歴情報表象QRコードの貼付
行うための重量管理のロジックは省略した．
実証実験では以上を実装したシステムを運用し，最終消費者の段階で当該タラコ製品が
どの船でいつ漁獲されたものかについて把握することができることを確認した．
5.2.3 適用の評価と課題
追直漁港のクロソイの事例においては，履歴管理アプリケーションにより実際に個別の
魚体の追跡・遡及が可能であることを確認した．これにより，重量情報を利用して対象物
の識別・同定の保証を行うという手法は有効であり，しかも不正転用や偽造により履歴詐
称を行うという不正を防止することも可能になるという知見が得られた．
また，登別漁港のタラコの事例では，各タラコがどの船でいつ漁獲されたものかを把握
することが可能であることを確認した．これにより，流通の過程でまったく荷姿が変化し
てしまう加工品においても一定の履歴管理が可能であり，十分に実用性のある実践性の高
い手法において実現可能であることを確認した．
しかし，一方で，前者ではこうした個別対象物ごとの重量管理には一定の手間とコスト
がかかることも明らかとなった．また，前後者ともに，トレーサビリティを実稼動させる
場合は専門の研究者等ではなく，情報技術に不慣れな生産者や組合関係者，流通関係者が
利用することが想定される．こうした方に継続的に活用して頂くためにはシステムの省力
化と簡易化，ならびに構造の重畳化による耐久性の向上が必須であると言える．そこで，
今後は対象物の履歴情報の取得および重量管理等のしくみを可能な限り自動化し，出荷
手続と一体化して処理することにより手数の軽減化を図るべきであると考える．そのた
めには，陸揚段階から重量計測，出荷手続きまでを一貫して扱うことができる統合的なソ
リューションが必要となろう．こうしたソリューションはシステム単独で有効なものでは
なく，業務手順並びに業務環境の整備を行うことにより始めて有効化されるものである．
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図 5.11: タラコトレーサビリティにおける履歴開示画面
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また，重量計測等の作業により魚体温度を上昇（あるいは低下）させ鮮度に影響を与える
ようなことがあってもならない．このために，今後は生産物をより正確かつ厳密に管理す
ることが可能な管理手順の確立と衛生管理型漁港整備の完成が急がれる．
5.3 まとめ
本章では，前章に続き，本稿の主題である水産物流通における固有の課題に関連して検
討すべき問題点としての「水産物の現実に即した生産履歴開示手法の不在」について，水
産物流通においてトレーサビリティが内包するリスクを流通の各段階に対応させて検討す
ることにより問題点を明確にし，そうした問題点を「個別魚体の識別・同定の困難」と「加
工過程の存在」という点に集約した上で，これらに関する具体的な対応手法を検討した．
前者については重量管理による個別魚体管理の手法について，後者については魚箱単位
でのロット管理による追跡・遡及可能性の確保という手法について提案した．これらの手
法はそれぞれ履歴管理システムとして実装され，北海道室蘭市追直漁港・北海道登別市登
別漁港における商品流通と一般消費者による履歴確認を含む実証実験によりその有効性を
確認した．
以上の検討を通じて，本稿で主題とした固有の課題を構成する要因のうち「水産物の現
実に即した生産履歴開示手法の不在」について一定の実効的な回答を示すことができた．
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第6章 結言
6.1 本研究の結論
本稿では，水産物の流通およびその支援手法への情報技術の適用に関する固有の課題，
すなわち ECやトレーサビリティをはじめとする具体的な技術の適用と普及が大きく立ち
遅れていることに関して，こうした課題をいくつかの問題点に分析し，それぞれについて
具体的事例に基づいた考察を通じて有効かつ実践的な回答を示すことを目指してきた．そ
して，それらの問題点への回答を総合的に検討・整理し，上述の固有の課題を解決するに
足る提案を提示することが本稿の究極の目的であった．
このため，本稿における結論は，こうした固有の課題への有効かつ実践的な回答が示さ
れたか否かについて示すという方法が採られるべきである．そして，そのような回答が得
られたか否かは，上述の通り分析された個別の問題点について有効な回答が提示されたか
という判断に帰着する．
したがって，本項目ではまず各問題点を改めて明示し，それぞれが対応する研究の結論
と成否を横断的に検討する．これにより各問題点に関してそれぞれを解決するに足る有効
な回答が得られた場合には，それをもって固有の課題への回答が示されたと判断する．以
下本項目では，上述の方法論に従い，各個別の問題点と関連する研究及びその結論につい
て箇条的に示していく．
生産物に関する情報発信がその価値に与える影響
本稿では，生産物の「価値」とは何か，それはどのようにして形成され，どのように変
動するのかということをもっとも重視して検討を進めてきた．このため，「価値」の概念に
おいて極めて特徴的であり，こうした検討に適した事例として北海道函館市南かやべ地域
におけるオーナー制昆布の取り組みを選定した．研究においては，オーナー制の価値の特
殊性に関する検討および産地が主体となって情報発信を行うことができるプラクティカル
システムの構築と運用，地域との協働，アンケートの実施などを通じて考察を行った．
これらの試みにより，生産物に関する情報提供が消費者の価値評価形成において一定の
影響を及ぼしていることが明らかになった．また，プラクティカルシステムにおいて実装
され運用に供されていることから分かる通り，産地が自律的に情報発信を行うことができ
る仕組みが具体的に提示され，かつその有用性が明らかになった．
以上により，本問題点に関する有効な回答が得られたと判断する．
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中間流通者機能に関する取り組みの不在
水産物流通における情報技術は ECを中心として展開されるが，一般的に ECにおいて
は売主と買主が直結される省略構造を採る．こうした流通形態は近時の所得減少等を背景
に社会的に歓迎される傾向があるが，こと水産物流通においては普及が見られない．この
ことから，中間流通者が単なる商品媒介・決済以上の機能，すなわち流通に関する多様な
情報の蓄積・発信基盤となっていたのではないかという仮定を導いた．そこで，こうした
中間流通者を専門家・アドバイザーとして ECの枠組みに取り込み，生産者及び消費者に
対する助言等を行う仕組みを提案した．提案手法はプラクティカルシステムにおいて実装
され，長崎県北松浦市の阿翁浦漁港と全国の消費地の参加を得て実際の商品流通を伴う実
証実験を通じて検証された．
これらの試みにより，アドバイザーが介在した場合には，特に鮮魚を中心として，産地
出荷価格の上昇が顕著に見られることを確認した．また，ECの本質的な効率性により，消
費者購買価格の上昇を招かずに生産者余剰の増大が生じたことも確認できた．
したがって，中間流通者機能に関する検討とそれに基づく具体的な枠組みが提示され，
その有効性が明らかになったと言える．
以上により，本問題点に関する有効な回答が得られたと判断する．
資源の持続的利用への情報技術の関わりに関する検討不足
近時，資源の持続的利用や環境保護に関する社会的要請は強まっており，消費者の価値
意識もLOHAS概念に見られる通り環境に関する視点に立つことが増えてきた．このため，
資源保護に関する取り組みを認証することにより付加価値を増大させる等の試みが行われ
ているが，一方で資源保護そのものに関する情報技術からの提案は少ない．今後の社会情
勢等を考慮すると各地域等において資源の持続的利用に関する自律的な取り組みが求めら
れると考えられる．そこで，制約資源下における最適分配の手法についてマルチエージェ
ントを利用した仮想的な資源探索空間を利用することを提案した．本空間は資源乱獲に抑
制的なエージェントが有利な獲得競争を進められるように設計されているため，市場参加
者が環境調和的な行動を採ることが期待される．仮想的な資源市場環境を用いた実証実験
を通じて，抑制的な行動を採るエージェントが有利に資源獲得を進めたことが分かった．
これらの試みにより，制約資源下において市場の本質である利己性を確保したままで環
境調和的な最適分配を期待できる具体的な提案があり，その有効性が明らかになったとい
える．
以上により，本問題点に関する有効な回答が得られたと判断する．
水産物の現実に即した生産履歴開示手法の不在
近時，食の安全・安心に関する社会的な関心は高まるばかりであるが，こうした要請へ
の回答として生産物の生産・流通過程や品質・性状に関する情報の提供を行う枠組み，す
なわちトレーサビリティに関する取り組みが多く見られている．しかし，水産物流通にお
ける実用化の事例は少なく，水産物の流通においてトレーサビリティの実施を困難にする
何らかの問題・リスクの存在が推認された．そこで，そうしたリスクを流通の各段階に対
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応させて検討し，「個別魚体の識別・同定の困難」と「加工過程の存在」という点に集約さ
せた．その上で，これらに関する具体的な対策として「重量管理による個別魚体管理の手
法」および「魚箱単位でのロット管理による追跡・遡及可能性の確保」について提案し，
それぞれ履歴管理システムとして実装した．本提案は北海道室蘭市追直漁港・北海道登別
市登別漁港における実証実験を通じてその有効性，すなわち上述したリスクの解消を確認
した．
こうした試みにより，水産物の現実に即した生産履歴開示手法が具体的かつ実践的に提
示され，その有効性が明らかになったと言える．
以上により，本問題点に関する有効な回答が得られたと判断する．
総括
以上の通り，各問題点についてそれぞれを解決するに足る有効な回答が得られた．した
がって，本項目の冒頭で示した方法論に則り，本稿が主題として提示する固有の課題，す
なわち「水産物流通に対する情報技術の適用に関する普及の遅れ」に関する一定の有効な
回答を提示することができたと判断する．
6.2 本研究の課題と今後の展望
本研究を通じて水産物流通における固有の課題への一定の回答が示された．提示した手
法はいずれも現実の水産物流通構造への適用を前提としているし，いくつかの事例では実
際に物流と商流を伴う実践的な試験を行っているため，最小のコストにより実運用に供す
ることが可能である．そのため，できるだけ多くの事例において本研究の成果を適用し，
知見の深化と精度の向上を目指すべきであると考えている．
極めて多様で複雑な水産物流通においては，いかなる意味においても，一意・汎用的な
流通支援の枠組みを構築することは難しい．個別の地域・商品・流通過程ごとに「価値」
は微妙に異なり，それは本研究の成果の適用についても影響する．多様性を切り捨てて抽
象化することは簡単であり，コストにおいても有利であるが，そのようにして進めてきた
これまでの取組みがいずれも有効に機能しなかったことは本稿で指摘した通りである．
このように，本研究における課題は「より多くの事例への適用，特に商用を前提とした
実運用」であるということができる．そうであれば，今後の展望はそうした課題に基づい
て捉えられるべきであろう．つまり，どのような分野や範囲においてそうした新しい適用
対象を見出せるかということである．
本研究は北海道函館市に軸足を置いて進められてきたが，同地では本稿執筆時現在，北
海道新幹線の開業に向けて準備が進められつつある．北海道新幹線は青森県青森市から北
海道札幌市までを結ぶものであり，本州と北海道地域を結ぶ新たな高速インフラとして期
待されている．また，航空路線でも近時，貨物専用路線が開業するなどの動きがあり，こ
うしたインフラにより北海道産の魚介類を大消費地である東京や大阪に高鮮度の状態で届
けることが可能になるといわれている．そうなると，需要地主導型のオンデマンドな取引
形態が可能になってくると考えられる．つまり，消費地の要望に従って生産物を採取した
り，消費地と産地が映像等を媒介にしてリアルタイムで商品を選別・発注したりするよう
96
Doctoral Thesis at Future University-Hakodate, 2009
Research on advanced information technology for circulation and support technique for marine products
図 6.1: 高速輸送インフラを前提とした EC環境
な仕組みである．こうした分野へ本研究の成果を適用することにより，より消費者の需要
に適合した効率的・効果的な ECの構築が可能となるだろう．
また，本稿執筆時現在，農水産物の履歴開示に関する法制化が進められつつある．畜産
類においてはすでに法制化されているところだが，社会的な要請に応えて対象が拡大され
る趣旨である．本稿で指摘した通り，水産物流通においてはその複雑性により履歴開示の
枠組みの構築が困難であり，法制化においても必要最小限の枠組みの提示に留まると予想
される．そうした場合に，具体的な事例に基づいて実用的な手法を提示した本研究の成果
は有効に活用され得るのではないかと考えられる．
このように，水産物を中心とした生産物の流通およびその支援手法は，社会的要請や情
報技術の発展に伴って，今後ますますそのあり方を変えていくことになると思われる．そ
してそうした変化は，市場に関わるすべての要素が群として関わることにより生じる必然
性に起因している．情報技術の立場からの提案も，こうした変化に伴ってその内容を柔軟
に対応させる必要があるだろう．しかし，その時にもっとも留意すべきであるのは最新の
技術の適用でも広範な妥当性でもなく，まさに水産物を中心とした生産物の「価値」をど
うやって構成し，どのように向上させ，そのことをどう伝えていくのかという点であるこ
とを指摘して，本稿のまとめとする．
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そのことは本研究の成果と著者自身に強く影響を及ぼした．本稿の構成と論理展開は三上
博士のご指導に基づく部分が非常に大きい．
公立はこだて未来大学教授 川嶋 稔夫 博士，公立はこだて未来大学教授 高橋 修 博士，
北海道大学大学院水産科学研究院 木村 暢夫 博士には本稿の取りまとめにあたって非常に
多くの有用なご助言を頂き，また，論文審査を頂いた．川嶋・高橋両博士にはご専門のお
立場から，木村博士には水産物流通に関する側面についてご教示を得ることができ，本稿
の取りまとめにあたって視野を広く保つことができた．
また，北海道大学大学院水産総合基盤システム科学分野特任准教授 古屋 温美 博士には
漁港・漁村における経済的状況等に関する貴重なご示唆を頂くとともに，論文の取りまと
めについてご助言を頂いた．
本研究において実施された実証実験や実運用を通じて多数の方々の甚大なご協力を頂い
た．JF南かやべ漁業協同組合の皆様，特に大船支所青年部の皆様には特に 3年間に渡り
継続的かつ積極的なご協力を頂いた．JF新松浦漁業協同組合の皆様，札幌市・東京都・大
阪市・福岡市の各流通関係事業者様には，全国規模の実証実験において快くご協力を頂い
た．ご商売に差し障ったであろうことについてもお詫び申し上げる．
建設・水産コンサルタント企業の皆様にも実証実験を通じてご協力頂くと共に，専門的
なご助言を多数頂いた．特に，北日本港湾コンサルタント株式会社 桑原 伸司 博士および
清野 克徳 技術士，株式会社アルファ水工コンサルタンツ 若林 隆司 博士，日本データー
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サービス株式会社 鳴海 日出人 博士（平成 20年 7月より技術士事務所海洋環境デザイン）
には，研究期間を通じてさまざまな形でご助言・ご指導及びご支援を頂いた．それぞれの多
様で個性的なご専門からのインプットが，本稿における多様性重視の傾向に繋がっている．
この他，本研究の遂行にあたりご協力を頂いた各地域・団体・行政機関の皆様にお礼を
申し上げる．
最後に，著者の気紛れかつ神経質な性癖をよく堪え，3年間にわたる研究を支えてくれ
た妻 理恵 と，その愛らしさにより執筆期間の息抜きとなってくれた小さな家族たち，「魚
が好き」なことにかけては著者は足元にも及ばない みや・ねね・まき・にあ・ある に感
謝を捧げたい．
99
Doctoral Thesis at Future University-Hakodate, 2009
Research on advanced information technology for circulation and support technique for marine products
参考文献
第 1章から第 2章に関して
[1] 婁小波:「水産物産地流通の経済学-交渉と競争の視点から」，学陽書房，1994.
[2] 古屋温美:「地域振興ビジョンとその課題の構造分析手法に関する研究」，北海道大学
学位論文，2003.
[3] 若林隆司:「水産基盤整備に要請される安全・安心機能及びその技術的対応手法に関
する研究」，北海道大学学位論文，2008.
[4] 出村雅晴:「水産物流通の変化と産地の対応-新たな産地市場の構築に向けて-」，農林
中金総合研究所，農林金融 2002年 2月号，pp.38-54，2002.
[5] 出村雅晴:「水産物産地市場の現状と課題」，農林中金総合研究所，農林金融 2007年
7月号，pp.15-26，2007.
[6] 田中一郎:「これからの水産物流通を考える」，農林中金総合研究所，調査と情報 2006
年 7月号，pp.10-17，2006.
[7] 澤田学他:「食品安全性の経済評価」，財団法人農林統計協会，2004.
[8] 滝澤昭義他:「食料・農産物の流通と市場」，筑波書房，2003.
[9] 鈴木貴博，宇治則孝:「進化する企業のしくみ」，PHPビジネス新書，2007.
第 3章に関して
[10] 丸谷光日東:「養殖昆布のオーナー制に取り組んで」，JF全漁連 第 10回全国青年，女
性漁業者交流大会資料，pp.214-220，2005．
[11] 黒澤馨，中泉昌光，菅野勇紀，古屋温美，斎藤啓介，山本浩介，長野章:「ITの利活
用による青年漁業者の昆布オーナー制販売の支援活動とその効果」，日本計画行政学
会第 30回全国大会報告要旨集，pp.151-154，2007．
[12] 斎藤啓介，山本浩介，黒澤馨，菅野勇紀，古屋温美，長野章:「養殖昆布オーナー制
の履歴開示と販売促進について」，日本水産工学会平成 19年度講演論文集，pp.7-10，
2007．
100
Doctoral Thesis at Future University-Hakodate, 2009
Research on advanced information technology for circulation and support technique for marine products
[13] 菅野勇紀， 古屋温美， 浅川典敬， 山本浩介， 中泉昌光， 長野章: 「漁業・漁村情
報化によるWebサイト交流アクセス数動態に関する研究」，第 33回海洋開発シンポ
ジウム論文誌， pp.1135 -1139， 2008.
[14] 菅野勇紀， 古屋温美， 馬場陽平， 中泉昌光， 浅川典敬， 長野章: 「トレーサビリ
ティシステムによる水産物の価格向上と付加漁港機能に関する研究」， 第 33回海洋
開発シンポジウム論文誌， pp.1147-1151， 2008.
[15] 横野純， 菅野勇紀， 古屋温美， 森田聡一郎， 中泉昌光， 長野章: 「漁港情報高度
化によるビジネスモデル構築に関する研究」，第 33回海洋開発シンポジウム論文誌，
pp.1141-1145， 2008.
[16] 武居奈緒子:「消費行動」，晃洋書房，2000.
第 4章に関して
[17] 長野章，三上貞芳，松石隆，若林隆司，鳴海日出人，桑原伸司，清野克徳，黄金崎清
人，古屋温美:「養殖ヒラメ，鯨肉を事例とした携帯電話によるトレーサビリティシス
テムの開発と今後の展開」，北日本漁業 33，pp60-71，2004.
[18] 三上貞芳，高橋裕太，吉川真弓，長野章，桑原伸司，鳴海日出人，若林隆司:「Enabling
Secured Traceability of Fishery Products Using 2D Code and Digital Encryption」，
Proc.IIFET2004，pp.168-168，2004
[19] 若林隆司，三上貞芳，長野章，桑原伸司，鳴海日出人，岡貞行:「Study on building
a traceability system for whale meat」，Proc.IIFET2004，pp.265-265，2004.
[20] 若林隆司，桑原伸司，鳴海日出人，菅野勇紀，三上貞芳，長野章:「水産物流通における
IT活用とその効果」，日本沿岸域学会研究討論会 2006講演概要集No.19，pp.42-45，
2006.
[21] 若林隆司，古屋温美，中泉昌光，長野章:「IT利活用（トレーサビリティシステムと
流通支援サイト）による漁業地域の振興」，北日本漁業経済学会北日本漁業第 35号，
pp.146-158，2007.
[22] 清野克徳，桑原伸司，黄金崎清人，鳴海日出人，梨本勝昭，若林隆司，越智正友，長野
章，三上貞芳:「QRコードによるトレーサビリティシステムの応用-青森県十三湖産シ
ジミを事例として-」，平成 17年度日本水産工学会学術講演会講演論文集，pp.135-138，
2005.
[23] 岡貞行，清野克徳，黄金崎清人，若林隆司，三上貞芳，長野章:「養殖ヒラメを事例
とした携帯電話によるトレーサビリティシステムの開発」，土木学会海洋開発論文集
Vol.20，pp.1115-1120，2004.
[24] 菅野勇紀:「トレーサビリティシステムにおいて生じうるリスクの横断的評価とコン
トロール」，日本セキュリティマネジメント学会誌，第 20巻第 2号，2006.
101
Doctoral Thesis at Future University-Hakodate, 2009
Research on advanced information technology for circulation and support technique for marine products
[25] 菅野勇紀，三上貞芳，清野克徳，若林隆司，鳴海日出人，古屋温美，長野章:「水産物
流通支援サイトの実証実験とその効果」，日本沿岸域学会研究討論会 2006講演概要
集No.19，pp.24-27，2006.
[26] 菅野勇紀，長野章:「消費者選好への回帰的対応を行う履歴開示モデル-水産物流通及
びその支援手法に関する高度情報化の一環として-」，情報処理学会情報処理北海道シ
ンポジウム 2006講演論文集，http://fox47.hucc.hokudai.ac.jp/，2006.
[27] 菅野勇紀，佐々木洋介，長峰鎌弘，黄金崎清人，長野章:「トレーサビリティシステ
ムを利用した漁港施設計画に関する研究-対象物の識別同定手法の検討-」，平成 18年
度日本水産工学会学術講演会講演論文集，pp.159-162，2006.
[28] 新山陽子他:「解説 食品トレーサビリティ」，昭和堂，2005.
[29] 小川美香子，梅嶋真樹:「情報開示型トレーサビリティシステムの研究」，2005年度
森泰吉郎記念研究振興基金研究報告書，2005.
[30] 社団法人食品需給研究センター:「トレーサビリティ等取り組み事例データベース」，
http://www.fmric.or.jp/tracedb/top.html
[31] 中 尾 康 二 他:「 情 報 セ キュリ ティマ ネ ジ メ ン ト ガ イ ド -
JISX5080:2002(ISO/IEC17799:2000)」，日本規格協会，2002.
[32] 梅沢昌太郎他:「トレーサビリティ食の安心と安全の社会システム」，白桃書房，2004.
[33] 農林水産省食品のトレーサビリティ導入ガイドライン策定委員会:「食品トレーサビ
リティシステム導入の手引き (食品トレーサビリティガイドライン及びトレーサビリ
ティシステム実証事例)」，農林水産省，2003.
[34] 農林水産省消費・安全局:「食品トレーサビリティシステムの構築に向けた考え方」，
農林水産省，2004.
[35] Mikami，S. and Kakazu，Y. :「Co-operation of Multiple Agents Through Filter-
ing Payoﬀ」，Proc.1st European Workshop on Reinforcement Learning，EWRL-1，
pp.97-107，1994.
[36] 森山甲一，沼尾正行:「環境状況に応じて自己の報酬を操作する学習エージェントの
構築」，人工知能学会論文誌Vol.17 No.6，pp.676-683，2002.
[37] Akiyama，E. and Kaneko，K. :「Dynamical systems game theory II A new approach
to the problem of the social dilemma」，PhysicsD167，pp.36-71，2002.
[38] 谷本潤，脇山宗也，相良博喜:「外生的資源制約を課した環境ジレンマゲームの普遍
モデルに関する研究」，日本建築学会環境系論文集 No.610，pp.107-112，2006.
[39] 佐藤勇気，西野成昭，上田完次:「不完備情報ゲームを用いた資源消費
の意思決定に関する研究」 ，第 21 回人工知能学会全国大会論稿集，
http://www.aigakkai.or.jp/jsai/conf/2007/data/paper-225.html，2007.
102
Doctoral Thesis at Future University-Hakodate, 2009
Research on advanced information technology for circulation and support technique for marine products
研究業績
査読付論文誌
1. 菅野勇紀, 長野章： トレーサビリティシステムにおいて生じうるリスクの横断的評
価，日本セキュリティ・マネジメント学会誌No.20第 2号，pp.28-36，2006.
2. 菅野勇紀, 古屋温美, 浅川典敬, 山本浩介, 中泉昌光, 長野章: 漁業・漁村情報化によ
るWebサイト交流アクセス数動態に関する研究, 第 33回海洋開発シンポジウム論文
誌, pp.1135 -1139, 2008.
3. 菅野勇紀, 古屋温美, 馬場陽平, 中泉昌光, 浅川典敬, 長野章: トレーサビリティシス
テムによる水産物の価格向上と付加漁港機能に関する研究, 第 33回海洋開発シンポ
ジウム論文誌, pp.1147-1151, 2008.
4. 横野純, 菅野勇紀, 古屋温美, 森田聡一郎, 中泉昌光, 長野章: 漁港情報高度化によるビ
ジネスモデル構築に関する研究,第 33回海洋開発シンポジウム論文誌, pp.1141-1145,
2008.
Proceedings(国内学会)
5. 菅野勇紀, 斉藤啓介, 三上貞芳, 長野章: 有限資源状況における利己的エージェントの
調和的獲得競争, 第 22回人工知能学会全国大会 (JSAI2008)論稿集, CD-ROM, 2008.
Proceedings(海外学会)
6. Yuuki Kanno, Keisuke Saitou, Sadayoshi Mikami, Akira Nagano: Optimum distri-
bution of limited ﬁshery resources by harmonic competition between selﬁsh agents,
5th World Fisheries Congress (WFC2008), CD-ROM, 2008.
7. Yuuki Kanno, Jun Yokoyama, Akira Nagano : The study on building website of the
owner system of aquaculturing tangle and the owner’s recognition for the website,
5th World Fisheries Congress (WFC2008), CD-ROM, 2008.
8. Yuuki Kanno, Keisuke Saitou, Sadayoshi Mikami, Akira Nagano: Optimum distri-
bution of limited resources by harmonic competition between selﬁsh agents, The
International Conference on Electrical Engineering 2008 (ICEE 2008), CD-ROM,
2008.
103
Doctoral Thesis at Future University-Hakodate, 2009
Research on advanced information technology for circulation and support technique for marine products
9. Noritaka Asakawa, Yuuki Kannno, Akira Nagano : The study on traceability
of ﬁshery product by IT and the　 value-added of ﬁsheri products, 5th World
Fisheries Congress (WFC2008), CD-ROM, 2008.
学術発表等
10. 菅野勇紀, 三上貞芳, 長野章: オーナー制水産物の特殊性に着目した流通支援システ
ムの構築, 平成 20年電気学会電子・情報・システム部門大会論稿集, CD-ROM, 2008.
11. 菅野勇紀, 斉藤啓介, 三上貞芳, 長野章: 探索的な水産資源獲得競争における自律性
と利己性を維持した調整機構, 第 7回情報科学技術フォーラム (FIT2008), 2008.
12. 菅野勇紀,長野章：アクティブ型 ICタグを利用した身障者等の移動円滑化促進システ
ム,FIT2007第6回情報科学技術フォーラム講演論文集,http: //www.ipsj.or.jp/10jigyo
/ﬁt/ﬁt2007/ﬁt2007program/index.html,2007.
13. 菅野勇紀,長野章：消費者選好への回帰的対応を行う履歴開示モデル-水産物流通及
びその支援手法に関する高度情報化の一環として-，情報処理学会情報処理北海道シ
ンポジウム 2006,http://fox47.hucc.hokudai.ac.jp/，2006.
14. 菅野勇紀，三上貞芳，清野克徳，若林隆司，鳴海日出人，古屋温美，長野章：水産
物流通支援サイトの実証実験とその効果，日本沿岸域学会研究討論会 2006講演概要
集No.19，pp.24-27，2006.
15. 菅野勇紀，佐々木洋介，長峰鎌弘，黄金崎清人，長野章：トレーサビリティシステ
ムを利用した漁港施設計画に関する研究－対象物の識別同定手法の検討－，平成 18
年度日本水産工学会学術講演会講演論文集，pp.159-162，2006.
16. 黒澤馨，中泉昌光，菅野勇紀，古屋温美，斎藤啓介，山本浩介，長野章：ITの利活用によ
る青年漁業者の昆布オーナー制販売の支援活動とその効果について（http://www.konbu-
info.com），日本計画行政学会第 30回全国大会，2007.
17. 若林隆司，桑原伸司，鳴海日出人，菅野勇紀，三上貞芳，長野章：水産物流通におけ
る IT活用とその効果，日本沿岸域学会研究討論会 2006講演概要集No.19，pp.42-45，
2006.
18. 若林隆司，桑原伸司，鳴海日出人，菅野勇紀，古屋温美，三上貞芳，長野章：水産
物トレーサビリティへの期待と現実，平成 18年度日本水産工学会学術講演会講演論
文集，pp.175-178，2006.
19. 吉田徹，浅川典敬，番匠義紘，菅野勇紀，越智正友，若林隆司，清野克徳，古屋温
美，長野章：ITを利用した水産物流通支援システムの開発，平成 18年度　日本水
産工学会学術講演会講演論文集，pp.327-330，2006.
104
Doctoral Thesis at Future University-Hakodate, 2009
Research on advanced information technology for circulation and support technique for marine products
20. 斉藤啓介, 山本浩介, 黒澤馨, 菅野勇紀, 古野温美, 長野章：養殖コンブオーナー制の
履歴開示システムと販売促進について，平成 19年度日本水産工学会学術講演会講演
論文集，pp.7-10，2007.
105
Doctoral Thesis at Future University-Hakodate, 2009
Research on advanced information technology for circulation and support technique for marine products
システム設計書等資料
106
Doctoral Thesis at Future University-Hakodate, 2009
Research on advanced information technology for circulation and support technique for marine products
菅
野
更
新
日
作
成
日
記
録
者
企
画
イ
テ
レ
ー
シ
ョン
共
通
モ
ジ
ュ
ー
ル
プ
ラ
ク
テ
ィ
カ
ル
シ
ス
テ
ム
シ
ス
テ
ム
名
北
海
道
函
館
南
か
や
べ
漁
協
大
船
青
年
部
白
口
浜
真
昆
布
オ
ー
ナ
ー
制
事
業
名 U
se
 C
as
e
プ
ラ
ク
テ
ィ
カ
ル
シ
ス
テ
ム
：大
船
支
所
青
年
部
：共
同
加
工
セ
ン
タ
ー
：一
般
閲
覧
者
：オ
ー
ナ
ー
：長
野
研
究
室
員
コ
ン
テ
ン
ツ
を
閲
覧
す
る
オ
ー
ナ
ー
申
し
込
み
を
行
う
生
産
者
問
合
せ
を
行
う
コ
ン
テ
ン
ツ
を
作
成
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施
す
る
オ
ー
ナ
ー
を
管
理
す
る
商
品
の
発
送
管
理
を
行
う
日
記
・レ
ポ
ー
ト
を
投
稿
す
る
図 6.2: オーナー制昆布プラクティカルシステム - ユースケース
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図 6.5: オーナー制昆布プラクティカルシステム - コンテンツ作成アクティビティ
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図 6.6: オーナー制昆布プラクティカルシステム - 日記・レポート投稿アクティビティ
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図 6.7: オーナー制昆布プラクティカルシステム - オーナー管理アクティビティ
112
Doctoral Thesis at Future University-Hakodate, 2009
Research on advanced information technology for circulation and support technique for marine products
菅
野
更
新
日
作
成
日
記
録
者
企
画
イ
テ
レ
ー
シ
ョン
共
通
モ
ジ
ュ
ー
ル
プ
ラ
ク
テ
ィ
カ
ル
シ
ス
テ
ム
シ
ス
テ
ム
名
北
海
道
函
館
南
か
や
べ
漁
協
大
船
青
年
部
白
口
浜
真
昆
布
オ
ー
ナ
ー
制
事
業
名
大
船
支
所
青
年
部
A
ct
iv
ity
  
－
生
産
者
問
合
せ
を
行
う
オ
ー
ナ
ー
《
事
前
条
件
》
・
一
般
コ
ン
テ
ン
ツ
画
面
を
表
示
し
て
い
る
プ
ラ
ク
テ
ィ
カ
ル
シ
ス
テ
ム
問
合
せ
内
容
の
記
入
と
送
信
生
産
者
問
合
せ
受
付
処
理
生
産
者
問
合
せ
画
面
の
要
求
生
産
者
問
合
せ
画
面
生
成
生
産
者
問
合
せ
画
面
の
表
示
正
常
完
了
？
[い
い
え
]
[は
い
]
問
合
せ
メ
ー
ル
の
受
信
問
合
せ
受
理
メ
ー
ル
の
送
信
《
終
了
条
件
》
・
問
合
せ
受
付
が
正
常
に
完
了
し
て
い
る
・
受
理
メ
ー
ル
が
正
常
に
送
信
さ
れ
た
問
合
せ
メ
ー
ル
の
送
信
問
合
せ
受
理
メ
ー
ル
の
受
信
メ
ー
ル
，
電
話
，
郵
便
等
で
の
回
答
回
答
の
受
理
図 6.8: オーナー制昆布プラクティカルシステム - 生産者問合せアクティビティ
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図 6.9: オーナー制昆布プラクティカルシステム - 担当漁師割り当てアクティビティ
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図 6.10: 水産物流通支援プラクティカルシステム - ユースケース
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図 6.11: 水産物流通支援プラクティカルシステム - 会員登録・編集アクティビティ
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図 6.12: 水産物流通支援プラクティカルシステム - 商品出品・登録アクティビティ
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図 6.13: 水産物流通支援プラクティカルシステム - 商品情報編集アクティビティ
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図 6.14: 水産物流通支援プラクティカルシステム - 商品購入アクティビティ
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図 6.15: 水産物流通支援プラクティカルシステム - 入荷通知登録・受信アクティビティ
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図 6.16: 水産物流通支援プラクティカルシステム - 質問入力・編集アクティビティ
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図 6.17: 水産物流通支援プラクティカルシステム - 認証処理アクティビティ
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図 6.18: 水産物流通支援プラクティカルシステム - アドバイス投稿アクティビティ
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図 6.19: 水産物流通支援プラクティカルシステム - 質問回答アクティビティ
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図 6.20: 水産物流通支援プラクティカルシステム - 入荷通知登録アクティビティ
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